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1章 序論 
 
 
1.1 研究の背景 
 
「地盤工学」とは，人間社会発展の長い歴史とともに培われた地盤に対する知識や経
験が，土の力学である土質力学で整理され，開発された様々な試験方法や実施工技術と
ともに体系化されたものである。「工学」としての対象は自然地盤であり，社会の中で
地盤工学が受け持つ範囲は非常に広い。その主な役割は社会基盤の整備であるが，自然
災害への備えという責務も負っている。地球規模の気候変動で激甚化する水害，土砂災
害や将来発生が予測されている大規模地震動など，社会がこれまで経験したことのない
自然災害への対策技術を構築しておくことも地盤工学に与えられた重要な役割の一つ
である。地盤工学は社会を維持・発展させるうえで非常に重要な学問体系であり，社会
からの期待も大きい。 
地盤工学において，基本的かつ重要な思想は，ローカルな地盤が持つ性質を調査して
理解し，必要十分なコストでその潜在的な支持能力を最大限に引き出し，目的に応じた
利用をすることである。この基本思想に沿って，人間の活動に必要な社会基盤の整備や，
防災に必要とされる種々の機能を満足し，加えて経済性や環境保全にも配慮をした持続
可能な設計・施工の技術体系を構築することは，工学として目指す場所の一つである。 
一方で，地盤工学への社会の要求は時代によって常に変化する。社会基盤整備で社会
が発展すると，その成長によってまた新たな社会要請・技術要求が生じるためである。
これまで，各時代において様々な技術要求に応えることで地盤工学が発展・進歩してき
たように，これからも，長年培われた知識と技術をもとにそれらの蓄積，改良と更新を
重ね，企画から施工に至るまでの各工程における技術水準を高める努力を続けることが
重要である。高度な技術要求に対しては，施工機械や建設材料・部材，計測技術などの
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関連分野で新しく開発されたものを積極的に取り込みながら，施工技術の向上を図るこ
とが必要となる。過去の施工技術の変遷と発達について，杭基礎に用いられている鋼管
杭工法を例に少し振り返る。わが国では 1954 年以降，鋼管杭が港湾構造物，道路橋，
建築物の基礎として大量に用いられてきた 1)。高度成長期には，強靭で衝撃に強い鋼管
杭とディーゼルハンマを用いた打込み杭施工の高効率化により工期が短縮し，急速に進
む社会基盤の建設に大きく貢献した。しかし，都市化によって打撃や振動による施工方
法は人口密集地での使用が制限されるようになった。1960 年代からは公害として社会
問題化し，1969 年，1976 年には騒音規制法，振動規制法が相次いで制定されている。
この社会要請（制約）により，都市部で杭基礎として用いられる工法は打撃から掘削へ
大きくシフトチェンジすることになる。そこで，杭打ち業者と鋼杭メーカーによって鋼
管杭を用いた中堀り杭工法が開発された。この工法は，地盤をオーガで掘削しながら杭
を埋設するものである。しかし，騒音や振動の低減という強い要請によって急速に利用
拡大したこれら掘削系の工法にも解決すべき技術課題がいくつか残された。それは，掘
削施工時に地盤を緩めるため，打撃工法に対して支持力が小さいこと，施工管理が煩雑
となること，建設廃土が発生することなどが挙げられる。支持力の問題については，地
盤改良技術を組合せた鋼管ソイルセメント工法や高支持力中堀り杭工法が従来の埋込
み杭の改良工法として開発された。一方，固化材等を用いない別のアプローチとして開
発されたのが，直打ち杭工法に分類される圧入工法や回転杭工法である。専用の施工機
械を用いて既設杭を圧入または回転圧入することで施工時の騒音と振動を低減しなが
らも高い支持性能を発揮し，施工管理が容易で廃土が発生しないなど，多くの利点が評
価されて都市部でも利用可能な施工技術として利用拡大している。この杭基礎工法の一
連の変遷にもみられるように，施工技術は様々な関連分野の技術の集合であるため，高
機能の施工機械や新しい建設材料・部材，計測技術などとの組合せによる技術革新で新
しい工法が急速に発展・普及することは珍しくない。 
現在の新施工技術のトレンドとして，「回転力」と「圧入力」が挙げられる。施工法
による杭の分類として体系化されたのは，90年代後半から 2000年にかけてである 2),3)。
上述した回転杭工法は，回転駆動装置や全周回転機と呼ばれる施工機械と先端部に羽根
を有する新しい鋼管杭の組合せによって開発された工法で，羽根付きの鋼管杭に回転力
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を付与して地盤に貫入する工法 4)である。先端の羽根は回転施工時に地盤内で推進力を
発生し，供用時には拡底部材として大きな先端押込み支持力と引抜き抵抗力が得られる
優れた工法である。羽根が複数ついたものや，全長にわたって周面に羽根を配したもの
5)もある。その先端形状はメーカーによって様々で，サイズも直径 100 mm から 1,600 
mmと幅広い。近年急速に普及した回転杭工法については，実用上の施工技術は確立し
その有用性が明らかにされているが，羽根のように特殊な構造を持った部材が，回転動
作によって地盤へ貫入された場合の周辺地盤への影響や，外力を受けた場合の力学的な
支持・抵抗メカニズムの詳細については未だ明らかでない部分が多い。回転杭工法のみ
ならず，「回転または回転動作を含む棒状部材の圧入施工方法」と羽根のような「らせ
ん構造を持つ部材」を組み合せた工法は今後も新しい技術開発が進み，ますます発展を
すると予想される。これらの技術を体系化し高度化するためには，部材周辺地盤の基本
的な挙動の把握をして現象を理解し，支持機構を解明することが必要であると考える。 
 
 
1.2 研究の目的 
 
近年，帯状の平鋼を長軸周りにねじって作る構造部材が開発された。これは，前節述
べた「らせん構造を持つ部材」に含まれる。平鋼を単純にねじるだけで製作が可能であ
るため，溶接等の手間がなく，製造コストの
低い棒状構造部材として各種工法への応用
が期待されている。図-1.1 に本部材を用いた
工法例 6)を示す。この構造部材は，既往の研
究 7),8)において「ねじり平鋼」と呼ばれ，杭
基礎や地山補強等への適用について検討が
なされている。いずれも，平鋼の幅を直径と
する土柱との表面摩擦力で支持力が推定で
きるとしており，地盤補強材としての基本性
能とその有用性が示されている。しかし，部
図-1.1 スパイラル基礎工法 6) 
国土交通省新技術情報提供システム
NETIS:QS-120032-Aより 
より 
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材と地盤との相互作用のような詳細な支持機構についての検討はなされていない。平田
ら 9),10)は，本部材を「ねじり鋼棒」，「スパイラルバー」と呼称し，部材が持つらせん形
状に着目した理論的な検討によって，外力に対して発揮される軸方向抵抗力の算定式を
提案している。この研究では，軟弱地盤と硬質地盤における実証実験によって，本部材
の引抜き抵抗部材としての有用性を確認するとともに，有限差分法を用いた弾塑性解析
による検証を行い，提案した算定式の妥当性を示している。算定式の詳細は後述するが，
この研究の中で理論的に導かれている「自己強化機能」は，「らせん構造を持つ部材」
の軸方向支持・抵抗力に大きな特性を与えるものである。この「自己強化機能」につい
て，地盤条件や部材表面摩擦等の関連パラメータの追加検証とともに，地盤内での実現
象を把握しておくこと，「らせん構造を持つ部材」の支持機構を解明するうえで欠かす
ことのできない重要事項であると考えられる。また，地盤への貫入過程における周辺地
盤への影響や，部材形状（ねじり量）と支持・抵抗力の関係など，具体的な工法適用時
の施工上の注意点や製品開発のためのデータ蓄積も不十分と考えられる。 
そこで，本研究ではこの構造部材を対象とし，地盤内での支持・抵抗機構について，
実現象の把握と支持・抵抗力に関連するパラメータの検証を目的として，室内模型実験
による調査を行った。本部材は棒状部材であり，構造物基礎の支持力問題や土構造物の
安定問題等への利用が考えられるため，設計上重要となる軸方向の支持・抵抗機構に着
目をした。 
本部材は，帯状平鋼の長軸周りにねじりを加えることでその表面は連続した螺旋面
（helicoidal surface）11),12)となり，既往の構造部材にはない特殊な形状を有する。数学用
語では「らせん」という言葉について，平面曲線を指す「螺線」と，空間曲線を指す「螺
旋」とを区別しているが，本部材形状の「らせん」は「螺旋」を指している。帯状平板
をねじって作製された螺旋面を持つ棒状部材ということで「らせん帯状部材」，または
簡便のために「ヘリカルバー」と呼称する。 
本研究では，らせん帯状部材（以下：ヘリカルバー）の地盤内での支持・抵抗機構に
ついて，実現象の把握と支持・抵抗力発現に関連するパラメータの検証のため，模型実
験に加えて，X 線 CT スキャナを用いた部材周辺地盤の挙動観察を実施する。 
これまで，ヘリカルバーと同じ棒状部材である杭の鉛直支持力問題において，模型地
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盤に鉛直貫入された杭先端周辺地盤での実現象調査のために，X 線 CT スキャナを用い
た非破壊検査により，杭貫入過程の模型地盤内の密度変化を観察・評価した研究 13),14),15)
がある。これらの実験手法を発展させて，様々な断面形状を持つ棒状構造部材の鉛直貫
入時の地盤内挙動の計測にも用いられた 16),17)。その他にも，X 線 CT スキャナは様々な
地盤工学の問題を扱う研究に用いられており，土質試験における試料内部の挙動観察，
評価等においても大きな成果を挙げている 18),19)。 
本研究では，これまでの既往研究を参考に，模型実験における貫入装置，実験土槽や
画像解析手法の改良を行い，X線 CT スキャナを用いた地盤内挙動計測技術の高度化を
目指した。特に，今回研究対象とするヘリカルバーのような 3次元のらせん構造部材の
部材周辺地盤の挙動把握を目的とした実験の場合，一般的に行われる平面ひずみ条件で
の 2次元模型実験では実現象の再現が不可能であるが，X 線 CT スキャナを計測装置に
用いることで 3次元模型実験での検証が可能となる。今後，ますますの発展が予想され
る「らせん構造を持つ部材」や「回転施工技術」を用いた新工法の支持メカニズムの検
証や力学的な体系化のためにも，X 線 CTスキャナを用いた地盤内挙動計測技術は有用
な実験手法の一つになり得ると考える。図-1.2には X線 CT スキャナを用いて撮影した
模型ヘリカルバーの 3D画像を例として示す。 
 
図-1.2 X線 CT スキャナで撮影した模型ヘリカルバー（3D 画像） 
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1.3 本論文の構成 
 
本論文の各章における内容を以下に列挙し，その構成について図-1.3に示す。 
 
第 1章 序論 
研究の背景と目的を示すとともに，本論文の構成について述べる。 
 
第 2章 らせん帯状部材（ヘリカルバー）の利用の現状と適用範囲 
現在製造が可能なヘリカルバーのサイズを勘案して，構造部材として適用の可能性が
ある小規模構造物の杭基礎や地盤補強部材の既往工法について概観する。また，ヘリカ
ルバー利用の現状について述べる。次いで，関連する既往研究について整理し，本研究
で調査すべき内容についての検討を行う。また，既往研究におけるヘリカルバーの軸方
向抵抗力算定式に注目し，本研究で実施する模型実験において実現象検証の際の着目点
について整理する。 
 
第 3章 地盤工学分野における X 線 CTスキャナを用いた既往の研究 
地盤工学分野における種々の工学問題に対し，X線 CTスキャナを計測装置として実
験に適用した既往研究について概観する。次いで，本研究内容と検討内容が類似した鋼
矢板や鋼管杭の支持力問題を対象とした研究例を挙げ，これまで実施された模型実験で
用いられた手法や知見について整理する。既往研究の実験手法を参考に，実験装置や画
像解析手法の改良点について検討を行い，本研究での実験に反映させる。 
 
第 4章 実験材料，装置，手法の概説 
本研究に用いた実験材料，模型部材， X 線 CT装置，模型実験装置，CT 画像の解析
手法について概説する。なお，本章第 4 節の模型実験装置概要の各項（4.4.1~4.4.4）の
内容は，第 5章各節（5.1~5.4）で実施する模型実験にそれぞれ対応する。また，第 5章
の実験全体の流れにおける各節の実験目的と，各種装置の開発を行った位置づけについ
て述べる。 
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第 5章 らせん帯状部材の鉛直支持・抵抗力評価 
第 1節では，ヘリカルバーの軸方向支持・抵抗力について，円筒土槽に作製した模型
砂地盤への模型部材の貫入-押込み実験，貫入-引抜き実験を行い，その基本挙動を確認
した結果について述べる。主な検討項目は，ヘリカルバー貫入時の軸回転条件が支持・
抵抗力に与える影響とし，産業用 X線 CTスキャナを用いて，模型部材貫入後の地盤内
の状態を観察・比較した。模型部材の貫入や押込み，引抜きによって生じる地盤内の密
度変化領域と支持・抵抗力の違いから，地盤内で生じる現象やその破壊領域について考
察した。 
第 2節では，模型部材周辺で生じる地盤挙動をより詳細に観察・計測するための手法
開発を主な検討項目とし，マイクロフォーカス型 X 線 CTスキャナと専用の貫入装置を
用いて予備検討を行った結果について述べる。画像相関法による地盤内の変位場計測手
法を適用し，本実験に向けての具体的な撮影条件，撮影間隔等について検討を行った。 
第 3節と第 4節では，前節までの実験結果を踏まえ，それぞれ砂質地盤と硬質粘土地
盤を模擬した模型地盤を準備し，ヘリカルバーの軸方向支持・抵抗力について，貫入方
法や模型形状などのパラメータを変えた具体的な比較実験を実施し，その結果をまとめ，
考察をする。同時に，X線 CTスキャナによる地盤内挙動の観察実験を実施する。また，
第 2章で示す既往研究における軸方向支持力の提案式を参考に，実験で得られた力学的
な試験データと画像データを基に，周面摩擦抵抗力の発現機構についての考察を行う。 
 
第 6章 結論 
各章の結論をまとめた後，ヘリカルバーの既存工法等への適用に関する考察と提案を
行い，本論文の結論とする。また，今後の課題について述べる。 
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図-1.3 論文の構成 
第1章 序論
1.1 研究の背景
1.2 研究の目的
1.3 本論文の構成
第2章らせん帯状部材（ヘリカルバー）の
利用の現状と適用範囲
2.1 ヘリカルバー利用の現状
2.2 地盤補強部材としての利用
2.3 ヘリカルバーに関する既往の研究
第3章地盤工学分野におけるX線CT
スキャナを用いた既往の研究
3.1 室内土質試験・小型模型実験への適用例
3.2 杭基礎の鉛直支持機構に関する研究への
適用例
第4章実験材料，装置，手法の概説
4.1 実験材料と物性
4.2 模型部材の作製方法とその形状
4.3 X線CTスキャナ装置の特性
4.4 模型実験装置概要
4.4.1 円筒土槽，回転貫入冶具及び載荷装置
4.4.2 μXCT専用貫入載荷装置の開発
4.4.3 砂供試体用セル圧式ゴムスリーブ土槽の開発
4.4.4 石膏供試体用貫入・引抜き装置の作製
4.5 画像解析手法
第5章らせん帯状部材の鉛直支持・
抵抗力評価
5.1 貫入方法がヘリカルバーの
支持・抵抗力に与える影響
5.2 μXCT専用貫入載荷装置による
地盤内挙動の観察実験
5.3 砂地盤における軸方向支持・
抵抗機構について
5.4 硬質粘土地盤における軸方向支持・
抵抗機構について
第6章結論
6.1 各章のまとめ
6.2 らせん帯状部材（ヘリカルバー）の工法適用に関する考察
地盤工学におけるらせん帯状部材の適用に関する研究
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2章 らせん帯状部材（ヘリカルバー）の 
利用の現状と適用範囲 
 
 
本章では，現在製造が可能なヘリカルバーのサイズを勘案して，構造部材として適用
の可能性がある小規模構造物の杭基礎や地盤補強部材の既往工法について概観する。ま
た，ヘリカルバー利用の現状について述べる。次いで，関連する既往研究について整理
し，本研究で調査すべき内容についての検討を行う。また，既往研究におけるヘリカル
バーの軸方向抵抗力算定式に注目し，本研究で実施する模型実験において実現象検証の
際の着目点について整理する。 
 
2.1 ヘリカルバー利用の現状 
 
杭など，一般的な棒状部材の周面は部材長軸方向と平行であるため，長軸方向を向く
部材表面は実部先端のみであるが，ヘリカルバーは螺旋面を持つ棒状部材であり，長軸
図-2.2 横浜港大桟橋断面 6) 図-2.1 スクリューパイルの先端形状 4) 
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方向に対して傾斜した部材表面を連続して有することが大きな特徴である。ヘリカルバ
ー以外にも，部材周面の一部が長軸方向を向く部材はいくつかある。回転杭のように，
軸材（鋼管やコーン形状）の先端や周面に羽根やエッジが溶接された部材 1),2),3)である。
同様の形状を持つ構造部材として，古いものではスクリューパイル 4),5),6)が挙げられる。
開発されたころのスクリューパイルの先端形状を，図-2.1に示す。スクリューパイルは
1838 年にイギリスの Michel によって発明され 5)，19 世紀中ごろにはヨーロッパにおい
て，橋梁，燭台および桟橋の杭基礎として利用され始めた。国内には，明治初期に鉄橋
橋脚として導入されている。同じころ，スクリューパイルが桟橋先端に利用された例を
図-2.2 に示す。また，ヘリカルバーやスクリューパイルの他にも，節杭 7)，多段拡径杭
8)のように軸部周面に凸部を持ち，軸方向を向く傾斜面を有する棒状部材がある。 
ここで，ヘリカルバーと似たらせん形状を持つ回転杭と比較をして，ヘリカルバーの
形状の特徴について述べる。図-2.3に回転杭とヘリカルバーの外観を示す。どちらも長
軸方向に部材表面が向く形状を有するが，両者には大きく異なる部分がある。ひとつは，
ヘリカルバーが帯状部材から作られており，軸材を持たないこと。もうひとつは，エッ
ジ端部の傾斜角（θE :長軸とエッジ端部がなす角）が異なることである。 
以下に整理をすると， 
1) 回転杭は，羽根の傾斜角が大きく θE ＞70°が一般的である。施工時には杭軸部に回
転力を付与し，羽根が地盤中で推力を発生しながら貫入されるため，羽根の通過に
よって杭周面地盤は大きく乱される。軸部は鋼管杭であるため，曲げ剛性は大きい。 
2) ヘリカルバーは実部断面積が小さいため，曲げ剛性は極めて小さいが，施工時の貫
入抵抗も小さい。エッジの傾斜角は θE ≦45°と小さく，施工は押込み力を主として
貫入するため，回転による推力は期待していない。部材のらせん形状がゆるいため，
貫入時に部材が通過しない周辺地盤が存在し，それはヘリカルバーのエッジを長軸
方向につなぐ円筒領域内に，部材を挟んだ二重らせん状に存在する。 
なお，ヘリカルバーは現在製作が可能な製品サイズが小さいため，適用工法はある程
度限られてくる。現在 NETIS 登録されているスパイラル基礎工法（QS-120032-A）9)に
おいて，製作・使用されているヘリカルバー（製品名：GTスパイラル杭 QUICK）を例
にとると，最大の製品は，厚さ t:19 mm, 外径 D:150 mm, 部材長 L:5,500 mm，ピッチ:225.0 
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mm，重量 129.4 kg となっている。同社では，D = 300 mmの製品も開発中としている
が，他の棒状構造材と比較すると非常に小規模である。製品の利点としては，平鋼を単
純にひねるだけで製作できるため，製造コストが低いことが挙げられる。その他，構造
部材として工法利用を考えた場合，次のような特徴が挙げられる。 
1) 地盤条件によっては直接貫入が可能で，先行掘削の必要が無くなり，施工時間が
短く済む。また，現場への搬入は部材と施工機械だけで済むため，省力化できる。 
2) 施工時の振動，騒音が小さく，廃土が発生しない。部材実部は帯状であるため周
辺地盤の変状が小さく，近接施工にも向いている。また，逆回転で引き抜くこと
で容易に撤去可能であるため，仮設用部材としても適している。 
3) 帯状部材であるため，水平抵抗に弱く，玉石が含まれる地盤や硬質地盤への貫入
には適さない。ただし，一般的な地盤補強部材と同様に，削孔とグラウト充填に
よって対象地盤へ定着させて利用をすることは可能であると考えられる。 
4) 金属製（SS400）であるため，腐食環境では被覆などの防錆処理が必要となる。 
 
ヘリカルバーのこれまでの利用実績として，ソーラーパネル架台基礎，道路標識基礎，
小規模桟橋や軟弱地盤状のやぐら基礎，小規模函渠基礎，擁壁基礎などが挙げられる 9)。
また，建築分野では低層建築物の地盤補強工法において，拡張型鋼管を摩擦杭として利
用することで先端支持杭と比較してコスト低下が見込めるという報告 10)もあり，ヘリ
カルバーも摩擦杭としての利用は有効であると考えられる。 
図-2.3 回転杭とヘリカルバーの外観 
(a) 一般的な回転杭先端 1) (b) 模型ヘリカルバー 
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2.2 地盤補強部材としての利用 
 
前節で述べたような特徴を持つヘリカルバーを，どのような工法に利用することが可
能か，まず関連技術について概観する。一般に，企画した構造物において，地盤調査や
試験施工の結果から，その機能を満足する地盤強度が得られないと判断された場合には，
主に以下の二つが対処法として用いられる。 
一つは，地盤材料そのものの置換や締固め，またはセメント等の添加・混合により地
盤の材料強度を高める「地盤改良」である。セメント等を混合して固化処理する工法と
しては，浅層混合処理工法，深層混合処理工法，流動化処理工法などが挙げられる。セ
メントを添加した母材に軽量化材料や性質の異なる材料を混合することもある 11),12)。グ
ラウト材を固化材として用いる薬液注入工法も地盤改良としてよく用いられている。ま
た，脱水やプレロードにより軟弱地盤の圧密を促進する工法でも地盤強度を高めること
が出来る。 
もう一つの対処法は，人工的な構造材を荷重伝達部材として地表や地盤内部に配置し，
荷重を広範囲に分散してその支持機能を引き出す「地盤補強」である。この方法で用い
られる建設用構造部材としてはコンクリートや鋼材が主であるが，石油化学繊維材料か
ら作られたジオシンセティックスなども近年の技術発展が著しく，利用が拡大している。
荷重伝達部材を形状で概念的に分類すると，主に面と棒に分けることが出来る。面構造
材の例として，べた基礎，ジオテキスタイル工法，補強土壁工法のアンカープレートや
テールアルメ工法のストリップなどが挙げられる。面の形状を持つ構造材は，基本的に
は地表に設置，または埋設して用いる。一方，棒状構造材としては，鋼管杭やコンクリ
ート杭などの杭基礎，鋼矢板，グラウンドアンカー工のアンカー体などが挙げられる。
棒の形状を持つ構造材は，基本的には長軸方向に地中に貫入または削孔・挿入して用い
るものである。 
上記二つの機能（材料強度の増加，荷重伝達）を組み合わせた工法も数多く存在する。
例えば，材料置換により柱構造を地盤内に造成するサンドコンパクション 13)やグラベ
ルドレーン工法などが挙げられる。また，先端拡大根固め鋼管杭や鋼管ソイルセメント
杭などは，荷重伝達材である鋼管杭の先端や周面地盤の材料強度を高める方法である。
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構造的な組み合わせとして，面と棒を組み合わせたパイルド・ラフト基礎 14),15)や部材を
連結して壁体を作る鋼矢板連続壁工法などがある。 
ヘリカルバーは棒状構造材であり，外力の荷重伝達をする地盤補強部材としての利用
が考えられる。地中には直接貫入，または掘削孔に挿入して設置し，部材頭，または部
材頭周面に加わる外力を地盤内において先端抵抗力，周面抵抗力で受け持つことになる。 
押込み力に対する一般的な利用方法として考えられるのは，杭基礎である。杭基礎は
先端支持杭と摩擦杭に分類される。先端支持杭としての利用の場合，拘束圧が高い深い
地盤や風化をしていない硬質地盤まで届くように設置をして高い支持・抵抗力を発揮さ
せるのが一般的であるため，小規模で断面剛性が低いヘリカルバーの適用範囲は限られ
る。一方，摩擦杭としての利用の場合，その適用範囲は広いと考えられ，フーチングに
複数のヘリカルバーを設置した複合基礎の一部としての利用や，ジオグリッド等と組み
合わせた軟弱地盤表層補強工法などへの応用が期待できる。 
部材の引抜き抵抗力が重要となる工学問題としては，斜面安定や各種補強土工法であ
る。地表面からの直接貫入施工が可能なヘリカルバーの特徴が活かせるのは，切土斜面
安定や既設盛土補強工など，地山補強工法への利用と考えられる。 
 
 
2.3 ヘリカルバーに関する既往の研究 
 
 ヘリカルバーに似た形状の小規模構造部材として，部材の一部に螺旋面を持つヘリカ
ルスクリューパイル（アンカー）が挙げられる。前述のスクリューパイルとは異なり，
低層住宅などの小規模構造物基礎に広く利用されており，海外での研究事例 16),17),18),19)
が多い。ヘリカルスクリューパイルはシャフト部を持ち，シャフト中間には螺旋面を持
つプレートが複数枚配置されている。シャフト径に対してプレート直径が 2倍以上ある
ものが一般的である。先端羽根付き回転杭と同様に，シャフトに対するプレートの設置
角度 θE が大きく，適用対象は軟弱地盤であり，回転トルクによりプレートが地中で推
力を発生しながら貫入される。ヘリカルスクリューパイルを用いた模型実験結果から，
プレート設置間隔とプレート直径の比「I / D」（I：プレートの設置間隔，D：プレート直
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径）によって載荷時の押込み・引抜抵抗力は変化し，破壊領域が異なっていることが報
告されている 16)。また，別の実大試験や数値解析結果から，地盤条件や押込みか引抜き
かによっても抵抗力を発揮する I/Dの最適値が異なることが指摘されている 17),18)。その
他にも，模型実験において透明土（Transparent soil）20), 21)を用いて部材周辺地盤のひず
みを計測し，数値解析も合わせて設計方法を提案した研究 19)では，回転貫入施工時のプ
レートによる地盤の乱れの影響を考慮する必要があること，I/D が小さくなると鉛直変
位に対する貫入・引抜剛性が増加することなどが指摘されている。このヘリカルスクリ
ューパイルは，回転貫入での施工という点がヘリカルバーとは大きく異なるが，軸方向
外力に対する支持・抵抗力の推定法や，プレート設置間隔と直径の比（I/D）の支持・抵
抗力への影響等について，参考となる有益な先行研究が多く存在する。 
一方，ヘリカルバーを対象とした研究例はまだ多くはない。前述した実地盤での実験
例 22),23)では，N値 10以下の軟弱な実地盤において載荷試験を実施している。いずれも，
ヘリカルバーの実部（平鋼）幅を直径とする円筒領域で発揮される周面摩擦力で引抜抵
抗力が発現しており，地盤のせん断抵抗力で引抜抵抗力の推定ができるとしている。ま
た，載荷時には部材頭の回転を固定することが引抜抵抗力の発現に重要であるとしてい
る。農業土木の分野では，ヘリカルバーを園芸施設用基礎として利用するために行われ
た研究 24)がある。硬質土壌の場合，人力での回転押込み施工では空回りが発生して引抜
抵抗が小さくなることから，回転貫入補助部材としてスリット付き鉄板を地表に設置し，
ブレーカーの振動打設を行うことで周辺地盤を乱さずに施工ができ，高い引抜き抵抗が
発揮されることが報告されている。さらに，ヘリカルバーの形状（ねじり量の違いによ
るピッチの違い）が引抜抵抗力に影響を与えること，鋼管パイプとヘリカルバーを連結
した複合部材が水平抵抗力の増加に効果があることなど，有益な知見が多数報告されて
いる。その他にも，ヘリカルバーの実用上重要となる複合荷重に関する研究 25),26),27)も始
められている。外力として水平力と鉛直力が同時に働く場合，それぞれ独立で発揮され
る抵抗力を下回る可能性があることから，合理的な設計法を確立するため，模型実験と
FEM による数値解析による検討が行われている。 
上述の既往研究により，ヘリカルバーの支持性能が徐々に明らかにされ，実用上の検
討は今後も進むものと考えられるが，その基本的な支持・抵抗機構についての検討が未
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だ不十分であると考えられるものが二つある。 
一つは，ヘリカルバー施工時の周辺地盤への影響についてである。前述のヘリカルス
クリューパイルや回転貫入杭は θE が大きく，羽根の推進力によって部材が地盤に貫入
されるため，その羽根が通過する地盤は当然乱される。一方，ヘリカルバーは θEが小さ
く，圧入力と回転動作を合わせた施工方法であるため，その貫入条件によって周辺地盤
の状態は大きく異なることが予想される。いずれの既往研究においても，周辺地盤を乱
さないように施工することが抵抗力の発現に重要であるとしているが，施工条件が抵抗
力へ与える影響の程度については検討がされていない。 
もう一つは，ヘリカルバーの軸方向抵抗力の発現機構の詳細についてである。平田ら
28),29)はヘリカルバーの周期的なねじり形状を考慮し，外力によって発現する抵抗力を微
小区間の積分により理論的に算定し，実大試験結果と数値解析の検証によりその算定式
の有効性を示した。提案された算定式では，作用した軸力の一部が分力としてヘリカル
バーの円筒領域内の内圧として発生し，さらにその一部がせん断面に追加の垂直応力と
して働き，軸方向抵抗力が増加するとしている。この外力の一部の分力によって軸方向
抵抗力が増加する効果を「自己強化機能」と称しており，ヘリカルバーの支持・抵抗機
構において極めて重要な現象であるが，未だ詳細な実挙動の確認はされていない。 
そこで，本研究では以下の点に特に着目した模型実験を行うこととした。 
1) ヘリカルバーの施工時貫入条件の違いによる周辺地盤への影響と発揮抵抗力の関
係，および地盤内の破壊領域の確認 
具体的にはヘリカルバーの貫入時軸回転条件をパラメータとした模型実験を行い，
X 線 CTスキャナを用いて模型地盤内の密度変化領域について評価をする。 
2) 「自己強化機能」の現象確認 
具体的には，上記メカニズムを検証するために，X 線 CTスキャナを用いた模型地
盤内の地盤挙動の計測による観察実験，ならびに引抜き抵抗力，部材頭トルクを計測
し，地盤条件をパラメータとして算定式の検証を行う。 
 
本節の最後に，ヘリカルバーの「自己強化機能」の概略を説明するために，既往研究
の提案式 28),29)を整理する。地盤内に設置したヘリカルバーを頭部回転固定条件で軸方
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向変位させると，部材のエッジを軸方向につなぐ直径：Dの円筒領域で，地盤条件に応
じたせん断抵抗力が生じると仮定する。円筒せん断領域は，図-2.4(a),(b)の鉛直，水平断
面に破線で示す。この円筒領域に作用している初期拘束圧を σn0と考えると，地盤の粘
着力：C，内部摩擦角：φ，部材-地盤間の表面摩擦角：φS を用いて，周長に生じるせ
ん断力を部材長：L で積分すると初期発生軸力 P0が式(2-1)で表される。なお，部材厚：
t の時，傾斜したエッジ部分の部材厚は √2𝑡 となる。 
 
𝑃0 = ∫ {(𝜋𝐷 − 2√2𝑡
𝐿
0
)(𝐶 + 𝜎𝑛0tan𝜑) + 2√2𝑡tan𝜑𝑆𝜎𝑛0}𝑑𝑧         （2-1）
28) 
 
この初期発生軸力 P0により，円筒領域内の地盤には軸方向応力：p が作用することに
なる。p によって部材表面の各部に ΔP が作用するが，部材軸中心からの位置によって
部材表面の傾斜角 θ は異なり，その値は式(2-2)で表される。ΔP の一部は部材傾斜によ
る分力となり，式(2-3)に示す水平力 ΔRに変換される。なお，表面摩擦φSによって部材
表面の法線方向から長軸方向に力の向きが変わることに注意が必要である。図-2.5(a), 
(b)にその概念図を示す。 
図-2.4 仮定するヘリカルバーの円筒せん断領域 
 (b) 水平断面図 28) (a) 鉛直断面 
円筒領域で
地盤に生じる
せん断抵抗力
L
引抜き外力
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∆𝑃 = 𝑝𝐷𝑑𝑧tan(𝜃)                                             (2-2) 28) 
 
∆𝑅 = 𝑝𝐷𝑑𝑧tan(𝜃)tan (
𝜋
2
− 𝜃 − 𝜑𝑆)                                       (2-3)
 28) 
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(a) 軸力で部材表面に発生する水平力 ΔR 
（文献 28)に加筆） 
図-2.5 軸力の分力として発生する水平力 ΔR 
(b) 発生水平力 ΔRの 3次元イメー
(a) 部材表面における ΔR の分布例 
（φS=23.7°のとき） 
図-2.6 水平力 ΔRの水平面内分布図 
(b) 水平面内の反力分布 
（文献 28)に加筆） 
(θ=0°)(θ=45°)
Δ
P
Δ
R
Axis center
(θ=0°)
Edge 
(θ=45°)
ΔQ
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図-2.6(a)は部材表面における ΔR の分布例を示している。後述する豊浦砂とアルミ材
の表面摩擦角：φS=23.7°の時の tanθ, tan(π/2-θ-φS)，ΔR/pDdz の部材軸中心からエッジま
での分布である。図-2.6(b)には水平断面全体の反力分布の概略図を示す。提案された算
定式ではヘリカルバーの形状は θE=45°を想定しているため，部材軸中心（θ=0°）からエ
ッジ（θ=45°）までの ΔRを積分した水平成分 Rは式(2-4)となる。 
 
𝑅 = 𝑃0 ∫ tan
45°
0
𝜃tan (
𝜋
2
− 𝜃 − 𝜑𝑆) 𝑑𝜃                                   (2-4)
 28) 
 
この Rのうち，円筒領域に垂直に働く成分が σSPとして全周に等分布作用すると仮定す
る。R が集中荷重として作用する位置関係（部材軸中心からエッジまでの距離の 59%）
から，R と円筒領域への垂直成分のなす角( ξ )が 36°となり，式(2-5)のように計算され
る。 
 
𝜎𝑆𝑃 =
4𝑅cos36°
(𝜋𝐷−2√2𝑡)𝐿
                                                      (2-5) 28) 
 
式(2-6)に示すように，最終的にはこの σSPが初期地盤の σn0に加わることにより，内部摩
擦角φをもつ地盤ではせん断抵抗力が増加し，軸方向抵抗力が増加する「自己強化」が
生じる。提案されている算定式を式(2-7)に示す。なお，平田らは地盤条件をφ=φS=30°
とすると内圧効果による軸方向抵抗力の増加が約 40%見込まれるとしている。 
 
𝜎𝑛 = 𝜎𝑛0 + 𝜎𝑆𝑃                                                       (2-6)
 28) 
 
𝑃 = 𝑃0 +
3.236𝑅
𝜋𝐷−2√2𝑡
{(𝜋𝐷 − 2√2𝑡)tan𝜑 + 2√2𝑡tan𝜑𝑆}                        (2-7)
 28) 
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3章 地盤工学分野における 
X 線 CTスキャナを用いた既往の研究 
 
 
本章では，地盤工学分野における種々の工学問題に対し，X 線 CT スキャナを計測装
置として実験に適用した既往研究について概観する。次いで，本研究内容と検討内容が
類似した鋼矢板や鋼管杭の支持力問題を対象とした研究例を挙げ，これまで実施された
模型実験で用いられた手法や知見について整理する。既往研究の実験手法を参考に，実
験装置や画像解析手法の改良点について検討を行い，本研究での実験に反映させる。 
本研究で用いる X線 CTスキャナは，非破壊で対象供試体内部の空間密度分布を計測
できるため，供試体の内部を乱さずに可視化することが可能となる。そのため，室内土
質試験，模型実験や暴露試験等においては，供試体の初期状態から実験中の任意状態で
の内部観察が出来るため，非常に有用な装置である。ただし，X線透過データの逆投影
によって画像再構成を行うため，X 線を透過しない試料，例えば X 線吸収係数が高く
透過距離が長い試料などは撮影ができない。また，CT 撮影には一定のデータ取得時間
が必要であるため，撮影中に生じる現象は捉えることができない。そのため，撮影中に
供試体内部の密度分布変化，例えば土粒子の移動や間隙流体の移動などを生じると，正
確なデータを得ることが出来ない。CT 撮影を行う際には，撮影時間に対する供試体内
の状態変化量をできる限り小さくするような工夫が必要である。 
 
 
3.1 室内土質試験・小型模型実験への適用例 
 
地盤工学分野では，90 年代から X 線 CT を計測装置に用いた研究 1),2),3)が始まり，現
在に至るまで様々な研究対象に用いられてきた。本学では，1996 年に導入された産業
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用 X 線 CT スキャナ（以下：IXCT）を用いて，土試料の内部を観察する研究 4)から始
まり，X 線 CT室内での実験が可能な土質試験装置を開発し，地盤の破壊現象を観察・
評価する研究手法が発展した 5),6),7),8),9),10),11)。図-3.1 は三軸圧縮試験において，圧密後か
ら任意のひずみ量でせん断を停止し，各ひずみ量毎に CT 撮影をした例 11)である。CT
室内での圧縮試験を可能とするために，三軸圧縮試験機 5)にはアクチュエーターやコン
トローラー，計測機器等の試験に必要な装置がすべて搭載されている。また，一般的な
図-3.2 一面せん断試験供試体の CT 撮影例 10) 
図-3.1 三軸圧縮試験供試体の CT 撮影例 11) 
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金属製支柱によるセル固定方式では，撮影領域内に支柱が映り込み，取得画像に強いメ
タルアーチファクト（虚像）が生じてしまう。このアーチファクトをなくすために，本
三軸圧縮試験機では，円筒アクリルセルによって装置重量の支持と載荷時の反力をとる
特殊な構造を採用している。図-3.2は一面せん断試験における供試体内部を撮影した例
10)である。異なる試験材料を用いた比較実験を行い，せん断中の供試体内の破壊現象の
違いを力学試験結果と合わせて評価している。一面せん断試験では，上下いずれかのせ
ん断箱を水平変位させる必要があるが，撮影領域にアクチュエーター等が存在するとア
ーチファクトが発生してしまうため，鉛直方向に長い特殊形状のせん断箱と反力ガイド
の組合せによって，撮影領域に載荷装置等が入らないよう工夫されている 9)。また，産
業用 X 線 CT スキャナは，スキャンテーブルの最大積載重量が 980 Nであるため，重量
制限を超えずに高い圧密圧力をかけることが出来るように，空圧式のベロフラムシリン
ダーが採用されている。その後，地盤内部の観察に X線 CT スキャナが有用であると広
く認知され，複数の研究機関で X 線 CTスキャナが導入され，様々な研究 12),13),14),15),16),17)
図-3.3 固化処理土の拡大撮影例 12) 
図-3.4 豊浦砂の拡大撮影例 15) 図-3.5 砂試料間隙中の間隙流体観察の例 17) 
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に適用された。マイクロフォーカス型 X 線 CT スキャナ（以下：μXCT）を用いて，多
様な地盤材料の内部観察を行った研究例を示す。図-3.3 は，μXCT を用いて気泡を混合
したセメント固化処理土の拡大撮影を行った例 12)である。100 μm 以下の気泡（黒色の
空隙部分）まで観察が出来ている。μXCT は，IXCT と比較して最小の空間分解能が数
μm と高く，微小構造を観察することに長けている。図-3.4 は，砂供試体の拡大撮影を
した例 15)で，砂粒子の形状，間隙構造が明確に見てとれる。三軸圧縮試験における砂の
せん断破壊面の内部構造を評価するなど，地盤内のミクロな現象の観察が可能となって
いる。ただし，拡大撮影によって観察領域は小さくなるため，観察位置を決定するため
の撮影位置の事前検討が重要となる。図-3.5 は，間隙に存在する水と油の 2相流体の挙
動について観察した例 17)である。砂地盤と比較して水と油の X 線吸収量の差が小さい
ため，通常は CT 画像上での領域分割は難しいが，X 線吸収係数の高い KI 水溶液（ヨ
ウ化カリウム水溶液）を用いることで，画像処理による分布領域の分割を可能にしてい
る。図-3.6は，大型放射光施設 SPring-8のビームラインに設置された X線マイクロ CT
図-3.6 大型放射光施設 SPring-8 の X 線マイクロ CT で砂粒子
を撮影して得られた 3 次元メッシュモデル 18) 
図-3.7 医療用 CT を用いて水路内底質の地形を観察した例 19) 
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を用いて，砂粒子等を撮影し，粒子の 3次元形状をメッシュモデルとして取得した例 18)
である。産業用，医療用と比較して供試体サイズは限られるが，高強度の単色 X 線を X
線源として利用するため，高コントラスト，高詳細な画像を得ることが出来る。メッシ
ュデータを用いて，種々の地盤材料形状の詳細検討や個別要素法（DEM）への応用が可
能となっている。図-3.7 は，海岸工学の分野であるが，医療用 CT を用いて波作用下に
おける水路内底質の地形変化を計測した例 19)である。医療用 CT はもともと人体撮影用
であり，水平に寝かせた撮影対象周りを X 線源と受光器側が回転してデータを取得す
るという特徴がある。他の X線 CT スキャナのように供試体を回転させる必要が無いた
め，模型実験等の設置条件によっては非常に有用である。また，人体用であるため X線
出力エネルギーは小さいが，時間分解能に優れるため，短時間で供試体内部の密度変化
が生じるような実験に対して特に有効である。そのほかにも，様々な境界値問題を対象
図-3.8 杭の水平載荷模型実験で地盤内を観察した例 20) 
図-3.9 傾斜荷重を受ける浅い基礎の支持力問題で模型地盤内を観察した例 22) 
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とした模型実験 20),21),22),23),24)に X 線 CT スキャナが用いられている。図-3.8，図-3.9 は，
水平荷重を受ける平杭周辺地盤 20)や傾斜荷重を受ける浅い基礎直下地盤の破壊現象に
ついて観察した例 22)である。X線 CT スキャナを用いることで，これまで平面ひずみ模
型実験で検討されていた地盤内の破壊現象の観察実験が 3 次元の模型実験で実施可能
となる。特に，平面ひずみモデルでは再現が難しい 3次元の現象評価，例えば浅い基礎
底面の矩形短辺と長辺の比で決まる形状効果や，複数基礎等の相互作用によって生じる
群杭効果などに対して，CT スキャナは地盤内の観察に非常に有効な計測装置となる。 
 
3.2 杭基礎の鉛直支持機構に関する研究への適用例 
 
 大谷らは，深い基礎の支持力問題に関する模型実験 26),27),5)において，IXCT を用いて
模型杭貫入前後の小型模型土槽を撮影し，模型杭周辺地盤の密度分布の変化や砂地盤の
(a) 異なる先端形状を持つ模型杭の 
鉛直貫入前後の縦断面 CT 画像 
(b) 支持力理論で仮定されたすべり線場 25) 
(c) 杭の鉛直貫入に伴い変化する密度変化領域図 
図-3.10 模型杭鉛直貫入時の基礎先端周辺地盤の密度変化観察例 26) 
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粒子破砕状況等について検討している。図-3.10(a)は，異なる先端形状を持つ模型杭の貫
入前後の CT画像である。貫入後の模型杭実部直下には高密度の主動くさび領域が確認
され，その周辺に低密度領域が存在していることが報告されている。図-3.10(c)は，模型
杭の鉛直貫入に伴って変化する密度変化領域を模式的に表したもので，これまで支持力
理論で仮定されていたすべり線場（図-3.10(b)）の比較をしている。深い基礎の先端周辺
地盤で生じるとされる局所せん断破壊現象を理解するうえで，非常に有益な情報が得ら
れている。図-3.11(a)は，深い地盤を模擬した実験土槽に同断面積の帯基礎と矩形基礎を
貫入し，模型杭実部直下の高密度領域を比較した例 28)である。基礎底面の形状で，高密
度化する領域の深さが異なることが分かる。図-3.11(b)は，ストレートな帯基礎と屈曲し
た帯基礎を地盤内に貫入した際の模型杭先端における CT 画像である。帯基礎の断面形
状の違いによって，密度変化領域が変化することが報告されている。 
鋼管杭を用いた実験に，前述の IXCTによる観察例 26)がある。杭先端直下に生じる密
度変化領域が，鋼管杭と中実杭では異なることが報告されている。鋼管杭管内土の密度
変化にも言及しており，先端閉塞現象についてCT画像から評価できる可能性を示した。
(a) 鉛直貫入後の矩形基礎と帯基礎の
密度変化領域の比較 
(b) 鉛直貫入後のストレート帯基礎と
屈曲帯基礎の密度変化領域の比較 
図-3.11 基礎底面の形状の違いによる密度変化領域の比較例 28) 
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この先端閉塞現象とは，開端形状である鋼管杭等を地盤に貫入した場合に管内に侵入し
た地盤が詰まりを生じる現象である。管内へ地盤が侵入する現象は杭の貫入中に連続し
て生じるため，その過程を観察することが現象解明の一つの鍵である。X線源にコーン
ビーム，受講装置にフラットパネルを持つ μXCTは，Z軸方向に広範囲な撮影領域を持
つため，IXCT と比べて模型地盤内の広い範囲の画像取得が短時間で済むというメリッ
トがある。そのため，棒状部材である杭などの部材周辺地盤を微小変形毎に連続撮影し，
その挙動を計測することなどが可能となる。 
図-3.12(a)は，模型杭の鉛直貫入実験において，一定の模型杭貫入毎に μXCT を用い
て模型土槽を撮影したもので，取得した CT 画像から土槽内に予め配置したマーカー全
粒子の位置座標を抽出し，杭の長軸中心周りの鉛直断面にプロットしたものである 29)。
多ステップ撮影を行うことで，中実杭と開端杭それぞれの貫入過程における先端周辺地
盤の挙動の違いが明らかとなり，先端閉塞現象を理解するうえで有益な情報が得られて
いる。また，多ステップの連続画像に対し，画像相関法などの画像解析を適用すること
で，模型地盤内の局所的な変位場計測やひずみ場計測も可能となる。 
図-3.12 開端杭の貫入過程における先端周辺地盤挙動の観察例 29) 
(a) 鉛直貫入過程過程における中実杭と 
開端杭先端のマーカー粒子の挙動比較 
(b) 開端杭先端の貫入過程における 
せん断ひずみと体積ひずみ分布図 
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図-3.12(b)は，2次元 PIV( Particle Image Velocimetry )で得た変位場計測結果から，開端杭
先端の貫入過程におけるせん断ひずみと体積ひずみ分布を算出した例である。貫入によ
る開端杭実部先端での地盤の体積膨張が確認され，それらが開端杭の管内に侵入する様
子が確認されている。その他，模型杭の貫入方法による周辺地盤への影響について，
μXCT を用いて開端杭周辺地盤を観察した研究例 30)などがある。 
図-3.13 は，鉛直貫入した模型鋼矢板の先端及び周面における地盤挙動を観察した実
験例 31)である。実験には μXCT を用いているが，観察領域に対して地盤材料である砂の
粒子径が小さすぎるため，変位場解析を行うには空間解像度が不足していた。そこで，
少量のマーカー粒子を地盤に混入することで，3次元 DIC( Digital Image Correlation )に
よる地盤内変位の計測を可能としている。 
 
本研究との関連が深い「棒状構造部材の鉛直支持力に関する既往の研究」において，
X線 CTスキャナを計測装置として用いた実験例を概観して得られた知見について以下
にまとめる。 
図-3.13 模型矢板の貫入過程における周辺地盤挙動の観察例 31) 
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柱状（円柱や角柱，拡径），帯状，開断面開端杭（鋼矢板），閉断面開端杭（鋼管杭）
など，地盤に貫入する構造部材の断面形状によって，その鉛直支持機構は大きく異なる。
X 線 CTを計測装置に用いることで，断面形状の異なる構造部材貫入時の周辺地盤の挙
動観察と比較が可能となる。それぞれの断面形状について，個別の比較実験から得られ
ている主な結果を列挙する。 
1) 密な砂地盤において，鉛直貫入した柱状，平板などの中実模型杭先端直下では，主
動くさび領域で砂地盤の圧縮による密度上昇が生じ，その周辺地盤ではせん断変形
による体積膨張によって密度低下が生じる。これら密度変化が生じる影響領域の範
囲は，模型杭断面の B/L比（B:基礎幅 L:基礎長さ）から算出される形状係数との強
い相関性がみられ，杭の支持力発現機構について説明できる情報が含まれている。 
2) 開断面開端の断面形状を持つ鋼矢板は，屈曲形状の効果によって平板以上の先端支
持力と周面摩擦力を発揮する。CT画像の観察から，矢板先端では部分閉塞を生じて
いることが示唆された。また，杭周面において，屈曲形状内部でのせん断膨張が観
察された。屈曲形状により拘束された内部地盤において，水平土圧の上昇により周
面抵抗力が上昇している可能性が示された。その後の研究 32)において，載荷時の矢
板先端における部分閉塞と周面抵抗を含めた鉛直支持メカニズムについて理論的に
検討がなされ，実験による検証 33),31)によりその理論の妥当性が確認されている。 
3) 鋼管杭などの閉断面開端杭の鉛直支持力の発現には，杭先端で生じる地盤の閉塞効
果が大きく関与する。模型杭貫入時に多ステップの連続 CT 画像を取得することに
より，杭先端周辺領域の変位場，ならびにひずみ場を計測することが可能となり，
地盤挙動と支持力の定性的な関係を説明することができる。 
 
続いて，過去の研究事例から得た知見や実験条件に関する情報から，本研究で実施す
る模型部材の鉛直貫入実験において，CT 撮影を行う際に考慮すべき点について，以下
にまとめる。 
A) CT スキャナの選定について 
IXCT と μXCT は装置性能と取得データの性質が異なるため，観察の目的に応じて使
用する CT スキャナを選定する必要がある。IXCT の特徴として，高出力の X 線源を持
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ち，スキャンテーブルの許容重量が大きいため，径が大きく重量の大きい土槽も撮影す
ることができる。また，X 線源の電流値が大きいため密度分解能に優れており，地盤内
の密度変化の観察に適している。一方，μXCT は Z 方向に広範囲の撮影が可能であり，
撮影時間の短縮が図れるため，多ステップ撮影に向いている。また，X線の照射スポッ
トが小さいため，空間分解能に優れており，スキャンテーブル位置を X 線源に近づけ
ることで拡大撮影も可能となる。撮影時のスキャンテーブルの動作が回転運動だけであ
るため，振動等の地盤への影響も少ない。 
B) 実験装置の選定について 
高品質なCT画像を得るためには，撮影中の模型杭や地盤の移動や変形が無いように，
確実な固定ができる実験装置と固定冶具を用いる必要がある。多ステップ撮影を行う場
合，土槽移動による地盤の乱れや画像解析時のノイズ低減のために，CT 室スキャンテ
ーブル上で載荷実験を実施することが推奨される。スキャンテーブル上で載荷実験を実
施する場合，使用する CT スキャナの X 線透過能力とスキャンテーブルの空間制限・重
量制限を確認し，使用する載荷装置，土槽の材質やサイズを事前検討しておく必要があ
る。X 線吸収係数の高い金属部品や載荷装置等が撮影領域に入らないように，装置類の
設計段階での検討も重要である。 
C) 撮影条件の検討 
 本実験の前に，本実験に準じた予備土槽と模型部材を準備し，設定したスキャン条件
（X線のエネルギー，受光器側の感度設定，データ収集時間等）での画質確認，ならび
に観察領域についての予備検討を行い，目的の観察実験が可能であるかを確認する。PIV
や DIC などを用いた変位場解析を予定している場合には，予備撮影で得た画像を用い
て ImageJ34)や Fiji35)などの画像処理ソフトで疑似的な変位を与え，解析可能な画質であ
るかの確認を行う。解析が困難な場合には，X線吸収量の異なる材料を地盤に混合する
ことも検討する。また，模型部材貫入実験における撮影間隔（撮影ステップ間の模型部
材の変位量）を決める際には，DICなどの画像解析が可能な空間変位量であることと解
析時間が妥当な期間内に収まることの 2点について，撮影する関心領域のサイズと合わ
せて事前確認をしておく必要がある。 
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4章 実験材料，装置，手法の概説 
 
 
4.1 実験材料と物性 
 
 4.1.1 砂材料 
 
本研究で実験に用いた材料を図-4.1(a)に示す。砂地盤材料として，気乾状態の豊浦砂
を用いた。豊浦砂の材料物性を表-4.1 に示す。また，CT 撮影の際に，撮影領域が広く
観察目的に対する空間解像度が十分でない場合には，画像解析を容易にするために砂と
密度の異なるマーカー粒子を混合している。マーカー粒子には市販の鉄研削材（スチー
ルショットブラスト）を用いた。平均粒径は 0.3 mmである。砂材料へのマーカー粒子
の混合は，粒子同士の接触を生じない程度の混合比( 5wt% )としている。砂のみの模型
項目 物性値 単位
土粒子密度 ρs 2.65 g/cm3
D50 0.175 mm
D60 0.180 mm
D10 0.140 mm
均等係数 Uc 1.29
最大間隙比 emax 0.99
最小間隙比 emin 0.60
鉄研削材豊浦砂 混合材料
図-4.1 砂材料とマーカー粒子 
表-4.1 豊浦砂の物性 
(a) 豊浦砂と鉄研削材 (b) マーカー混合砂の CT 画像例  
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地盤での実験と比較し，マーカーの混合による貫入抵抗への影響がないことを予備検討
で確認した。マーカー混合砂の CT 画像の例を図-4.1(b)に示す。模型実験に用いる豊浦
砂の強度定数を確認するために，在来型一面せん断試験機を用いて一面せん断試験 1)を
摩擦角  (degrees)
豊浦砂 (D r=80.5%) 42.6
豊浦砂-アルミ(無処理) 23.7
豊浦砂-アルミ(エポキシ塗布) 43.2
豊浦砂-アルミ(グリス塗布) 18.7
図-4.2 一面せん断試験機 
図-4.3 一面せん断試験結果 
表-4.2 内部摩擦角，表面摩擦角 
(a) 在来型一面せん断試験機 (c) せん断箱中のアルミプレート
(b) 摩擦試験用アルミプレート
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実施した。また，模型実験にはアルミ製の模型部材を使用するため，アルミプレートを
用いた摩擦試験により，アルミ部材と豊浦砂の表面摩擦角について確認を行った。併せ
て，表面の摩擦抵抗を変えたアルミプレートの摩擦試験を実施した。具体的には，アル
ミプレート表面に市販のエポキシ樹脂で豊浦砂を固着して摩擦を大きくした場合と，グ
リスを塗布して摩擦を小さくした場合の 2 ケースについて，表面摩擦角の確認を行っ
た。なお，鋼材などの金属部材と地盤材料の摩擦特性については，残留状態までの正確
な摩擦試験が可能なリングせん断型試験装置を用いた研究 2)等もあるが，今回は簡便の
ため一面せん断試験を用いた方法 3),4)によって表面摩擦角を求めた。 
試験に用いた一面せん断試験機とアルミプレートを図-4.2(a),(b),(c)に示す。試験は定
圧条件で実施し，異なる垂直力の試験で得られる定圧せん断強さ τfから豊浦砂の内部摩
擦角，豊浦砂-アルミプレート間の表面摩擦角を求めた。実験結果を図-4.3 に示し，それ
ぞれの摩擦角を表-4.2 に示す。 
 
4.1.2 石膏材料 
 
粘着力を持つ硬質粘土地盤を模擬した模型地盤を作製するために，市販の焼石膏粉末
を用いて供試体を作製した。図-4.4(a),(b),(c)に焼石膏粉末，供試体モールド，作製した
石膏供試体の鉛直断面 CT 画像を示す。試料容器には，小モールド（内径 50 mm，高さ
101 mm）と，大モールド（内径 100 mm，高さ 200 mm）を用いた。図-4.4(c)の CT 画像
は，小モールド石膏供試体の鉛直断面画像である。石膏供試体は，モールドへの投入時
に気泡を巻き込んで固化するため，内部には大小の気泡が混入していることが分かる。 
図-4.5 は，CT 撮影時に破壊箇所の観察を容易にするために準備した硫酸バリウム混
合石膏供試体である。バリウムは X線吸収係数が高く，CT 画像中では白色の粒として
表示されている。粉末のバリウムを用いることで，石膏固化前の分離や沈殿がなく，供
試体中にほぼ均質に存在していることが確認された。一般的な拡大率での CT 撮影の場
合，均質な石膏母材部分の局所的な挙動を観察することは困難であるが，ターゲット粉
末（硫酸バリウム）を混入することにより，局所挙動の観察に十分な画像濃淡を持つ供
試体を作製することができる。 
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石膏供試体を模型地盤として用いるために，簡易的な物性の調査を行った。ここでは，
供試体の養生方法の影響確認と一軸圧縮強度試験を行った。当初，予備実験で用いた供
試体は，水と 5分間混合した後にモールドに流し込み，図-4.6(a)に示すように室温で放
(a) 硫酸バリウム粉末 (b) 供試体表面
(c) 硫酸バリウム混合石膏供試体CT画像
図-4.4 硬質粘土地盤を模擬した石膏供試体 
図-4.5 石膏用マーカー材料と CT 画像 図-4.6 石膏供試体作製，実験状況 
図-4.7 石膏供試体の養生日数と乾燥重量関係 
(a) 石膏粉末 (b) 供試体モールド (c) 石膏供試体CT画像
(a) 供試体養生状況(予備実験:ラップなし)
(b) 模型部材貫入，一軸圧縮試験状況
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置していたが，養生日数の経過で重量が減少することが判明した。図-4.7は，供試体表
面をラップで覆ったものとラップを用いない供試体の養生日数と重量変化の関係であ
る。石膏と水の配合比（G/W）について，G/W= 0.83, 1.0および 1.2を作製して比較した
ところ，ラップをしていない供試体はいずれも日数が経過すると重量が一定の速度で低
下していた。水と混合後の供試体中には石膏粉末（半石膏）と反応していない水分が存
在し，表面から蒸発していると考えられる。図-4.6(b)は，予備実験における模型板杭貫
入時と一軸圧縮試験時の供試体の様子である。石膏水比の小さい供試体（G/W= 0.83, 1.0）
において，模型部材貫入中や圧縮試験中に試験体表面に水が染み出てくる現象がみられ
た。そこで，養生方法も含め，供試体の養生日数と一軸圧縮強度の関係についての確認
実験を行った。 
図-4.8 石膏供試体の強度確認（一軸圧縮強さ） 
図-4.9 石膏水比(G/W)と一軸圧縮強さの関係 
(b) 一軸圧縮試験結果（養生2日目供試体）(a) 一軸圧縮試験状況
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図-4.8(a)は一軸圧縮試験の状況である。図-4.8(b)に養生日数 2 日目の試験体の一軸圧
縮試験の結果を示す。石膏水比（G/W）によって材料強度は異なり，G/W=1.0 では一軸
圧縮強度 quが 2.7 MPa（風化軟岩程度）であった。ラップの有無では強度の差は見られ
ないため，蒸発する水分は自由水であり，材料強度には影響しないと考えられる。ただ
し，今回の試験では，いずれの供試体も縦割れ（引張り破壊）を生じたため，材料強度
としては目安程度とした。正確な材料強度を得るためには，一面せん断試験，または三
軸圧縮試験等を追加して実施する必要がある。図-4.9 は G/W と一軸圧縮強さ quの関係
である。 
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図-4.10 養生日数と一軸圧縮強さの関係 
図-4.11 養生日数と変形係数の関係 
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図-4.10および図-4.11は，養生日数に対する一軸圧縮強さ：qu，および変形係数：E50
の関係である。試験数が少ないため，ばらつきが大きいが，石膏供試体は水と混合した
後の強度発現時間が短く，養生期間が一日程度で最大の材料強度を持つことが分かった。
湿潤状態での養生方法では，養生日数が長くなると材料強度が低下する傾向がみられた
ため，模型部材貫入実験では養生期間が 2日以内の供試体を用いた。 
 
4.2 模型部材の作製方法とその形状 
 
 4.2.1 ヘリカルバーの作製方法 
 
模型部材は，X線 CT 撮影時のメタルアーチファクト低減のため，すべてアルミ合金
の板材から製作した。純アルミも含め，いくつかのアルミ合金材料を用い，ねじり加工
によるヘリカルバーの作製を検討した結果，貫入実験に十分な材料強度を持ち，加工性
が高い 6000 系（A6063：Mg，Si 添加）のアルミ合金が模型作製に適していることがわ
かった。図-4.12 には，旋盤を用いてねじり加工をしている状況と作製に失敗した部材
と成功した部材を示す 5),6)。形状精度の良いヘリカルバーを作るには，作製時に部材の
回転軸がぶれないことと，ねじりトルク付与時に部材に一定の引張り力を与えることが
図-4.12 旋盤を用いたヘリカルバー作製状況と完成品 
材料引張り
ねじりトルク旋盤
(b) 作製に失敗した模型部材
(c) 完成したヘリカルバー
(a) ヘリカルバー作製状況
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必要である。この引張り力は，部材全体の均等なねじれ変形に重要な要素であり，引張
り力が不足すると板材の一部にトルクが集中して一定ピッチの形状にならないため，ヘ
リカルバー作製時には特に注意が必要である。板材の引張り力が制御可能な装置であれ
ば，旋盤以外でもヘリカルバーの作製ができる。図-4.13 は，オートグラフを用いてヘ
リカルバーを製作している状況である。端部に穴を空けたアルミ板材を溝付きの保持冶
具に両端固定し，片側から回転トルクを付与することで板材が軸周りにねじられ，ヘリ
カルバーの形状となる。なお，回転ハンドル側には軸回転自由なスイベルジョイントが
組み込まれている。板材はねじり加工中に軸方向に収縮するため，ねじりトルクを与え
ると部材には自動的に引張り力が発生する。ただし，そのままねじり加工を続けると，
端部固定穴のせん断による引抜けが生じるため，引張り力が一定値以下となるように載
荷フレームを手動制御する必要がある。 
 
4.2.2 ヘリカルバーの形状について 
 
部材形状と支持力の関係を比較検討するために，ねじり量が異なる模型ヘリカルバー
を作製した。ここで，模型ヘリカルバーのエッジ部が長軸となす角を傾斜角「θE」と定
義する。ヘリカルバー作製時のねじり量によって，当然その傾斜角は変わる。ねじりの
ない平板の傾斜角は 0°であり，ねじり量が増えるほど傾斜角：θEが大きくなる。図-4.14
には，傾斜角の異なる模型ヘリカルバーを例として示す。これ以降，模型ヘリカルバー
図-4.13 オートグラフとねじり加工冶具を用いたヘリカルバー作製状況と完成品 
(a) ヘリカルバー作製状況 (b) 完成したヘリカルバー
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の呼称として，このエッジ部分の傾斜角：θEを用いることとする。例えば，あるねじり
量で作製され，傾斜角 θE =45°の模型ヘリカルバーは「Helical-45」と呼ぶ。 
次に，ピッチについて説明する。ヘリカルバーは部材断面中心を軸とした螺旋面の形
状を持つため，部材任意の位置の軸直交断面形状を基準にとると，長軸方向へ一定長進
んだ位置の軸直交断面において部材は軸中心に回転をしている。基準位置から 360°回
転して元の部材断面位置に戻る長軸方向の長さを 1ピッチと定義しており，その長さは
部材のねじり量によって異なる。ヘリカルバーを部材幅を直径(D)とする円筒部材と考
えると，1ピッチの長さ（lpitch）とエッジの傾斜角（θE）の関係は式(4-1)で表される。 
Tube                   Plate               Helical-14          Helical-26       Helical-45
14° 26° θE=45°
Helical-45Helical-26Helical-14Plate
図-4.14 模型部材の名称と傾斜角 θEの定義 
図-4.15 ヘリカルバーの各部名称 
 
長さL: 145 mm
直径D: 20 mm
板厚t: 3 mm
傾斜角θE: 45°
ピッチlpitch: 63 mm
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𝑙pitch =
𝜋𝐷
tan𝜃𝐸
                               (4-1) 
 
例えば，直径 20 mmの Helical-45 は約 63 mmでひと巻きとなるピッチを持つ。ただ
し，実験に用いた模型杭のピッチは実測値を記載している。図-4.15 には，部材各部の
呼称を示している。比較実験には，ねじり加工の無い平板（Plate）や開端形状の管杭
（Tube），および中実形状の円柱杭（Column）を用いている。具体的に使用した模型部
材の寸法は，第 5章各節にて実験条件として示す。 
 
 
4.3 X線 CTスキャナ装置の特性 
 
産業用 X 線 CTスキャナ（以降 IXCT）とマイクロフォーカス型 X 線 CTスキャナ（以
降 μXCT）は，その装置性能と取得データの性質が異なるため，実施する模型実験にお
図-4.16 産業用 X線 CT (IXCT)とマイクロフォーカス型 X線 CT (μXCT) 
Fan beam X-rayX-ray source
Work table
Detector
Exterior of industrial Type.
( Toscanner 23200 mini )
Inside view. Schematic view.
Exterior of microfocus Type.
( Toscanner 32300 FPD )
Inside view.
X-ray source
Work table
Detector
Schematic view.
Cone beam X-ray
Flat panel detector
Single line detector
IXCT
μXCT
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ける観察・計測目的によって，適切に選定することが必要である。具体的には，撮影対
象の重量やサイズの制限，照射 X 線の線源強度，関心領域の画像データを取得するた
めの撮影時間，CT 画像の密度分解能と空間分解能をよく検討したうえで，実験目的に
適した CT スキャナを用い，また，模型実験で必要となる諸条件を実現できる土槽や装
置の選定，設計を行う必要がある。上記条件を設定するうえで，模型地盤内の関心領域
と地盤材料サイズの関係で得られる画像データの予備検討が非常に重要となる。 
実験に使用した IXCT と μXCT の概要を図-4.16 に示す。X 線源にコーンビーム，受
講装置にフラットパネルを持つ μXCT は，X 線源にファンビームと受講装置にシングル
ラインディテクターを持つ IXCTに比べて，Z軸方向に広範囲な領域を一度に撮影でき，
撮影時間を大幅に短縮できる。一回の撮影時間の短縮によって多ステップ撮影が現実的
となり，模型部材の地盤への貫入過程を連続して撮影することも可能となる。そのため，
部材施工時の周辺地盤への影響等についての検討もできるようになる。また，μXCTは，
スキャンテーブルの位置変更により撮影範囲を変えることができるため，空間分解能の
高い拡大撮影を行うことにより地盤内微小変形の観察が可能となる。ただし，μXCT使
用の際は，以下の 2 点について注意が必要である。 
Microfocus Type Industrial Type
Maximum voltage 230 kV
Maximum current 608 μA
Maximum electric power consumption (W) 140 600
Minimum focus size (μm) 4 800
Maximum space for specimen (mm)
ϕ 400
h 1,100
ϕ 400
h 600
Maximum weight of specimen (N) 245 981
Size of detector (mm) 4002 600
Effective pixel number 20002 176
Maximum scanning area (mm)
ϕ 280 (normal scan)
ϕ 560 (offset scan)
ϕ 400
Maximum projection views 6000 (Rotation) 4224 (Traverse&Rotation)
Maximum accumulation per 1 view 50 - (normal, fine)
Image matrix (voxel)
10242 (multi-slice)
20482 (single-slice)
20482 (single-slice)
Spatial resolution performance (μm) 5 200
Flat panel
detectors
Data
collecting
system and
CT image
Work
table
X-ray
source
300 kV- 2 mA
200 kV- 3 mA
150 kV- 4 mA
表-4.3 IXCT と μXCT のスペック 
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1) スキャンテーブルの許容重量は IXCTの 4分の 1程度である。 
2) 最大出力可能な X線源のエネルギ （ー特に照射電流値）が低いため，撮影時間が短
い場合には IXCT ほどの密度分解能が得られない。 
ここで，2つの X線 CTスキャナ装置のスペックを表-4.3に示す。 
15
0 
m
m
(a)
20
 m
m
69
 m
m
20
 m
m
90
 m
m
20
 m
m
(b) (c)
69
 m
m
(d)
20
 m
m
58
 m
m
20
 m
m
15
0 
m
m
20
 m
m
(e) (f)
図-4.17 異なる撮影条件（CT スキャナ，土槽，撮影パラメータ）で取得した 
豊浦砂の CT 画像 
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図-4.17(a)~(f)には，撮影条件の違いによる取得 CT 画像の比較を行うために，異なる
サイズの実験土槽に作製した気乾状態の模型豊浦砂地盤を，2つの X線 CT スキャナ装
置を用い，撮影パラメータを変えて撮影した画像を示す 7)。表-4.4には，図-4.17の画像
にそれぞれ対応した供試体の土槽サイズ，撮影パラメータの詳細について示している。
図-4.17 (a),(b),(c)は，肉厚 5 mm, 内径 140 mm のアルミ土槽に豊浦砂を密詰めにして
μXCT で撮影した結果である。それぞれ，撮影領域径は 150 mm, 69 mm, 90 mmとして
いる。図-4.17 (a),(b) の画像の一部を拡大して比較すると，それぞれ点在する密度の高
い白色の粒子が観察されるが，砂の粒子形状は確認できない。なお，この白色粒子は，
豊浦砂にもともと含まれている砂鉄粒子である。図-4.17 (c)の模型地盤には 4.1.1項で示
した鉄粒マーカーを 5wt%混入しており，多くの白色の粒子が画像中に確認できる。こ
の画像の撮影では，X 線のエネルギー（ワット数）を高く設定しているが，砂粒子の形
状までは観察できない。図-4.17 (d),(e)は肉厚 7 mm, 内径 50 mmのアルミ土槽に豊浦砂
を密詰めにし，μXCT で撮影した結果である。それぞれの撮影領域径は 69 mm, 58 mm
となっている。図-4.17 (d),(e)の画像の一部を拡大して比較すると，どちらも砂粒子形状
が判別できることがわかる。一方，図-4.17 (b),(d)を比較すると，撮影条件はほぼ等しい
が，取得される画像の質は大きく異なり，土槽径がその画質に大きく影響することがわ
かる。土槽径が小さい場合には，照射 X 線エネルギー（特に照射電圧）を小さく設定で
きるため，空間分解能が向上する。図-4.17 (d),(e)では，照射電圧とボクセルサイズ，な
らびにスキャン時間が異なるが，撮影時間を長く設定して電圧を下げた(e)の画像がより
Image (a) (b)  (c) (d) (e) (f)
Scanner type Microfocus Microfocus Microfocus Microfocus Microfocus Industrial
Soil box size
(mm)
Aluminum t: 5
Inner D: 140
Aluminum t: 5
Inner D: 140
Aluminum t: 5
Inner D: 140
Aluminum t: 7
Inner D: 50
Aluminum t: 7
Inner D: 50
Aluminum t: 5
Inner D: 140
Voltage (kV) 210 210 160 210 160 150
Current (μA) 300 300 600 300 300 4000
Electric power
consumption (W)
63 63 96 63 48 600
Scanning area
(mm)
ϕ 150 ϕ 69 ϕ 90 ϕ 69 ϕ 58 ϕ 150
Voxel size
(μm)
1503 683 883 67.42 * 64 573 73.22 * 300
Scanning time
(minute)
45 45 51 37 54 5
Slice number of one
scanning
862 853 897 913 842 1
表-4.4 比較画像の撮影条件詳細 
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クリアな画像であることがわかる。高解像度で質のよい CT 画像を得るために，フラッ
トパネル側の感度パラメータやデータ収集時間の設定で密度分解能を高めたり，撮影
view 数を増やして空間分解能と密度分解能を高めたりすることが可能であるが，いず
れにせよ撮影時間が長くなるというデメリットがある。取得する画像の質とデータ収集
時間については，トレードオフの関係があるため，実験目的に応じて撮影パラメータを
検討する必要がある。図-4.17 (f)は(a),(b),(c)と同じ肉厚 5 mm, 内径 140 mmのアルミ土
槽に豊浦砂を密詰めにして，IXCT で撮影した画像である。画像の一部を拡大して比較
すると，同じ拡大エリア（20 mm四方）での豊浦砂の見え方は大きく異なっている。こ
れは，IXCT のスライス厚（Z方向の Voxel size）が大きいことによるパーシャルボリュ
ームエフェクトが原因であり，Z 方向に 300 μm 厚の平均密度データが表示されている
ためである。画像中で粒子のように見えるものは，個別の砂粒子ではないことに注意が
必要である。IXCT は高電流のため密度分解能は高いが，空間分解能は μXCT に対して
劣っている。また，1 スライス当たりのスキャン時間を考慮すると，Z 方向に広い空間
の撮影には向かないことがわかる。 
取得する CT 画像の質だけを考えた場合，径の小さい模型実験土槽を用い，μXCT に
よる拡大撮影を行うことで，豊浦砂の個別砂粒子が判別可能なレベルの画像を取得する
ことが可能であるが，本研究で実施する模型部材の鉛直貫入実験においては，土槽径が
小さいことによる境界の拘束条件が地盤挙動に大きな影響を与え，実験結果に悪影響を
及ぼすことが懸念される。CT 撮影を行う模型実験として，現象の再現に必要となる諸
条件と CT のスペック，取得する画像の関心領域サイズ，画像の質，並びに撮影時間な
どをよく勘案し，土槽や装置の選定，設計を行う必要がある。 
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4.4 模型実験装置概要 
 
4.4.1 円筒土槽，回転貫入冶具及び載荷装置 5),6),8) 
  
ヘリカルバー施工時の貫入条件が周辺地盤に与える影響確認のための基礎実験とし
て，模型部材の軸回転が制御可能な貫入冶具を作製し，剛壁土槽に模型砂地盤を作製し，
貫入-載荷および貫入-引抜き実験を行った。図-4.18(a)には，実験土槽および模型地盤の
Unit : mm
ボールジョイント連結部
回転固定用クランプ
回転量計測，制御ハンドル
模型部材
図-4.18 実験土槽，回転貫入冶具，載荷装置 
(a) 模型実験土槽（剛壁円筒：アルミ製小土槽， アクリル製中土槽） 
(b) 回転貫入冶具 (c) 載荷装置とロードセル 
Unit : mm
ガイド兼固定クランプ
豊浦砂
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概要を示す。模型円筒土槽として，土槽境界の模型地盤拘束の影響確認のため，内径の
異なる 2種類を準備した。アルミ製小土槽は内径 140 mm，アクリル製中土槽は内径 304 
mmである。地盤材料には豊浦砂を用い，空中落下法にて模型砂地盤を作製した。 
図-4.18(b)には，シャフト部の回転制御が可能な載荷冶具を示す。模型部材を取付けた
シャフトは，回転抵抗の少ないボールジョイントを介して載荷装置と連結されており，
付属のクランプでシャフトの回転固定ができる仕組みになっている。また，シャフトの
回転抵抗が生じないように，ボールジョイント連結部は十分にグリスアップしている。
回転量計測と手動による回転操作ができるように，シャフト中央には別のクランプを用
いて回転制御ハンドルを取り付けている。図-4.18(c)に示す万能試験機を載荷装置に用
い，付帯のロードセルと変位計を用いて，部材頭荷重と貫入量を計測した。 
 小型室内模型土槽での実験結果の検証を行うために，大型実験土槽 8)と回転貫入載荷
装置（施工シミュレーター：新日鐵住金株式会社所有）を用い，大型室内模型実験を実
施した。図-4.19 には，貫入装置と土槽外観を示す。回転貫入載荷装置は模型杭の回転
圧入が可能で，装置スペックとして載荷力が最大 98 kN，トルクは最大 6.5 kN・mの出
力が可能であり，最大フィード速度 2.5 m/min，最大回転速度 10 rpmとなっている。鋼
製土槽は円筒形で，直径 584 mm，高さは 796 mmである。 
図-4.19 施工シミュレーターと大型実験土槽（新日鐵住金株式会社所有） 
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4.4.2 μXCT専用貫入載荷装置の開発 7) 
 
軸方向抵抗機構を検証するための実験装置の準備段階で，部材周辺地盤の微小挙動の
観察手法の構築を主目的とした μXCT 専用の貫入載荷装置の開発を行った。模型部材の
貫入実験，多ステップ CT 撮影，ならびに CT 画像を用いた相関法による変位場計測ま
での一連の実験精度を高めることを目的に，各種部品の選定と土槽サイズ等の検討を行
った。貫入載荷装置は，多ステップ撮影の実施を視野に入れて， CT 室スキャンテーブ
Load Cell
Slide tables
Electromagnetic 
locking device
Aluminum mold
Stepping motor
for slide table
Shaft Rotation device
Side view Front view
Unit: mm
X-ray Source
Loading device
Aluminum moldWork table
図-4.20 μXCT 撮影専用載荷実験装置 
図-4.21 スキャンテーブルへの装置設置状況 
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ルへの据え置き型として設計を行った。4.4.1 項のアルミ製小土槽を用いた簡易実験開
始当初は，模型部材貫入途中の地盤内密度変化を観察する際に，載荷装置での実験と CT
室への移動を繰り返して CT撮影を行ったが，撮影毎に実験土槽を移動すると，模型地
盤の乱れや CT 撮影位置のずれなど，取得データへの悪影響が懸念される。撮影位置が
ずれた場合，CT 画像の解析時には位置合わせの手間が大幅に増え，画像解析の精度も
落ちるため，CT室内で貫入実験が可能となるよう装置設計を行った。また，4.3 節で示
したように，直径 150 mmのアルミ製小土槽を μXCT で撮影した場合には，土槽径に対
して X 線源のエネルギーが不足し，拡大撮影でも画像解析に十分な空間解像度を持つ
画像が得られなかったため，画質の向上を図るために土槽を小径化した。土槽径が小さ
くなることで，模型実験結果は境界の影響を大きく受けることにはなるが，ここでは CT
室内据え置き実験で，より詳細な多ステップの連続画像データを収集する手順の確立を
優先し，定性的な地盤挙動についての観察を行うこととした。図-4.20 に装置概要を示
し，図-4.21には μXCT 室内での設置状況を示す 7)。装置高さは 657 mm，装置底板の直
径は 300 mmである。土槽はアルミ製の円筒で，厚み 7 mm，内径 50 mmである。載荷
装置と土槽の総重量は 206 Nであった。載荷装置には 2枚のスライドテーブルが搭載さ
れており，背面側のスライドテーブルがステッピングモーターによって昇降をする。レ
ールで接続された前面のスライドテーブルには，シャフト回転用のモーターとギア，お
よび電磁式回転固定部品が搭載されており，載荷軸の回転制御が可能である。その他，
軸回転量計測用のプーリーと軸力計測用のロードセルが付帯している。なお，載荷軸の
回転運動はロードセルに直接伝達しない構造になっている。模型部材の貫入実験時には，
部材頭で発生する貫入抵抗力は載荷軸と前面のスライドテーブルを経由して上部ロー
ドセルに伝達する。前面スライドテーブルと付帯装置類の重量は，下部にあるボルトに
よって背面側のスライドテーブルを介して支持されている。装置スペックとして，ロー
ドセルの容量：5 kN，最大ストローク：116 mm，貫入速度レンジ：0.1 mm～200 mm/min， 
回転速度レンジ：0.01~3.0 rpmとなっている。鉛直変位は速度制御であるが，実験途中
で模型部材位置の実測を行い，その精度確認を行っている。制御基板は，貫入載荷装置
とは別のボックスにまとめられ，付属するタッチパネルによって作動条件の制御を行う。
計測データは，制御パネルに挿入した SDカードに記録される。載荷実験はスキャンテ
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ーブル上で実施し，CT 撮影時には一つにまとめられた制御ケーブルはソケット部で取
り外すことが出来る。制御ケーブルを取り外すと，昇降用のステッピングモーターは自
動固定される。 
 
4.4.3 砂供試体用セル圧式ゴムスリーブ土槽の開発 
 
4.4.1及び 4.4.2項で示した実験土槽は剛壁境界であるため，既往の模型杭鉛直貫入実
験等において，実験結果に対する境界の影響が大きいことがたびたび指摘されていた。
剛壁小径土槽での模型実験では，貫入深度が大きくなるにつれて，指数的に貫入抵抗が
増加する現象がみられる。これは，模型部材の径や貫入深度に対して土槽サイズが十分
に大きい実験では見られない現象である。小型土槽では，模型杭貫入に従って周辺地盤
が排土され押し広げられるため，密な地盤条件の場合，土槽境界の拘束により水平土圧
が急激に上昇することがその原因と考えられる。そこで，砂の三軸圧縮試験で用いられ
る負圧法による供試体作製方法を参考に，等方拘束圧に空気圧を用いたセル圧式ゴムス
リーブ実験土槽（以下セル圧土槽）を設計・製作した。本土槽では，ゴムスリーブを空
図-4.22 セル圧式ゴムスリーブ実験土槽の概要 
模型部材貫入用孔
模型地盤
D:75, H:125
ゴムスリーブ
圧力セル
（空気圧）
反力軸
セル圧供給経路
負圧供給経路
※貫入実験時には
天地逆にして実施
反力盤
（キャップ）
下部ペデスタル
模型部材貫入方向
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気圧で拘束しているため，土槽境界での変形を許容した貫入実験が可能となる。 
土槽境界を圧力制御した模型砂地盤を用いた研究例はいくつかある 9),10)が，今回は 
Malioche et al.(2018)11)の開発した装置を参考に，設計と制御が容易な等方圧土槽を製作
した。装置概要と模型地盤作製状況を図-4.22，および図-4.23 に示す。模型地盤は，円
筒の二割りモールド内にゴムスリーブを負圧吸引で固定し，設定した密度となるよう予
め計量しておいた豊浦砂をロートで投入しながら，側面から木製ハンマーで振動を与え
て均質な地盤を作製した。 
供試体サイズは直径 75 mm, 高さ 125 mmとし，初期（自立時）の相対密度が Dr=80%
となるように，与える振動を調整しながら作製した。供試体には，載荷実験時に反力盤
図-4.23 セル圧式ゴムスリーブ土槽の作製状況
(a) 二割りモールドを用いた
円筒供試体作製状況
(b) 真空ポンプによる
砂供試体自立状況
(c) セル圧付与後の
供試体上下反転状況
(d) セル圧用小型コンプレッサ
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となる円形溝付きキャップを載せた後，ゴムスリーブをかぶせて Oリングでシールし，
負圧供給経路から真空ポンプで排気して供試体を自立させた。真空ポンプの動作圧力は，
-40 kPa である。その後，アクリル製セルをかぶせ，装置台座に固定したロードセルに
反力軸を仮接続し，小型コンプレッサでセル圧供給経路から所定の空気圧を与えた。セ
回転量計測用用紙
レーザーポインター
回転補助用スリット
モンキ型デジタルトルクレンチ
(a) 回転量計測冶具類 (b) 回転貫入補助冶具
(c) 回転トルク計測器
図-4.24 貫入-押込み，引抜き実験状況 
図-4.25 実験冶具類 
回転制御ハンドル
ロードセル
スイベルジョイント
台座側ロードセル
ステップブロック
ステップクランプ
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ル圧が 200 kPa に達した時点で内圧（負圧：-40 kPa）を開放した後，300 kPa までセル
圧を高めた。300 kPa の拘束圧がゴムスリーブ土槽にかかった状態で装置全体を上下反
転させてから，下部ペデスタル内の模型部材貫入用孔内のシャフトを静かに抜き取る。
この模型部材貫入用の孔の直径は 20 mm である。拘束圧を変える実験では，所定のセ
ル圧に調整した後，反力軸のスクリューロッドを回転させ，反力軸を反力盤に押し当て
て固定した。図-4.24 には，載荷装置にオートグラフを用いた実験状況を示す。その他，
実験に使用した冶具類は，図-4.25(a), (b), (c)に示す。ヘリカルバー自由回転条件での貫
入時には，自己回転量を計測するために計測用紙とレーザーポインターを用いた。具体
的には，一定時間間隔でポインターの指示位置にマークを付けて回転角の計測を行った。
また，回転補助冶具には摺動材として利用されるポリアセタール製（ジュラコン）のス
リット板を用いた。スリット板の厚みは 5 mmで，ヘリカルバーのらせん形状に合った
スリットを有する。スリット板を正方形のザグリ穴にはめ込み，スリットに模型部材を
通過させると，ヘリカルバーの形状に合った回転量で模型地盤に貫入される。また，回
転貫入時や鉛直載荷時，引抜き時に部材頭部で発生する回転トルクを計測するために，
最大 30 N・mの計測が可能なモンキ型デジタルトルクレンチを使用した。なお，引抜き
実験時にはステップブロックとクランプを用いて実験土槽を載荷装置に固定し，反力を
とっている。図-4.26 には，本装置を μXCT 室内にセットした状況を示す。載荷装置に
は，庄司歯車エンジニアリング社製のリニアアクチュエーターを用いた。手動式である
が，同スペックの一般的な電動式アクチュエーターと比較して軽量であるため，スキャ
ンテーブルの重量制限に対して有用である。また，入力軸一回転当りのラック移動量が
1.15 mmと非常に小さく，模型部材の微小貫入毎に CT撮影を行う実験に適している。
また，ギア内部にはメカニカルなセルフロック機構を持つため，入力回転を止めると自
動的にラックが固定される点も CT 撮影実験に非常に有用である。今回用いたアクチュ
エーターの定格保持荷重は 1960 N である。貫入実験はスキャンテーブル上で実施し，
載荷側，台座側ロードセル，ならびにワイヤー変位計で実験データを取得した。データ
ロガーには，東京測器社製の PC コントロール型動ひずみ測定器 DC-004P を用いた。
図-4.27 には，予備撮影を行ったゴムスリーブ供試体を示す。セル圧をかけた後の供試
体体積は実測出来ないため，CT 画像を利用してセル圧による実験土槽の圧密量を求め
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た。なお，圧密量確認のための予備撮影は，貫入実験と異なり，供試体作製後の自立状
態からの CT撮影をしているため，供試体上下は供試体作製時のままである。セル圧は
画像中の上部キャップとゴムスリーブ側面から供試体にかかっている。図左から，(a)負
圧自立状態(セル圧: 0 kPa，供試体内：-40 kPa），(b)セル圧付与(セル圧: 300kPa，供試体
内：0 kPa），(c)セル圧開放(セル圧: 0 kPa，供試体内：0 kPa）の画像となっている。図-
4.27 (d)は画像(b)- 画像(a)の差画像，および図-4.27 (e)は画像(c)- 画像(b)の差画像である。
画像から確認された初期状態（有効拘束圧 40 kPaの自立状態)からセル圧（300 kPa）付
与後の供試体変形量は，鉛直方向に約 0.158 mm（1 voxel）, 水平方向に 0.158～0.316 mm
（1~2 voxel）であった。初期体積からの変化を計算すると，全体の体積変化量は約 0.5
～1%であり，初期地盤（Dr=80%）からは 2~4%の相対密度が上昇し，Dr≒82~84%とな
ることがわかった。今回は初期地盤作製条件をDr =80%に固定して実験を実施している。
今後，本装置で初期地盤密度を変えた実験を行う際には，上述同様の確認作業が必要と
なる。 
図-4.26 スキャンテーブルへの設置状況 
ワイヤー式変位計
模型部材
模型土槽
台座側ロードセル
リニアアクチュエーター
載荷側ロードセル
スイベルジョイント セル圧計
データロガー
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(a)    セル圧 :    0 kPa
供試体内: -40 kPa
(b)    セル圧 : 300 kPa
供試体内:     0 kPa
(c)    セル圧 :  0 kPa
供試体内:  0 kPa
(d)    差画像：(b) –(a) (e)    差画像：(c) –(b)
図-4.27 セル圧の変化による模型地盤の体積変化量の確認 
鉄粒マーカー
（φ:0.3 mm)
模型杭
（中実杭）
模型土槽
境界
(a)  中実杭貫入後外観 (b)  中実杭貫入後CT鉛直断面画像
図-4.28 中実杭を用いたセル圧土槽での予備実験状況と CT 画像㻌
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図-4.28 には，予備実験として D:19 mmのアルミ製中実杭を貫入した後の土槽外観と
鉛直断面 CT画像を示す。中実杭の貫入により，ゴムスリーブ実験土槽は樽型に膨らん
でおり，土槽境界での変形することが確認された。 
ここで，新装置のメリットを以下に列挙する。 
1) 土槽境界の変形を許容するため，模型部材鉛直貫入時の地盤内挙動の再現性が高ま
る。剛壁土槽を用いた模型実験と異なり，模型部材貫入時の土槽拘束圧の変化がな
く，計測される支持・抵抗力の解釈が容易になる。 
2) アクリルセルと空気圧による拘束方法を用いることで，撮影対象領域の X線透過量
が従来土槽と比べて高い。そのため，低ワットでの CT 撮影が可能となり，空間解
像度が向上し，ノイズも低減される。 
3) 拘束圧をセル圧で任意に設定することが可能であるため，重錘によるサーチャージ
が不要となる。装置の軽量化により，高い拘束圧の実験土槽についても μXCT テー
ブル上での実験が可能となるため，CT 画像の画質向上に寄与する。 
4) 供試体の小径化により，高倍率での拡大撮影が可能となる。撮影条件によっては，
豊浦砂程度の粒径があれば，粒子と間隙構造による画像濃淡のみで画像相関法の適
用が可能となり，マーカー等の混入が不要となる。 
続いて，セル圧土槽の精度確認実験を実施した結果について述べる。ヘリカルバー貫入
実験の前に，セル圧土槽の動作，精度確認のために 4.4.1 項で示した内径 140mmのアル
ミ製円筒土槽（剛壁土槽）とセル圧土槽用い，模型部材の貫入実験で発揮される貫入抵
抗力について比較をした。模型部材には，アルミ中実杭とアルミ管杭，アルミ平板を用
いた。剛壁土槽とセル圧土槽において，アルミ中実杭（D:19.0 mm）を貫入した実験結
果について，それぞれ図-4.29(a),(b)に示す。いずれも地盤材料には豊浦砂を用い，相対
密度 Dr≒80%の均質な模型地盤を準備した。剛壁土槽では，重錘による上載圧を変えて
地盤の拘束状態を変化させている。その結果，既往の研究 5),6)でも見られたように，剛
壁土槽では貫入量が多くなるにつれて杭頭荷重の増加率が大きくなっている。上載圧が
大きいほど，浅い貫入量でその挙動が顕著に現れるが，上載圧が小さくても，土槽深く
まで模型杭を貫入すると同様の挙動を示している。部材の貫入によって，周辺地盤の排
土やせん断変形による体積膨張が生じるが，それを土槽境界で拘束するために生じる現
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象と考えられる。一方，セル圧土槽では，貫入初期にセル圧に比例して急激にある荷重
まで上昇し，その後漸増している。これは，貫入後すぐに先端抵抗が発揮され，その後
の貫入で周面摩擦抵抗が徐々に増加するためと考えられる。 
次に，セル圧土槽に D :19 mm，t:1 mmのアルミ管杭を貫入した実験結果を，図-4.30
に示す。アルミ管杭は貫入量約 40 mm程度（2D程度）までの貫入抵抗は小さいが，そ
の後急激に貫入抵抗の増加が生じ，貫入量 80 mm 付近で一度荷重が減少し，再度増加
している。これは，開端杭の閉塞現象が模型杭貫入 2D程度で発揮され始めたと考えら
れ，貫入が進むと中実杭の貫入抵抗に近づくが，その荷重に近づくと先端閉塞のバラン
図 4.29 中実杭の貫入実験比較 
(a) 剛壁土槽への鉛直貫入実験 (b) セル圧土槽への鉛直貫入実験 
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図-4.30 セル圧土槽での鉛直貫入実験㻌 㻔模型杭:中実杭, 管杭, セル圧: 300 kPa)㻌
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スが崩れ，一度荷重が減少したと考えられる。 
図-4.31(b)は，アルミ管杭貫入後の CT画像である。図-4.31(a)の中実杭貫入後の画像と
比べると，土槽境界の樽型の膨張変形は供試体下部にのみ生じている。管杭の貫入初期
は，先端閉塞を生じていないため貫入抵抗は小さく，模型管内へ地盤が侵入するため，
周辺への地盤排土量が少なく，模型地盤の変形が生じなかった結果であると考えられる。 
次に，D:19.7 mmのアルミ中実杭と w:19 mm, t:3 mmのアルミ平板を用いて貫入実験
を行い，杭頭荷重から発揮される先端抵抗と周面抵抗の推定を行った。具体的には，貫
入抵抗増加割合が安定する貫入 20 mm 以降のデータの線形近似から，先端抵抗と周面
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図-4.31 模型杭貫入後のセル圧土槽鉛直断面 CT 画像（模型杭:中実杭, 管杭） 
図-4.32 中実杭と平板の貫入実験結果と先端・周面抵抗力分担の推定 
(b)  アルミ管杭貫入後CT画像(a)  アルミ中実杭貫入後CT画像
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摩擦にそれぞれ分離した。図-4.32 の点線が推定モデルである。平板貫入では，貫入用
の孔と部材との間に隙間ができるため，貫入初期に荷重増加が遅れているが，貫入量 25 
mm以降はおよそ一定の増加率であったため，同様の手法で先端抵抗と周面摩擦を整理
した。平板については引抜き抵抗を計測したが，推定の摩擦抵抗とほぼ同じ引抜き抵抗
力を示した。アルミ中実杭は，引抜き時に貫入用孔と部材との間で砂を噛んだため，引
抜き実験による摩擦抵抗の計測は断念した。 
データ数は限られているが，実験で得られた杭頭荷重を周面抵抗力度 τ (N/mm2)と先
端抵抗力度 q (N/mm2)に分離して整理をすると，図-4.33のような結果が得られた。中実
杭は周面抵抗力度，先端抵抗力度ともにセル圧に比例していることが分かる。中実杭
D:19.0 mmのセル圧 300 kPa のケースについてのみ周面抵抗力度に誤差がみられるが，
これは新品のアルミ模型を使った最初の実験結果であるため，表面粗度の違いによる誤
差が含まれた結果と考えられる。一方，平板は中実杭に比べ，低い周面抵抗力度と高い
先端抵抗力度を持つ。先端抵抗力度については，模型の基礎幅，基礎長さの比（B/L）が
影響していると考えられ，試算した結果，形状係数で説明ができることがわかった。周
面抵抗力度については，杭貫入中に杭先端側面で生じる塑性領域の影響範囲の大きさが
関係していると考えられるが，詳細については模型部材の埋め込み条件での引抜き実験
を加え，別途検討を行う必要がある。 
図-4.33 中実杭と平板の先端・周面抵抗力度と拘束圧の関係 
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
0.3
0 100 200 300 400
周
面
抵
抗
力
度
τ
(N
/m
m
2 )
セル圧 (kPa)
中実杭D: 19.0 mm
中実杭D: 19.7 mm
平板 W: 19.0 mm t: 3 mm
0
2
4
6
8
10
12
14
0 100 200 300 400
先
端
抵
抗
力
度
q
(N
/m
m
2 )
セル圧 (kPa)
中実杭D: 19.0 mm
中実杭D: 19.7 mm
平板 W: 19.0 mm t: 3 mm
67 
 
4.4.4 石膏供試体用貫入・引抜き装置の作製 
 
 図-4.34(a),(b),(c)には，石膏供試体の作製に用いたプラスチックモールド（小モールド，
内径：50 mm, 高さ：101 mm；大モールド，内径：100 mm, 高さ：200 mm）と, 
(a)  プラスチックモールド 左：小，右：大
(b) 貫入-引抜き試験状況
左：小モールド，右：大モールド
(c) 貫入-引抜き試験状況
左：貫入失敗時，右：引抜き後
図-4.35 スキャンテーブルへの設置状況 
図-4.34 石膏供試体用実験装置と冶具類 
回転補助スリット
大モールド用CT撮影容器
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実験状況を示している。貫入実験には，前述の回転貫入冶具を用いている。引抜き実験
時は，中央に孔径 D：27 mmの孔が空いたアルミプレートに模型杭を通し，ステップブ
ロックとクランプでプレートを載荷装置に固定して供試体表面を押さえ，模型部材を引
き抜いている。図-4.34 (c)には，貫入時の軸ずれによるヘリカルバー貫入失敗時の状況
とヘリカルバー貫入成功後の引抜き実験完了時のヘリカルバーの外観を示している。図
-4.35 は，大モールド用に作製したアルミ製円筒容器内に石膏供試体をセットした後，
載荷装置を取り付けて，CT 室内に設置した状況である。載荷装置は 4.4.3 項と同じもの
を用いている。図-4.36 には，大モールド石膏供試体にヘリカルバーを貫入した際の多
ステップ撮影 CT 画像を例として示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.36 石膏供試体へのヘリカルバー貫入実験における多ステップ CT 撮影例 
Initial           step1              step2             step3            step4 
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4.5 画像解析手法 
 
4.5.1 デジタル画像相関法（DIC）の概要 
 
デジタル画像を用いた画像相関法（DIC）は，1980 年代から実験力学の分野で二次元
のビデオ画像データに対して開発が進み 12)，その後，様々な分野での利用が始まった
13),14),15),16)。画像相関法を 3次元の CT画像データに用いた研究 17),18),19),20)は，2000 年代に
大きく進んだ。本研究では，Hall17)によって開発された変位場ひずみ場解析コードを取
得画像データの解析に多用している。このコードを画像解析に用いた研究は多く 21),22),23)，
本学でも種々の研究に用いられてきた 24),25),26)。図-4.37に，CT 画像に対する画像相関法
適用の概要 23)について示す。まず，変形前後（First image, Second image）の画像データ
を準備し，変位解析を行う節点（Node Point）を画像空間に等間隔に設定する。変位解
析を行う点を等間隔で飛ばしているのは，主に解析時間を短縮するための処置である。
変位量解析は，解析範囲の条件範囲に収まる画像データを構成する画素（voxel）すべて
の点において可能ではあるが，その場合，計算量が膨大となり，現実的な期間内に計算
が終了しないことになる。なお，後述する並列計算を適用した場合には，計算時間の短
縮により節点間隔を小さく設定することもできる。次に，相関窓（Correlation Window）
を設定する。窓と表現しているが，奥行きを持つ 3次元のデータ領域である。設定した
相関窓サイズで，節点を中心に持つ変形前画像のデータを抽出し，変形後の同サイズの
データと正規化相関係数 NCC（NCC: Normalised Correlation Coefficient, 式(4-2)）を計算
する。相関窓の設定サイズが小さすぎると画質（濃淡やノイズ量）によっては相関計算
がうまくいかない場合があること，また，相関窓が大きすぎると局所的な変位データが
取得できなかったり物質境界部分の過誤データが増えたりするなどの問題も生じるた
め，最適な相関窓サイズは事前に検討をしておくことが重要である。参照する変形後の
画像中には，節点位置周辺で変形が予測される領域を検索窓（Search window）として設
定し，その内側に相関窓が収まるすべての位置について相関係数を計算する。すべての
相関係数の計算後，最も正規化相関が高い（Maximum NCC）場所の空間座標が決定さ
れ，その後，任意の近傍領域データを用いて内挿法（bi-cubic 補間）による変位量の最
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適化が行われる。このサブピクセル(実際には 3次元のサブボクセル)サイズの内挿最適
化処理によって変位量が実数として出力される。 
 
NCC(𝑢, 𝑣, 𝑤) =
∑ (𝐼1𝑥,𝑦,𝑧 (𝑥,𝑦,𝑧)+𝐼2(𝑥+𝑢,𝑦+𝑣,𝑧+𝑤))
2
∑ (𝐼1𝑥,𝑦,𝑧 (𝑥,𝑦,𝑧)
2+𝐼2(𝑥+𝑢,𝑦+𝑣,𝑧+𝑤)2)
− 1            (4-2)23) 
 
 
4.5.2 DICコードの並列化による処理高速化 
 
DIC コードの並列化による解析時間短縮の概念を図-4.38 に示す。前述したように，
DICによる変位場解析では，最も相関が高い部分を見つけるために，節点を中心とする
相関窓データを用い，検索窓内に収まるすべての位置でしらみつぶしに正規化相関係数
を計算している。この正規化相関係数：NCC の計算時間が解析時間の大半を占めてお
り，解析パラメータの設定によっては計算量が膨大となる。検索パラメータの設定によ
っては，結果を得るまでの解析時間が実用的でないほど長くなることもある。特に変形
前後の画像間で変形量が大きい場合，検索窓を広く設定することになり，解析時間の増
図-4.37 デジタルイメージ画像相関法(DIC)の概要 23) 
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加に直結するため，模型実験ではそれらを考慮した撮影ステップ間隔（観察対象の変形
量）で CT 撮影を行う必要がある。高詳細の解析画像を取得する場合には，節点数を増
やすことになるため，こちらも解析時間の増加に直結する。図-4.38 中に示すように，
総節点数を N，一つの節点で NCC の最大値を計算するのに要する時間を t とすると，
逐次処理による計算時間は N＊t となる。NCCの計算を並列化し，X 個のコアで分散計
算ができればその計算時間は t’となり，計算時間が大幅に短縮できる。ただし，実際に
は市販しているグラフィックボード（GPU）を用いるため，上記ほど単純な計算時間短
縮とはならない。CPU と GPU では計算速度（クロック数）が異なるため計算時間 t と
t’が異なること，節点数 N と GPU 内コア数 X の関係で X が N を下回る場合が多いこ
と，データの転送時間等が加わることがその主な原因であるが，それを考慮しても並列
化による計算時間短縮の効果は大きい。 
図-4.39 には，Hall によって開発された変位場ひずみ場解析コードの並列化処理部分
の概要図を示す。コードの並列化には，NVIDIA 社が配布する並列計算用プラットフォ
変形前 変形後
節点
相関窓
検索窓
1
N
CPU １スレッド
計算時間：N*t
GPU コアX個
1
2 3 ・・・ N1
2
3
・
・
・
N
計算時間：t’
コ
ア
X
個
で
並
列
処
理
１スレッドで逐次処理
VS
図-4.38 相関係数計算の並列化の概念 
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ーム CUDA27)を用いた。図中の CPU側で制御しているメモリ（RAM）内には変形前後
の画像データがある。NCC を計算するためにまず，GPU 側のメモリ（VRAM）に準備
した配列 A,Cにデータをコピーする（手順①）。次に，配列 Cの画像（変形後）を前述
の検索窓内に収まる位置にずらした場所の配列 Bにコピーする（手順②）。変形後の画
像座標をずらしてコピーをすることで，配列 Aと配列 Bの間では同座標の画素( voxel )
データを使って相関窓内の相関係数を計算すれば，配列 A と配列 C の間で位置座標を
ずらして相関係数を計算したことと同じことになる。この時の各節点位置の NCC の計
図-4.39 デジタル画像相関法の並列化処理の概要 
ホストメモリ
(RAM:CPU側)
ビデオメモリ
(VRAM:GPU側)
変形前 変形後
配列C配列B配列A
配列D
手順①: コピー（RAMからVRAM）
手順②: コピー（配列Cから配列B ）
※計算ステップ毎に検索範囲内で
1voxelの位置変更
手順③:各節点で相関係数NCCの計算
※コアX個で並列計算
手順④: 相関が高い場合は配列Dの
相関係数と変位座標データを更新
1
2
3
4
・
・
N
節
点
番
号 相関係数
( NCC )
位置座標
(X1, Y1, Z1)
②~④を検索範囲内繰返し計算
（±Xdisp * ±Ydisp * ±Zdisp ）
①①
②③
④
変位後座標
(X2, Y2, Z2)
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算を CUDA コアに分散して計算させると，（節点数/CUDA コア数）回の計算でその座
標位置関係の NCCが計算され（手順③），配列 Dに記録される（手順④）。手順②に戻
り，配列 Bにコピーする位置を 1 voxelずらして手順③,④を繰り返す。この時，計算さ
れた NCCが配列 Dに記録されている NCCより高ければ，NCCと変位座標が更新され
る。検索範囲すべての NCC が計算された後，配列 D には NCC の最大値とその時の変
位後座標 X2，Y2，Z2が記録されており，これを本体コードに返して並列処理は完了する。 
図-4.40 並列処理の計算結果と CPU と GPU の解析速度比較
Case 1   
画像Voxel数 2503
解析ステップ数 5
解析接点数 503
CPU  4,704 sec
GPU  1,815 sec
Case 2   
画像Voxel数 5003
解析ステップ数 5
解析接点数 1003
CPU  125,773 sec ≒ 35 hours
GPU    39,485 sec ≒ 11 hours
Case 3   
画像Voxel数 2503
解析ステップ数 2
解析接点数 1253
CPU  68,570 sec
GPU  10,213 sec
GPUの解析速度
2.6 倍
解析速度
3.2 倍
解析速度
6.7 倍
解析結果画像例
変位量 大小
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図-4.40 には，CPUコードと GPUコードを用いて，同じ変形前後の 3次元画像に対し
てDICを行った時の解析時間を比較した例を示す。GPUでの計算時間がいずれも短い。
特に，高詳細なデータを得るために節点数を増やした場合など，計算回数が増えると高
速化のメリットが出やすい。これは，データの転送時間が NCC の解析時間に対して相
対的に小さくなるためである。節点数を増やし，より詳細な変位場解析を行う場合には，
並列化のメリットが大きくなる。現在の CPUと GPUの性能であれば，この並列化コー
ドを用いて一般的な条件で DIC を行うと，およそ 10~20 倍の高速化が出来るため，例
えば CPUでは計算に 1週間以上かかっていたものが，GPUでは 1日かからずに解析結
果を得ることが出来る。なお，画像相関法を用いた地盤内変位場の計測を主目的とした
実験では，局所画像の特徴が撮影領域全域で得られない場合には解析不能となるため注
意が必要である。適切な画像濃淡と解析に適した地盤変位量での変形前後の画像を用い
ると，画像相関法の適用が可能となる。なお，空間に疎に存在するマーカーや土粒子を
同定し，空間移動量を計測するには弛緩法 28),29),30)が適している。画像相関法や弛緩法な
どの画像解析では，複数の候補データ間との総当たり計算を行うため膨大な演算処理を
要するが，並列化処理することで計算時間の大幅な短縮が可能となる。 
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5 章 らせん帯状部材の鉛直支持・抵抗力評価 
 
 
5.1 貫入方法がヘリカルバーの支持・抵抗力に与える影響 1),2),3),4),5),6),7),8) 
 
 ヘリカルバーの施工時の貫入条件が周辺地盤の乱れによる支持・抵抗力に与える影響
を確認するための実験と併せて基本的な支持・抵抗特性を把握するためにヘリカルバー
図-5.1 模型部材 
Tube                   Plate               Helical-14          Helical-26       Helical-45
図-5.2 実験手順概要（貫入-押込み，貫入-引抜き実験） 
v = 0.25 mm/minv = 20 mm/min
Unit : mm
貫入過程 載荷過程
v = 20 mm/min
貫入過程
v = 0.25 mm/min
引抜き過程
貫入押込み実験 貫入引抜き実験
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に加え，ねじり加工の無い平板（Plate）や管杭（Tube）を用いた比較実験を実施した。
使用した模型部材を図-5.1 に示す。支持・抵抗力の比較を容易にするため模型部材の杭
長，直径（板幅），断面積を統一している。実験は模型部材貫入後に鉛直載荷をする「貫
入-押込み実験」と貫入後に引抜きを行う「貫入-引抜き実験」を実施した。 
それぞれの実験手順を図-5.2 に示す。表-5.1 に模型部材の諸元を示す。 
貫入-押込み実験では模型部材を取り付けた載荷用冶具を載荷装置に接続して，貫入
速度 20 mm/min で模型地盤に 140 mm 貫入し，部材頭荷重及び貫入量を記録した。初期
貫入量の 140 mm は部材径の 7 倍（7D）に相当する。施工を模擬した初期貫入を「貫入
過程」と呼ぶ。初期貫入後は応力緩和が完了するまで部材頭を固定する条件と完全除荷
する条件を実験目的によってそれぞれ設定している。その後，貫入速度 0.25 mm/min で
部材径の 2 割（0.2D）に相当する 4 mm の再貫入を行った。この再貫入を「載荷過程」
と呼び，鉛直支持性能の評価をする。以降，押込み実験については部材頭荷重の表現を，
貫入過程では「貫入抵抗」とし，載荷過程では「支持力」とする。 
貫入-引抜き実験では，模型地盤表面から 130 mm の初期貫入を行った。初期貫入量は
部材径の 6.5 倍（6.5D）に相当する。その後，任意量の引抜きを行った。この過程を「引
抜き過程」と呼んでいる。以降，引抜き実験については部材頭荷重の表現を貫入過程で
「貫入抵抗」とし，引抜き過程で「引抜抵抗力」とする。 
 
5.1.1 押込み支持力 
 
押込み実験の実験ケースについて説明する．表-5.2 に実験条件一覧を示す。使用した
模型形状は 5 種類である（Tube，Plate，Helical-14，Helical-26，Helical-45）。模型の貫入
模型形状 tube plate Helical-14 Helical-26 Helical-45
長さ (mm) 145 145 145 145 145
直径, 幅 (mm) 20 20 20 20 20
板厚 (mm) 1 3 3 3 3
断面積 (mm2) 60 60 60 60 60
ピッチ (mm) - - 260 130 62
傾斜角 (°) - 0 14 26 45
表-5.1 模型部材の形状 
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過程での軸回転条件は回転固定，自由回転，回転率 50%，100%，200%の 5 ケースでと
し，載荷過程での軸回転条件は回転固定，自由回転の 2 ケースとした。 
ここで軸回転条件の回転率 (Rotation ratio : Rr)について定義する。回転率はヘリカル
バー1 ピッチ長の貫入中に生じる軸回転量を表わしており，1 ピッチ長の貫入中に 1 回
転 (2π)すれば回転率 (Rotation ratio : Rr)は 100%となる。Rr=100 の場合，ヘリカルバー
はその形に添って地盤中に貫入されるため，地盤内の任意の水平断面で観察した場合，
部材は同じ場所を通って貫入されることになる。 
1 ピッチ長貫入時の軸回転角を α (rad)とすると，Rr（%）は式(5-1)で表される。 
 
𝑅r =
𝛼
2𝜋
 (ただし α: ヘリカルバー貫入量 lpitch毎の軸回転角 (rad) )      (5-1) 
 
模型部材の貫入過程における軸回転条件 (5 ケース) は次のように略している。（回転
固定：Lock，自由回転：Free，回転率 50%：Rr50，回転率 100%：Rr 100，回転率 200%：
Rr200）。また，載荷過程における回転条件 (2 ケース) は次のように略する。（回転固定：
Lock，自由回転：Free）。 例として，θE=45°のヘリカルバーを自由回転貫入し，回転固
定載荷したケースは「Helical-45_Free-Lock」と表記する。 
模型地盤の地盤相対密度（Dr） は実験目的に応じて 44 ~ 80 %に設定した。土槽サイ
ズ，相対密度，サーチャージ（上載荷重）の有無等の地盤条件は適宜図中に示す。 
表-5.2 実験条件一覧 
杭形状
貫入条件 地盤条件
貫入時の回転 載荷・引抜時の回転 相対密度
Tube
（管状）
Lock
(固定) Lock
(固定)
Dr
( 44% ～ 82%)
Plate
(平板)
Free
(自由)
Helical-14
(ヘリカルバーθE:14°)
Rr50
(回転率50%)
Free
(自由)
Helical-26
(ヘリカルバーθE:26°)
Rr100
(回転率100%)
Helical-45
(ヘリカルバーθE:45°)
Rr200
(回転率200%)
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図-5.3 に貫入実験の結果を示す。部材頭荷重を横軸にとり，貫入量を縦軸にとる。図
-5.3(a)は地表からの荷重-貫入量関係の全体を表示し，図-5.3(b)は貫入量が 130 mm 以降
について拡大して表示している。上述した「貫入過程」は図中に示すように貫入量 140 
mm までで，それ以降が「載荷過程」である。図中の破線で示す管杭（Tube）と平板（Plate）
を比較すると 140 mm貫入時，菅杭の貫入抵抗は平板のおよそ 6倍となった。管杭（Tube）
は貫入量 120 mm 付近で貫入抵抗が急増しているが，これは管杭先端の閉塞効果による
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ものと考えられる。小型模型実験では中実杭の貫入抵抗に近づくことが過去の研究 9)で
も報告されている。これら貫入抵抗の違いは部材の形状効果によって生じるものと考え
られる。ヘリカルバーの結果をみると，部材頭の回転条件の違いによって貫入抵抗と支
持力に差がある。貫入過程，載荷過程ともに回転固定のケース Lock-Lock では貫入抵抗，
支持力が管杭と同等となった。ヘリカルバーは平板（Plate）と断面積は同じであるが，
らせん形状の効果により大きな支持力を発揮している。 
続いて，貫入過程，載荷過程ともに自由回転のケース Free-Free は Lock-Lock に対し
て貫入抵抗，支持力が半減している。一方，自由回転貫入で回転固定載荷のケース Free-
Lock は他のケースとは異なる挙動を示した。回転条件を貫入過程と載荷過程で変えな
いケースでは，貫入から載荷に移行する貫入量 140 mm 付近での変位量に対する荷重増
加率はほぼ等しいが，回転条件を貫入過程と載荷過程で変えた Free-Lock のケースでは
貫入過程に比べて載荷過程の荷重増加率が大きい。これはらせん形状を持つヘリカルバ
ーに特有の挙動である。実施工を考えてみると，ヘリカルバー施工時には自由回転貫入
をすることによって貫入抵抗が抑制され，回転固定して供用することで高い支持力が発
現することになる。施工時に回転固定した単純圧入では「施工時の貫入抵抗≒載荷時の
支持力」であるが，回転施工したヘリカルバーでは「施工時の貫入抵抗＜載荷時の支持
力」となる。ただし，支持力の発現までには一定程度の初期沈下が必要となる。 
前の実験から，ヘリカルバーは自由回転貫入で貫入抵抗が低減されることが判明した
が，図-5.3 の自由回転貫入（Helical-45_Free-Free）において，部材が貫入によって自動
的に回転する「自己回転率」を計測してみると，おおよそ 50%程度であることがわかっ
た。これは，自由回転貫入では必ずしも回転率 100%にはならないことを示している。 
前述したように，回転率 Rr=100 で地盤に貫入された場合にはヘリカルバーはその形
に添って地盤中に貫入され，地盤内任意の水平断面で部材は同じ場所を通ることになる
が，Rr≠100 の場合にはヘリカルバーと地盤は相対変位を生じることになる。そのため，
ヘリカルバーは貫入時の回転率が異なると周辺地盤に与える影響の程度も貫入抵抗も
大きく変わることは容易に想像される。 
そこでまず，自由回転貫入条件における「自己回転率」について詳細に検討をすべく，
地盤条件と部材形状をパラメータとした実験でヘリカルバーの自己回転量を計測した。 
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実験では相対密度の異なる模型地盤を作製し，自由回転条件（Free）で貫入過程のみ
の実験を行った。拘束圧の高い地盤を模擬するために地表面に 9.81 kgf の重錘（6.25 kPa）
を設置した。形状（θE）が異なる 3 種類のヘリカルバーを用いた実験の貫入抵抗-貫入量
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図-5.4 貫入抵抗-貫入量関係，部材回転角-貫入量関係（小土槽_サーチャージ有） 
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関係について，図-5.4(a),(b),(c)にそれぞれの形状でまとめて示している。図中には異な
る相対密度での貫入抵抗曲線を示している。密地盤ほど貫入抵抗は高くなっていること
がよく分かる。図-5.4 (a),(b),(c)それぞれの実験での軸回転量計測の結果を図-5.4(d), (e), 
(f)に示す。模型部材の実験開始からの軸回転角(degrees)を横軸にとり，貫入量を縦軸に
とる。部材形状で決まる回転率 Rr=50, 100 の場合の回転角-貫入量関係を目安としてそ
れぞれ図中に示す。 
実験の結果，相対密度 50%以上の地盤条件ではその密度に関わらず貫入中の平均自己
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回転率は Helical-45 で約 50%，Helical-26 で約 100%，Helical-14 で約 80%となり，形状
によって異なることがわかった。ヘリカルバーを鉛直貫入した場合，そのらせん形状に
よって軸回転力が発生するが，円筒領域での摩擦抵抗や部材先端部のせん断抵抗も同時
に発生する。地盤から受ける軸回転力と回転抵抗は部材形状によって異なるため上述の
結果になったと予想される。図-5.4(b)，Helical-26 の相対密度 44.2%のケースのみ自己回
転率が 80%と他の実験結果と異なっている。緩い地盤では部材周辺地盤の圧縮が生じて
有効な回転トルクが発生せず，自己回転率が低下したと推定される。 
図-5.4 の結果をもとに，図-5.5 には相対密度-最大貫入抵抗関係について，図-5.6 には
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図-5.7 荷重-貫入量関係（小土槽_Dr = 80%_サーチャージ無） 
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相対密度-平均自己回転率関係を模型形状でそれぞれ整理して示す。Helical-26とHelical-
14 は自由回転貫入での自己回転率が高く，貫入抵抗は小さい。これは部材の θEが小さ
いため平板の貫入に近い状態であるためと考えられる。一方，Helical-45 は自己回転率
が約 50%と低く，貫入抵抗は Helical-26 などに比べると数倍大きい。この実験で，Helical-
45 のように θEの大きい形状では自由回転貫入での自己回転率が低いことがわかった。
θEの大きいヘリカルバーの貫入抵抗を低減させるには部材頭に回転トルクを付与し，貫
入時の回転率 Rr を 100%に近づけることが必要であると考えられる。 
ここまでの結果を踏まえ，貫入時の軸回転率が貫入抵抗と支持力に及ぼす影響を調査
するため，任意の軸回転率での貫入実験を実施した。Helical-45を用いて回転率 Rr=100，
200の軸回転を与えて行った貫入-載荷実験の結果を図-5.3の結果に追加して図-5.7に示
す。実験では回転速度をヘリカルバーのピッチ長と貫入速度から計算し，貫入冶具を手
動回転させて回転貫入を行った。 
貫入過程の挙動を比較すると，貫入抵抗は回転率 100%のケース(Rr100)では自由回転
(Free)よりも小さく，回転率 200%(Rr200)はそれよりさらに小さくなっている。ヘリカル
バーは回転させることで貫入抵抗が減少し，回転率によってその効果が大きく異なる。
載荷過程を比較すると，回転固定(-Lock)での載荷により支持力が急増している。この挙
動は前の実験の Free-Lock と同じであるが，貫入抵抗増加率は回転率によって異なって
いる。載荷過程での貫入抵抗増加率は，Rr100-Lock が最も高く，部材径の 20%（0.2D）
貫入時には回転固定条件 Lock-Lock の貫入抵抗を超えている。まとめると，模型 Helical-
45 の貫入-載荷実験では，Rr100-Lock は Lock-Lock の半分以下の貫入抵抗でありながら
表-5.3 各模型形状の貫入，載荷過程における貫入抵抗増加
実験ケース
貫入過程 載荷過程
δL / δIδI ( N/mm ) δL （ N/mm )
Tube Lock-Lock 51.6 68.1 1.3 
Plate Lock-Lock 4.5 6.8 1.5 
Helical-45 Lock-Lock 36.4 64.5 1.8 
Helical-45 Free-Free 16.7 50.5 3.0 
Helical-45 Free-Lock 19.9 130.0 6.5 
Helical-45 Rr100-Lock 6.4 340.5 53.2 
Helical-45 Rr200-Lock 0.4 42.9 107.3 
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最大の支持力を発揮した。ただし，高い支持力を発揮するのは一定沈下の後である。こ
の挙動は回転率 200%でも同様で，貫入過程での貫入抵抗は極めて小さく載荷過程での
抵抗増加率はそれより高くなった。しかし，回転率 200%では他のケースと同等の支持
力を発揮するには相当量の貫入が必要となる。これらの結果考察のために貫入過程 135 
mm から 140 mm までの抵抗増加率 δI (N/mm)と載荷過程 140 mm から 144 mm までの抵
抗増加率 δL (N/mm)を表-5.3 にまとめた。Helical-45 は回転貫入により貫入抵抗が小さく
なり，固定載荷によって高い貫入抵抗増加率を示す。δL/δIの値が大きい回転率 100%と
200%でその傾向が強い。ただし，回転率 200%のケースにおいて，δL/δIは最大であるが
δI と δL の絶対値は他ケースと比較してかなり小さいため，支持性能としては回転率
100%が最適といえる。以上より，ヘリカルバーは貫入時の軸回転率 Rr のコントロール
によって支持性能が変化することが実験から確認された。 
続いて模型貫入前後の地盤内密度変化について IXCT を用いた観察実験の概要を説明
する。図-5.8 は CT 撮影のために実験土槽を IXCT のスキャンテーブルに設置した状況
である。CT 撮影位置の詳細と任意断面における水平断面 CT 画像を図-5.9，図-5.10 に
示す。撮影領域は地盤表面からの深さ 46 mm から 146 mm まで（G.L. -46 ~ -146 mm）Z
方向に 100 mm の領域を 2 mm ピッチで撮影した。CT 画像のカラーコンターは初期地
盤密度を緑色で示しており，密度低下領域は寒色，密度上昇領域は暖色で示す。 
図-5.8  X 線 CT 撮影状況 
Ｘ線源 検出器
回転テーブル
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G.L. -66 mm の水平断面画像について部材貫入時の回転率の違いで比較すると，回転率
100%貫入のヘリカルバー周辺地盤にはわずかに寒色の密度低下領域が確認できる。こ
れは板杭を貫入した既往研究 10),11),12)の結果と同様で，Rr=100 では周辺地盤への影響は
部材表面の摩擦に限られるため貫入抵抗が小さく抑えられたと考えられる。それに対し
て，回転率 Rr=50，200 では寒色の密度低下領域が部材周辺地盤に存在する。いずれも
円形の低密度領域に見えるが，大きな違いとして Rr=200 では低密度の境界部分が鮮明
であるのに対し，Rr=50 では部材幅を直径とする円形領域の外側に密度低下領域が広く
分布している。これは既往研究 13)にある密な砂地盤への模型杭貫入によって生じる密
度低下領域と考えられ，砂のせん断変形による体積膨張が原因と推測される。 
密地盤への中実杭貫入によって杭先端付近で生じた密度変化の三次元分布図 13)を図-
5.11 に示す。杭直下地盤に赤色で示す密度上昇領域が確認でき，取り囲むように黄色の
密度低下領域が存在する。この密度低下領域が密な砂地盤で生じるせん断膨張領域と考
えられる。 
鉛直断面 CT 画像を図-5.12 に示す。この図からも回転貫入 Rr=100 の周辺地盤は
Helical-45 の形状に沿った形で部材隣接部にのみ密度低下が生じているのに対し，回転
貫入 Rr=50，200 は部材幅を直径とする円筒領域に沿った密度低下領域が観察できる。
鉛直断面画像で特に顕著な違いは Rr=50 においては部材先端半ピッチ程の領域では密
度低下があまり生じておらず，部材の実部直下には赤色で示す密度上昇領域が顕著に存
図-5.12 部材軸中心の鉛直断面 CT 画像 
(a) 回転率 50% (Rr50)          (b) 回転率 100% (Rr100)       (c) 回転率 200% (Rr200)㻌
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在する。同様の密度上昇領域は Rr=100 にも存在するが，Rr=200 にはほぼ存在しない。
このことは図-5.10 の水平断面 G.L.-132 mm でも部材実部直下の密度分布の違いとして
確認できる。既往研究から，鉛直貫入した杭等の先端実部直下には地盤の密実化と粒子
破砕による高密度の主動くさび領域が観察され 13)，帯状杭 10)でもそれは同様であるが，
Rr=200%の画像ではその領域がほぼ見られない。これはヘリカルバー回転貫入時の過回
転により周辺地盤は掘削されるように地表面方向に運搬され，地盤の拘束圧が上昇せず
に密度上昇領域が発生しなかったと考えられる。 
以上，模型実験において回転条件の違いが貫入抵抗や支持力へ及ぼす影響について，
CT 画像の比較からその基本的な現象把握が出来た。  
 
続いて，ヘリカルバーの回転貫入による効果について地盤密度や拘束条件を変えて行
った実験の結果を示す。以降の実験では実際の施工を模擬するため，杭のリバウンドを
許す条件で実施した。具体的には部材の初期貫入後に一旦完全除荷して荷重をゼロにし
てから載荷過程の貫入実験を行った。なお，いずれの実験もサーチャージは与えていな
い。 
図-5.13(a),(b),(c)には小土槽，密な模型砂地盤（Dr = 80%）で実施した実験ケースの荷
重-貫入量関係についてスケールを変えて示している。初期貫入後に完全除荷をしない
実験（図-5.7）との大きな違いとして，図-5.13(c)にみられるように回転固定貫入のケー
ス Lock-Lock では完全除荷によりリバウンドが生じていることが挙げられる。また，載
荷過程においては初期貫入時最大の貫入抵抗，つまり荷重履歴の最大値と同等の支持力
が発揮されるのは一定量（ここでは 0.2D 程度）の沈下が生じてからである。これは中
実杭を用いた同様の実験でも観察される現象である。一方，回転貫入のケース Rr100-
Lock では除荷時のリバウンドはほぼ発生せず，載荷後はわずかな沈下量で荷重履歴の
最大荷重となり，すぐにそれを超えた支持力が発揮される。上記の結果から，ヘリカル
バー先端では貫入時の回転条件によって以下のような地盤挙動の違いが生じていると
考えられる。 
1) 無回転貫入時，先端部分では部材実部を刃先とするようなくさび状の領域で部材幅
を直径とする円筒地盤を排土しながら地盤内を進み，他の一般的な排土杭と同じような
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先端支持型の地盤内応力分布になると考えられる。完全除荷時には先端周辺地盤の応力
開放により部材のリバウンドが発生し，リバウンドによって応力緩和した先端周辺地盤
は初期貫入時の応力状態に回復するまでに一定の沈下（変形）が必要となる。 
2) 最適回転貫入時，ヘリカルバー先端では実部の厚み程度しか排土しないため周辺地
盤に発生する応力レベルは小さく，周面地盤が貫入時に乱されないため円筒領域の周面
摩擦抵抗の発現にも有利となり，完全除荷によるリバウンドの発生が小さいと考えられ
る。リバウンドによる部材周辺での応力緩和が発生しないため，回転固定載荷では先端
図-5.13 荷重-貫入量関係 （小土槽_Dr = 80%_サーチャージ無） 
0
20
40
60
80
100
120
140
160
0 500 1000 1500 2000 2500
貫
入
量
(m
m
)
荷重 (N)
Helical-45_Lock-Lock
Helical-45_Free-Lock
Helical-45_Rr100-Lock
Helical-45_Rr200-Lock
130
135
140
145
150
155
160
0 500 1000 1500 2000 2500
貫
入
量
(m
m
)
荷重 (N)
Helical-45_Lock-Lock
Helical-45_Free-Lock
Helical-45_Rr100-Lock
Helical-45_Rr200-Lock
138.0
138.5
139.0
139.5
140.0
140.5
141.0
141.5
142.0
0 500 1000 1500 2000 2500
貫
入
量
(m
m
)
荷重 (N)
Helical-45_Lock-Lock
Helical-45_Free-Lock
Helical-45_Rr100-Lock
Helical-45_Rr200-Lock
(a) 全体図 
(b) 拡大図-1 
(c) 拡大図-2 
93 
 
抵抗及び周面摩擦抵抗がわずかな沈下（変形）ですぐに発揮され，周辺地盤が持つ極限
支持力まで上昇する。 
次に図-5.14(a),(b)には小土槽，緩い模型砂地盤（Dr = 40%）の実験ケースの結果につ
いてスケールを変えて示す。低密度地盤においても各実験ケースにおける挙動とその関
係性は前の実験結果と定性的には同じであり，ヘリカルバーの貫入時回転条件(回転率
Rr=50, 100, 200)で載荷時の支持力が変化することが確認された。図-5.15(a),(b)には中土
0
20
40
60
80
100
120
140
160
0 200 400 600
貫
入
量
(m
m
)
荷重 (N)
Helical-45_Lock-Lock
Helical-45_Free-Lock
Helical-45_Rr100-Lock
Helical-45_Rr200-Lock
130
135
140
145
150
155
160
0 200 400 600
貫
入
量
(m
m
)
荷重 (N)
Helical-45_Lock-Lock
Helical-45_Free-Lock
Helical-45_Rr100-Lock
Helical-45_Rr200-Lock
0
20
40
60
80
100
120
140
160
0 200 400 600
貫
入
量
(m
m
)
荷重 (N)
Helical-45_Rr50-Lock
Helical-45_Rr100-Lock
Helical-45_Rr200-Lock
130
135
140
145
150
155
160
0 200 400 600
貫
入
量
(m
m
)
荷重 (N)
Helical-45_Rr50-Lock
Helical-45_Rr100-Lock
Helical-45_Rr200-Lock
図-5.14 荷重-貫入量関係（小土槽_Dr = 40%_サーチャージ無） 
図-5.15 荷重-貫入量関係（中土槽_Dr = 80%_サーチャージ無） 
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槽，密な模型砂地盤（Dr = 80%）の実験ケースについてスケールを変えて示す。図-5.13
の実験結果と比較してみると，地盤条件は同じであるにもかかわらず荷重はいずれも大
きく減少した。これは土槽径が大きくなったことで境界の影響が減ったためで，小土槽
とは地盤の拘束状態が異なることを意味している。この実験ケースにおいても，回転条
件の影響については定性的にはこれまでと同じ結果が得られた。ただし，ケース Rr50-
Lock においては載荷時貫入抵抗増加率 δLが前の実験と比較して低いことがわかる。初
期貫入時の回転不足によって地盤を乱した影響は地盤拘束が小さい場合，つまり浅い地
盤で相対的に大きくなると予想される。 
 
以上，ヘリカルバーの貫入時回転率が載荷時支持力に与える影響について，地盤密度
や拘束条件が異なる複数の実験ケースと IXCTによる地盤内密度変化の観察実験により
定性的ではあるが現象の説明ができた。しかし，小規模実験のみの結果であるため，ヘ
リカルバーの設置長さ（ピッチ数）や部材の剛性の影響など，寸法効果も考慮した実規
模施工実験での追加検証も必要であると考える。例えば施工時の回転条件をパラメータ
として貫入時および載荷時の荷重を比較するとともに先端および周面摩擦抵抗の分担
比をひずみゲージを用いて計測するなどでそれらの検証が可能と考えられる。 
 
続いて，実規模ほど大型ではないが，土槽と模型部材のサイズをスケールアップした
大型室内実験の結果について述べる。土槽径，模型部材サイズが実験結果に与える影響
について検討し，これまでの小型土槽での現象の再現性の確認を目的としている。 
実験には，直径 584 mm, 高さ 796 mmの鋼製円筒土槽を用い，宇部硅砂 6号（ρdmax:1.635 
g/ cm3, ρdmin:1.291 g/ cm3 ）を地盤材料に用いている。模型地盤は 8 層に分けて作製し，
1 層の厚さ 100 mm 分の砂を土槽に投入後，外からの打撃振動で相対密度 Dr = 60%とな
るよう調整している。実験には板幅 47 mm，板厚 6 mm の平鋼から傾斜角 θE=45°で作ら
れた長さ 850 mm のヘリカルバーを用いた。模型部材径に対する土槽内径の比は前の実
験の小土槽が 7.0 であったのに対し，この大型土槽では 12.4 となっている。 
実験ではまず，貫入過程として速度 75 mm/min で 600 mm の初期貫入を行った。これ
は部材直径の 12.8 倍（12.8D）の根入れに相当する。回転率の影響確認のために，回転
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貫入条件 Rr=100, 200 での比較をした。初期貫入（600 mm）後に一旦完全除荷し，載荷
過程では回転固定条件（Lock）で速度 3 mm/min で最大 650 mm まで再貫入した。 
荷重-貫入量関係を図-5.16(a)に示す。ケース Rr100-Lock では初期貫入時の抵抗増加率
δIに対して，回転固定載荷時の抵抗増加率 δLが大幅に上昇しており，小型実験の結果と
よく整合している。また，ケース Rr200-Lock でも小型実験で見られた挙動と同様に過
回転による貫入抵抗の大幅な低減と回転固定載荷による支持力の急増が確認された。次
に，部材頭のトルク-貫入量関係について図-5.16(b)に示す。ケース Rr100-Lock，Rr200-
Lock のいずれも貫入量 250 mm ~ 600 mm において，部材頭に付与する軸回転に対して
正の抵抗トルクが計測されている。Rr100 では抵抗トルクは増加と緩和を繰り返しなが
ら平均値としては微増にとどまるのに対して，Rr200 はトルクの大きな増減は無いが貫
入量に対するトルクの増加率が Rr100 と比べて大きいことが特徴的である。 
 
以下に貫入抵抗，支持力とトルクの関係について考察をする。 
Rr100において貫入抵抗やトルクが瞬間的な増減を繰り返す現象は次のように考えら
れる。ヘリカルバーを最適回転で貫入した場合，平板が地盤に貫入される状態に似ては
いるが，先端や周面の一部のわずかな回転不足や砂のかみ合わせ等によって円筒領域の
地盤を変形させるために反力が発生し，瞬間的に貫入抵抗が増加する。しかし，部材頭
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に継続して回転トルクが与えられているため部材-地盤間でスリップが生じ，地盤内で
生じた応力が解放されて増加分の貫入抵抗とトルクが減少するものと考えられる。 
一方，Rr200 のような過回転貫入時にはヘリカルバーが地盤を掘削するように周辺地
盤を持ち上げ続けるため地盤内応力が発生せず貫入抵抗が発現しない。貫入深さに応じ
て持ち上げる土量が増えるためトルクも増加するものと考えられる。 
載荷時の挙動について観察すると，回転固定載荷では貫入時と逆向きのトルクが発生
している。この結果は，第 2 章で説明した既往研究 14)にあるように，回転固定載荷によ
り発生した軸力がヘリカルバーの傾斜した螺旋面に作用し，分力として発生した水平力
が逆向きのトルクとして部材に働いたためと考えられる。実構造物への利用の際にも，
載荷によって発現する支持力に応じて部材軸に回転トルクが発生すると考えられるた
め，部材頭の設計には注意が必要である。 
以上，大型土槽実験においても小型土槽実験と同様にヘリカルバーの貫入時回転率が
載荷時支持力に大きく影響することが確認された。また，貫入時，載荷時に部材に発生
するトルクは貫入方法や発現支持力と密接な関係を持つことが明らかとなり，トルクの
計測によってその地盤内挙動について様々な考察が可能であることがわかった。 
 
 
5.1.2 引抜き抵抗力 
 
 引抜き実験の概要と結果について述べる。実験土槽には小土槽を用い，模型地盤高さ
は 200 mm とした。地表面には 9.81 kgf の重錘をサーチャージ（6.25 kPa）として設置し
た。引抜き実験では初期貫入を 130 mm としている。貫入速度は 20 mm/min, 引抜き速
度は 0.25 mm/min とした。図-5.17 には引抜き実験結果の概略を示している。貫入過程
の部材頭荷重は圧縮側でプラス表示としており，その後の引抜き過程では引張り側とな
るためマイナス表示となる。また，貫入過程での貫入抵抗の最大値を RIpeak, 引抜き過程
での引抜抵抗力の最大値を RPpeakと呼称している。 
図-5.18(a)は Helical-45 を用いた実験の荷重-貫入量関係で，図-5.18(b)には引抜き過程
のみを表示している。貫入時は自由回転(Free)，引抜き時は回転固定(Lock)である。地盤
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相対密度は Dr=76%とした。 
高い貫入抵抗に対して，引抜抵抗力は非常に小さいことが分かる。押込み実験で示し
たように，貫入時には土槽境界の影響を大きく受けるため貫入抵抗が高く，引抜き時に
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は土槽の拘束が生じずにサーチャージ分のみが拘束圧として働くためと考えられる。 
図-5.19 は相対密度の異なる模型地盤において，同じ貫入-引抜き条件（Free-Lock）で
実施した結果について，模型部材の自己回転率，並びに最大引抜抵抗力と最大貫入抵抗
の比（-RPpeak /RIpeak）をまとめたものである。いずれも貫入時の自己回転率は約 50%であ
り，当然ではあるが押込み実験と同様の結果である。また，いずれの地盤条件において
もピーク引抜抵抗力はピーク貫入抵抗に対して約 2%が発揮されるのみであった。今回
の実験では実地盤条件を満たしているとは言い難いが，貫入方法によって引抜抵抗力に
どのような影響があるかについて，定性的な比較を行うことを目的に実施する。 
図-5.20(a),(b)は模型形状を変えて実施した実験の荷重-貫入量関係である。実験条件は
Free-Lock である。Helical-45 は貫入抵抗が最も大きく，引抜抵抗力は最も小さい。貫入
過程において，自由回転条件では θE が大きい Helical-45 は自己回転率が約 50%と小さ
く，θEが小さく自己回転率が大きい他の部材形状と比較して，引抜抵抗力で不利になっ
たと考えられる。図-5.21(a),(b)は相対密度を変えて実施した実験をまとめたものである
が，いずれの地盤条件においても同様の結果が得られた。 
 
自由回転貫入では自己回転率が低い Helical-45 に着目し，貫入過程での回転条件が載
荷時引抜抵抗力に与える影響について調査した。図-5.22(a),(b)は Helical-45 の貫入時回
転条件を変えた実験結果である。回転率 100%では回転率 50%と比べると貫入抵抗が半
減し，引抜抵抗力は 3 倍程度大きいことが分かる。 
図-5.19 各相対密度地盤におけるピーク抵抗比と平均自己回転率 
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図-5.20 形状の異なる模型部材の荷重-貫入量関係 
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図-5.21 各相対密度における最大貫入抵抗-最大引抜抵抗力（部材形状の影響）㻌
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また，回転率 200%は貫入抵抗が最も低いが，引抜抵抗力も発揮されない。 
図-5.23(a),(b)は図-5.22 の実験に追加して，地盤相対密度をパラメータに Helical-45 を
用いて実施した異なる回転貫入率の実験結果をまとめたものである。その結果，貫入時
回転率が貫入抵抗と引抜抵抗力に与える影響は地盤密度に関わらず同じ関係性にある
こと，また，密な地盤でその差が大きいことがわかった。 
図-5.24 は回転条件が貫入抵抗と引抜抵抗力それぞれに与える影響について自由回転
条件の結果を基準として整理したものである。模型部材は Helical-45 について整理をし
ている。異なる回転条件で得た貫入・引抜きのピーク抵抗を自由回転条件でのピーク値
で正規化したものである。回転率が高くなると貫入抵抗は低減されるが，引抜抵抗力は
回転率 100%が最も高くなる。 
図-5.22 異なる回転条件での荷重-貫入量関係 
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図-5.23 各相対密度における最大貫入抵抗と最大引抜抵抗力（回転条件の影響） 
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形状に合った最適回転率で施工を行うと貫入抵抗が低減されて高い引抜抵抗力を得
られるが，過回転は地盤を乱すため引抜抵抗力は低下すると考えられる。 
図-5.25 はより細かい回転率の違いによる貫入抵抗，引抜抵抗力への影響について調
査した結果 15)である。他の実験と貫入速度，サーチャージが若干異なるが，その他の条
件はこれまでの実験と同じである。この図からもわかるように，貫入抵抗は回転不足の
回転率 75%以下では高い貫入抵抗を示しているが，回転率 100%で急激に減少（半減）
している。回転率の増加（過回転状態）に伴ってさらに減少するが，回転率 175%程度
で回転率 100%からさらに半減し，抵抗の減少は頭打ちになる。それと異なり，引抜抵
抗力は回転率 75%以下の回転不足の場合は小さく，回転率 100%では非常に大きいこと
がわかる。また，回転率 100%以上の過回転ではその増加に伴って引抜抵抗力は減少す
る。このことから引抜抵抗力についても回転率 100%での貫入が載荷時の抵抗力発揮に
図-5.25 貫入時回転率-貫入抵抗，引抜抵抗力関係 15) 
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は最適であると考えられる。 
この節の最後に引抜き実験の CT 撮影による観察実験の結果について述べる。CT ス
キャナには押込み実験と同じ IXCT を用い，模型ヘリカルバーは Helical-45 を用いてい
る。図-5.26 は観察実験時の荷重-貫入量関係を示している。引抜抵抗力は前の実験と比
較して若干低下しているが，これは CT 撮影時に土槽を載荷装置から CT スキャナ室に
移動したことと，撮影時のテーブルの振動などが影響していると考えられる。なお，こ
こでは回転率 100%の結果のみを示しているが，異なる回転率の実験においても貫入抵
抗と引抜抵抗力の関係は前の実験結果と定性的には同等であったため，観察実験として
はこれまでの実験結果を反映しているものと考えて差し支えはない。図中の荷重曲線上
には CT 撮影を実施した点を追記している。撮影は初期貫入後及び引抜時の抵抗力発生
ピークの前後で行った。 
図-5.27 に回転率の異なる引抜き実験の連続 CT 画像を示す。貫入直後の状態は押込
み実験と同様である。引抜き過程において回転率 Rr=100 の条件では模型杭のエッジの
部分からせん断破壊領域と考えられる寒色で示す密度低下が発生し，ピーク後に向かっ
てその領域は徐々に広がり最終的には円筒状につながることが確認された。他の回転率
の実験 Rr=50,200 では，引抜き実験前にはすでに貫入によって乱されたと考えられる寒
色の低密度領域が存在している。引抜きが進むと Rr=100 の場合と同様により濃い青色
で示される低密度領域がエッジ部分をつなぐことが観察できるため，引抜きでせん断破
図-5.26 荷重-貫入量関係（CT 撮影実験） 
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壊を生じる領域はいずれも同じ円筒領域であると考えられる。最適回転条件で無い場合，
回転不足（Rr=50）によって地盤を排土してせん断膨張させたか，過回転（Rr=200）で
地盤を持ち上げたかの差はあるが，いずれにせよ引抜き抵抗が発揮される最終的なせん
断領域は貫入時に乱されて抵抗が発揮されにくい疎な地盤状態になっていると考えら
れる。 
図-5.27 各回転条件での貫入後の引抜き時における鉛直断面 CT 画像 
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以上より，ヘリカルバーの載荷時における支持力と引抜抵抗力について，施工時の軸
回転条件が及ぼす影響についてまとめる。 
地盤条件，模型形状，軸回転条件をパラメータとしたヘリカルバーの押込み，引抜き
実験に加え，X 線 CT スキャナ（IXCT）を用いて載荷過程のヘリカルバー周辺地盤の密
度変化を観察した。載荷実験の結果，ヘリカルバーは貫入過程（施工時）の軸回転率の
違いで載荷過程（供用時）の支持力，引抜き抵抗力の発現に大きな差があることがわか
った。ヘリカルバーの貫入時軸回転条件として，その形状に合った貫入量-軸回転量関
係（1 ピッチ長貫入に対して軸回転角 2π）で貫入することで回転固定貫入に対して貫入
抵抗は大幅に低下し，回転固定載荷で高い支持・抵抗力が発揮される。 
回転率 100%（Rr100）によって軸回転率が低い「回転不足 Rr＜100」や軸回転率が高
い「過回転 Rr＞100」貫入では，載荷時の支持・抵抗力が低減する。回転率の異なる貫
入実験での CT 画像の比較からも回転率 Rr=100 貫入後の部材周辺地盤の密度変化が最
も少ないことが確認された。室内模型実験では，ヘリカルバーの回転貫入による効果は
施工後の杭頭除荷の有無，地盤密度や拘束条件にかかわらず定性的には同じ傾向を示し
たが，その効果の程度については実規模レベルの実験にて更なる検討が必要である。ま
た，鉛直支持杭としての許容沈下量や初期剛性など，設計の観点からの評価を別途行う
必要がある。 
 
 
5.2 μXCT 専用貫入載荷装置を用いた地盤内挙動の観察実験 16) 
 
前節では産業用 CT スキャナ（IXCT）を用いることで各種回転貫入条件における模型
地盤内の密度変化を可視化し，基本的な地盤内挙動に関する情報と模型杭が発揮する支
持・抵抗力との関連性を知ることが出来た。既往研究 14)でも明らかにされていたが，ヘ
リカルバーは破壊領域が部材エッジ部分をつなぐ円筒領域でせん断破壊することが再
確認できた。本節では次のステップとして，このせん断破壊領域付近で生じる現象をよ
り詳細に調査するために行った画像解析を主とした実験結果について述べる。 
ヘリカルバーは螺旋面を持つ帯状部材であるため，部材とその周辺の円筒領域内の地
106 
 
盤，せん断破壊面を境界とした外部地盤とが相互に作用してその支持・抵抗力を発揮す
る。この相互作用については 2 章で説明した既往研究 14)で「内圧による自己強化機能」
と呼ばれている。ヘリカルバーの貫入・引抜き変位による円筒領域内地盤と外地盤の詳
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図-5.28 模型杭概要 
図-5.29 実験装置と手順及び撮影概要 
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細な地盤挙動を知ることは上述のメカニズムを明らかにするうえで欠かせないと考え
られる。これまで使用してきた産業用 CT スキャナ（IXCT）では解像度の不足と撮影時
間が膨大となるため，微小変形を生じる部材周辺の地盤挙動を連続して観察することが
難しい。そこで，微小領域の観察と多ステップ撮影に適したマイクロフォーカス型 CT
スキャナ（μXCT）を適用することとした。 
本節では，画像解析による挙動の解明が可能であるかの確認を主目的として予備検討
を行った結果について述べる。具体的には μXCT 撮影専用の装置を用いて回転等を考慮
しない簡易模型の貫入実験を行った。用いた模型杭は平板 (I-pile）と矢板を模擬して屈
曲させた杭（U-pile，Z-pile）である。矢板は先端で部分閉塞を生じることが既存の研究
で示されており，模型杭周辺地盤の挙動の観察実験として適したモデルである。模型杭
を図-5.28 に示す。模型杭はそれぞれ板厚と幅の長さを等しく設定している。I-pile は高
さ部分を持たないため，U-pile，Z-Pile が I-pile に対して 3 倍の断面積と周面積を持って
いる。図-5.29 に実験装置と実験手順の概要を示す。土槽はアルミ製で外径 64mm，内径
50mm とかなり小さい土槽を用いている。これは模型杭周辺の土粒子の微細な挙動を把
握するために高解像度で撮影する必要があるため，μXCT の X 線出力を考慮してサイズ
図-5.30 貫入抵抗-貫入量関係 
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を決定した。地盤材料には気乾状態の豊浦砂を用いた。 
模型地盤は空中落下法にて高さ 210mm，相対密度 Dr =60%となるよう作製した。CT
撮影は初期地盤及び模型杭の貫入量 60, 80, 81 mm で行った。貫入速度は 15 mm/min と
し，貫入量は貫入時間で制御し，杭頭荷重は装置付属のロードセルで計測した。 
模型杭の貫入抵抗-貫入量関係を図-5.30 に示す。80 mm 貫入時には U-pile は 295 N, I-
図-5.31 水平断面と鉛直断面の CT 画像 
G.L. -50 mm
G.L. -79 mm
G.L. -50 mm
G.L. -79 mm
U-pileI-pile
33
.7
 m
m
A A’ a a’
106°
90°
X
Y
(a) 水平断面画像㻌
(b)鉛直断面画像㻌
Fig. 8.  CT images of vertical cross-section.
15
 m
m
15 mm
Model pile 
t = 0.5 mm
Iron particle
D≒ 0.3 mm
Model ground 
(Toyoura sand)
D50 = 0.175 mm 
58
.6
 m
m
33.7 mm
a a’
109 
 
pile は 31 N となっており，U-pile は大幅に貫入抵抗が大きい。矢板の断面積及び周面積
は I-pile の 3 倍であるが，支持力の差は 10 倍近い。これは，矢板状の屈曲断面形状によ
って地盤内でせん断膨張が生じ，径の小さい模型土槽内で拘束の効果が強く影響したこ
とが原因の一つと考えられる。 
撮影条件とボクセルサイズを表-5.4 に示し，水平断面と鉛直断面の CT 画像を図-
5.31(a),(b)に示す。水平断面画像では貫入抵抗が大きくなる 80 mm 貫入時には矢板の先
端部で開断面が外向きに開く様子が確認できる。80 mm と 81 mm 貫入時の CT 画像を
用いて画像相関法（DIC）による変位場計測を行った結果を図-5.32 に示す。 
図-5.32 DIC による変位場解析結果 
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これは水平断面図 5.31(a)の A-A’線と a-a’線の鉛直断面（X-Z 面）であり，I-pile ,U-pile
それぞれの X,Y,Z 軸方向の移動量を示している。I-pile においてプラスの Z 方向変位は
実部直下に限られているが，U-pile は側面の屈曲断面内部及び屈曲断面下部でもプラス
の Z 方向の変位が広く分布している。U-pile のように屈曲開断面形状の部材を地盤に貫
入すると屈曲内側と外側では地盤挙動が大きく異なることが分かる。これは杭貫入によ
って屈曲内側で部分閉塞が生じたためと推測される。 
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図-5.33 変位ベクトル表示 (2D) 
図-5.34 変位ベクトル表示 (3D) 
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図-5.35 ヘリカルバーでの挙動確認予備実験結果㻌
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図-5.33 は，X, Z 方向変位をベクトル表示したものである。また図-5.34 は 3 次元画像
可視化ソフト Avizo を用いて三次元空間に地盤の変位ベクトルを表示したものである。
これらの可視化手法を用いることで 3 次元のらせん形状を持つヘリカルバー周辺地盤
の挙動の可視化を目指す。 
なお，図-5.35 は本節の同装置を用いて小径の模型ヘリカルバー（D:10 mm）を模型地
盤に貫入した予備実験での CT 画像である。地盤表面から回転率 100%で貫入し，その
後，回転固定で再貫入を行っている。ここでは実験詳細は述べないが，回転率 100%貫
入時とその後の固定貫入時でそれぞれ 2 ステップの撮影を行い，DIC による変位場解析
を行った結果，回転貫入時は主にヘリカルバーの実部直下だけがプラス方向の Z 方向
変位を生じているのに対し，回転固定貫入時には部材周面の円筒領域の地盤が部材とと
もに鉛直変位していることが分かる。 
以上，次節述べる本実験装置を用いた貫入実験の前に，μXCT による多ステップ撮影
を実施し，高詳細な連続 CT 画像から模型部材周辺地盤の 3 次元変位場計測が可能であ
ることを確認した。 
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5.3 砂地盤における軸方向支持・抵抗機構について 
 
本研究の目的であるヘリカルバーの軸方向抵抗機構解明のために，部材周辺で生じる
現象の正確な把握が必要となるが，CT 画像の空間解像度や画質を向上させるために前
節のような小径の剛壁土槽を用いると，部材のサイズによっては地盤挙動に及ぼす土槽
境界拘束の影響が無視できない。これは，過去の実験 9)等においても指摘がされていた
ことである。実地盤により近い地盤条件を実験土槽内に再現し，高品質 CT 画像取得の
ための模型土槽小径化との両立が可能な装置を開発することは，本研究における実験精
度を高めるために重要である。そこで，既往研究 17),18),19)を参考に，土槽境界の影響低減
と土槽小径化が可能なセル圧式ゴムスリーブ小型土槽（以下：セル圧土槽）を新規に作
製し，本実験に用いることとした。 
本節では，ヘリカルバーが軸方向抵抗を発揮するときの周辺地盤との相互作用につい
て，その現象の詳細を明らかにすることを目的として，砂質地盤を想定した模型実験お
よび現象観察実験を実施し，実験結果の考察と 2 章で示した既往研究 14),20)の提案式の
検証を行った。 
 
 
5.3.1 実験概要 
 
模型ヘリカルバーは，これまでの 3種類にエッジ角：θE=35°のモデル（Helical-35）を
加え，平板（Plate）と合わせて 5 種類の模型部材を比較実験に用いた。図-5.36 に模型
部材を示し，表-5.5 に形状の詳細を示す。セル圧土槽の模型部材貫入用孔には径の制限
（D:20 mm）があるため，模型部材の直径，幅は 5.1節で使用した模型部材より 1 mm程
度短いものを用いている。図-5.37 には模型実験の概要を示す。載荷装置にはオートグ
ラフを用いた。なお，CT 撮影時には 4.4.3 で示した専用の載荷フレームを用い，スキャ
ンテーブル上ですべての実験を行っている。 
セル圧土槽はステップブロックとクランプでオートグラフに固定した。模型部材と回
転貫入冶具をロードセル（容量 5 kN）に接続し，クロスヘッドの昇降で模型地盤への貫
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入，引抜き実験を行った。部材の軸回転操作はスイベルジョイント付の回転制御ハンド
ルを用い，手動で行った。固定貫入，固定引抜き時の軸固定操作は回転制御ハンドル，
図-5.36 模型部材 
表-5.5 模型部材の形状 
図-5.37 実験概要 
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模型形状 Plate Helica-14 Helical-26 Helical-35 Helical-45
長さ : L(mm) 280 280 280 280 280
直径，幅: D (mm) 19 19 19 19 19.5
板厚 : t (mm) 3 3 3 3 3
断面積 : A (mm2) 57 57 57 57 58.5
ピッチ : lpitch (mm) - 260 130 90 62
傾斜角 : θE (°) 0 14 26 35 45
回転制御ハンドル
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（トルク計測時）
空圧セル
ゴムスリーブ
土槽
模型部材
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またはデジタルトルクレンチを用いて手動で行った。なお，回転固定時にはハンドルに
取り付けたレーザーポインタで部材軸回転が無いことを確認している。 
続いて実験結果について述べる。まず，セル圧土槽でのデータと 5.1 節で示した小型
剛壁土槽（アルミ土槽）のデータとを比較し，それぞれの土槽の特性について考察する。 
図-5.38(a),(b)に剛壁土槽とセル圧土槽での貫入-押込み実験結果をそれぞれ示す。使用
した模型部材と貫入-押込み時の軸回転条件は同等（Helical-45_Free-lock）である。地盤
条件が異なるため荷重値の直接比較はできないが，荷重-貫入量曲線の特徴について比
較をする。それぞれの地盤条件については図中に示す。貫入過程において，アルミ土槽
では貫入抵抗-貫入量曲線は下に突なカーブを描き，徐々に貫入抵抗増加率が高まるの
に対して，セル圧土槽では貫入抵抗-貫入量曲線は上に突なカーブを描いており，ある
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図-5.38 剛壁土槽とセル式土槽の比較（貫入-押込み実験） 
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貫入量でその貫入抵抗増加率は低下し，最終的には一定の貫入抵抗に収束するような挙
動を示す。これは，セル圧土槽ではゴムスリーブ供試体を等方空気圧で拘束しいるため，
模型貫入直後から抵抗が発揮されるが，貫入が進んでも地盤深さ方向には土圧は自重分
を除けば一定であるため，ある貫入抵抗でおおよそ収束をするためである。ただし，貫
入部材長増分の摩擦抵抗により微増はする。 
以上が土槽境界の拘束条件が異なる二つの実験土槽における特徴的な模型部材貫入
時の応答の違いであり，剛壁土槽への棒状部材の鉛直貫入実験が実地盤への杭の貫入を
模擬した模型実験とするならば，セル圧土槽での実験はある拘束条件下での地盤と模型
部材の相互作用に関する要素試験的な実験であるといえる。 
他の断面形状の貫入実験と比較すると，貫入初期は 4.4.3 項で示したセル圧土槽への
中実杭と平板それぞれの貫入抵抗に対してヘリカルバーはちょうど中間の貫入抵抗を
示しており，ヘリカルバーの先端では自由回転貫入でもその形状によって平板とは異な
る貫入抵抗が発揮されている。 
続いて，100 mm貫入後に一旦完全除荷し，回転固定条件で再貫入をすると，セル圧
土槽では貫入過程の履歴を超える荷重が発揮されるが，すぐにピークを示した後に貫入
過程の履歴荷重に戻っている。アルミ土槽と異なるこの挙動は，上述した土槽拘束条件
の違いによるもので，セル圧土槽での荷重履歴に対する荷重増分は主に周面抵抗によっ
て発揮されたためと考えられる。載荷過程で軸回転が固定となったことで，拘束された
部材周辺地盤は貫入過程での履歴以上の周面抵抗を発揮し，貫入が進み，せん断破壊す
ると周面抵抗は残留状態となり，一定の荷重に収束をしたと予想される。 
続いて，図-5.39(a),(b)には，剛壁土槽とセル圧土槽での貫入-引抜き実験結果をそれぞ
れ示している。セル圧土槽では，アルミ土槽と比較して非常に高い引抜抵抗力を発揮し
ていることがわかる。アルミ土槽では，模型地盤表面に重錘を載せて反力を取る実験方
法であったため，引抜抵抗力はサーチャージを超えて発揮されなかった。それに対して
セル圧土槽では，部材引抜き方向の模型貫入孔が空いたペデスタル側は完全固定であり，
側面はセル圧で拘束されている。そのため，模型地盤内で部材の周面抵抗が完全に近い
状態で発揮され，高い引抜抵抗力が発現したと考えられる。 
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以上，アルミ土槽とセル圧土槽では，土槽境界の拘束条件の違いにより，同じ模型杭
を同じ方法で貫入しても力学的な応答は大きく異なることが確認された。 
 
 
5.3.2 軸回転条件の影響 
 
本項では，5.1 節で実施した貫入時の軸回転条件が軸方向支持・抵抗力に与える影響
について，実験結果の再現性確認のため，セル圧土槽を用いた追加実験を実施した結果
について述べる。 
貫入-押込み，貫入-引抜き実験では，地盤条件を相対密度 Dr = 82%，セル圧 300 kPa
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図-5.39 剛壁土槽とセル式土槽の比較（貫入-引抜き実験） 
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とし，貫入時の軸回転条件をパラメータとして実施した。図-5.40 に押込み実験の結果
を示す。結果比較のために，別途実施した中実杭（Column）の実験結果も示している。
Helical-45を「Rr100 貫入」したケース Rr100-Lockでは，100 mmまでの貫入過程で貫入
抵抗が低く抑えられ，100 mm からの載荷過程では，ケース Free-Lock と比べて高い支
持力が発揮されている。ケース Rr100-Lock の最大荷重は，中実杭と比較して同等以上
が発揮された。この軸回転条件変更後の荷重の大幅な増加は，前項で述べたように周面
摩擦が効果的に発揮されることが主な原因と予想されるが，本実験は押込み実験のため，
先端支持力の増加分も結果に含まれている。この実験結果をもとに，μXCT を用いた模
型地盤内の観察実験を行った。 
図-5.41 には，μXCT のスキャンテーブル上で実施した貫入-押込み実験の結果につい
て示す。観察実験では，模型の微小貫入毎に何度も撮影をしている。そのため，載荷過
程での回転固定が不完全となり，ケース Rr100-Lock のピーク荷重が小さくなっている
が，全体の応答としては前述の実験を再現している。撮影位置を図中に示す。凡例にあ
る[FCD]は撮影テーブル中心の X 線源からの距離を指しており，単位は mm である。
[FCD420]は土槽全体の変形観察のための遠距離撮影条件で，初期地盤と 90 mm 貫入後
に撮影を行った。また，[FCD130]は部材周辺の地盤挙動比較のための拡大撮影条件で，
貫入量 85, 87 mmでは貫入過程の地盤挙動について，また，貫入量 92, 94 mmでは載荷
図-5.40 貫入時回転条件が支持力に与える影響確認実験（Free-Lock，Rr100-lock） 
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過程の地盤挙動について，それぞれを比較するために撮影を行っている。図-5.42 は
[FCD420]での撮影結果を示す。自由回転貫入（Free）では初期地盤と比較して，ヘリカ
ルバー貫入後の地盤が樽型に膨張変形している。これは，自由回転条件では自己回転率
が小さい（Rr < 100）ため，地盤貫入中に周辺地盤を排土したためと考えられる。一方，
Rr100 はほぼ土槽境界の変形がみられず，地盤の排土量は部材実部体積に近いと考えら
れる。それぞれの部材周辺をよく観察すると，ケース Free では部材周面では少しくび
れた円筒状の密度低下領域（図中矢印 A）が観察されるが，ケース Rr100での密度低下
領域は部材表面に限られている。図-5.43 はそれぞれヘリカルバー貫入前後の画像の差
画像を取ったものである。上述のように，Free のケースでは地盤が膨らんだことを示す
土槽境界の白色の領域（図中矢印 A）と，部材周辺で密度が低下したことを示す寒色の
領域（図中矢印 B）が観察できる。 
図-5.44 図-5.45 には Free-Lock と Rr100-Lock それぞれのケースで，部材先端地盤を
[FCD130]で拡大撮影した画像，および DIC 解析による変位場，ひずみ場分布を示す。
それぞれの図は貫入過程と載荷過程に分け，上下にまとめている。比較画像の部材貫入
量はいずれも 2 mmで，部材直径の約 10%（≒0.1D）である。変位量とひずみ量のカラ
図-5.41 貫入時回転条件が支持力に与える影響確認実験（μXCT 撮影） 
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ーコンターは図中に示す。ケース Free-Lock において，「Free 貫入」に対して「Lock 載
荷」では，X,Y,Z方向の変位量がそれぞれ増加していることが挙げられる。また，貫入
過程からわずかに傾斜貫入しており，「Lock載荷」過程では杭先端周辺地盤が X 軸マイ
初期地盤 自由回転貫入(Free) 部材周辺拡大図(Free)
初期地盤 回転率Rr=100%貫入(Rr100) 部材周辺拡大図(Rr100)
A
図-5.42 貫入時回転条件の異なる供試体内の比較 (全体撮影) 
密度変化
＋- 0
Free                                              Rr100
A
A
B
図-5.43 ヘリカルバー貫入前後の模型地盤の CT 差画像 
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ナス方向に大きくせん断すべり（図中矢印 A）を生じていることが特徴的である。「Free
貫入」では軸回転不足のため先端で受ける貫入抵抗が大きく，その傾斜形状によって部
材先端で生じた応力状態のアンバランスが解消されずに傾斜貫入されたと予想される。 
体積ひずみ せん断ひずみ
X 方向変位 Y 方向変位 Z 方向変位
X
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A
載荷過程(Lock 載荷), Helical-45 貫入量92-94 mm
図-5.44 貫入時の供試体内地盤変位の計測結果 (Free-Lock, 拡大撮影)  
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一方，ケース Rr100-Lockでは部材は正確に鉛直貫入されている。また，「Rr100貫入」
では，「Free 貫入」と比較して，Z 方向の変位量が部材実部直下に発生していることが
大きな特徴であり，周辺地盤への影響が極めて小さく，部材周辺地盤はほぼ乱されない
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B’
C
C
図-5.45 貫入時の供試体内地盤変位の計測結果 （Rr100-Lock, 拡大撮影)  
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ことを示している（図中矢印 B）。その後の「Lock 載荷」では，Z 方向変位が部材周辺
ならびに部材実部直下で急増し（図中矢印 B’），X,Y方向変位も部材軸対称に周辺地盤
の広い範囲に及んでいることがわかる（図中矢印 C）。Rr100-Lockのケースでは，「Lock
載荷」時には円筒領域内部の部材周辺地盤を貫入方向に大きく連れ込むと同時に，その
外側地盤も押し広げる膨張挙動を示すことが確認された。 
 次に，貫入-引抜き実験結果を図-5.46 に示す。ケース Rr100-Lock では，ケース Free-
Lock に対して，貫入過程での貫入抵抗の低減効果，引抜き過程での高い引抜抵抗力発
現が確認された。この結果に加え，5.1 節の剛壁土槽の実験で得られた回転率が引抜抵
抗力に及ぼす影響について追試験するために，貫入時回転率を変えた実験を実施した。
図-5.47 に結果を示す。5.1 節の結果同様，回転不足（Rr < 100）の場合には最大貫入抵
抗が大きく，回転率が増えると Rr = 100 を境に急減する。また，最大引抜抵抗力は回転
率 100%（Rr = 100）で最も大きく，過回転側でも回転不足側でも減少する。図-5.48は
それぞれの回転率における最大貫入抵抗に対する最大引抜抵抗力の比率を示している。
剛壁土槽の実験とは異なり，Rr100では最大貫入抵抗を超える引抜抵抗力が発揮される
ことがわかる。この図で特徴的なのは，Rr = 125の値が高いことである。これは，回転
0
20
40
60
80
100
120
-3 -2 -1 0 1 2 3
貫
入
量
(m
m
)
荷重 (kN)
Helical-45_Rr100-Lock
Helical-45_Free-Lock
図-5.46 貫入時回転条件が引抜抵抗力に与える影響確認実験（Free-Lock，Rr100-Lock） 
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率が若干の過回転側（Rr = 125）では貫入抵抗が低減されるが，引抜抵抗力の顕著な低
下が生じていないためである。このことから，ヘリカルバーを引抜き抵抗部材として使
用する場合には，施工時に Rr = 100~125程度に回転制御することが出来れば，貫入抵抗
の抑制と高い引抜抵抗力の発現を両立することが可能であると予想される。 
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5.3.3 ヘリカルバーの「自己強化機能」14),20)の確認 
 
 次に，セル式土槽の地盤拘束圧を変えた引抜き実験を実施した。実験では，「Lock引
抜き」時に部材軸に発生する軸回転トルクを計測し，ヘリカルバーの抵抗力とトルクの
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図-5.49 地盤拘束圧を変えたヘリカルバーの貫入-引抜き実験 
図-5.50 拘束圧-最大貫入抵抗関係，拘束圧-引抜抵抗力関係 
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関係を調査し，第 2章で説明したヘリカルバーの「自己強化機能」についての検証を行
った。 
まず，セル圧を変えた地盤条件で Helical-45 の貫入-引抜き実験を実施し，引抜抵抗力
について，拘束圧から推定される荷重と実測の荷重を比較した。図-5.49 はセル圧 100, 
200, 300 kPa での Rr100-Lock での実験結果である。4.4.3 節で示した中実杭の結果と同
様に，拘束圧の増加に応じて貫入抵抗と引抜抵抗力が増加していることがわかる。図-
5.50には実験で得られた貫入抵抗増加曲線から推定した 100 mm貫入時の貫入抵抗およ
びピーク引抜抵抗力とセル圧の関係を示す。なお，「Rr100貫入」時には瞬間的な抵抗の
増減が生じ，貫入抵抗増加曲線にはばらつきを生じているため，増加率が安定する貫入
量 20 mm以降のデータを線形近似して，100 mm貫入時の貫入抵抗を求めている。図に
示すように，回転貫入 Rr100-Lock での最大貫入抵抗およびピーク引抜抵抗力はセル圧
に対してほぼ線形に増加していることがわかる。ただし，セル圧 300 kPaの実験では引
抜抵抗力が小さめの値を示した。他の予備実験データでも同様の傾向を示していたこと
から，地盤からの反力で部材のねじれや伸び変形などが生じた可能性が考えられるが，
原因は特定できていない。図-5.51 には，実測の引抜抵抗力に加えて，地盤の拘束圧か
ら推定した引抜抵抗力をプロットしている。推定値はヘリカルバーの「自己強化機能」
を考慮せずに，部材幅を直径とする円筒領域周面で発生するせん断力について，豊浦砂
図-5.51 最大引抜抵抗力の実測値と計算値の比較 
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の内部摩擦角，アルミ-豊浦砂間の表面摩擦角を用いて計算した。自己強化を考慮せず
に推定した引抜抵抗力に対して，実測値は高い値を示すことがわかる。この実測値と推
定値の差分がヘリカルバーの自己強化機能による軸力増加であると推定される。参考の
ために，同じ断面積を持つ平板の同実験条件での引抜抵抗力の実測値と推定値も図中に
プロットしている。平板の引抜抵抗力はヘリカルバーの 4 分の 1 程度と低いこと，ま
た，実測値と推定値がほぼ一致することがわかる。以上から，ヘリカルバーはそのらせ
ん形状により平板より高い引抜抵抗力を示し，単純な円筒領域のせん断力以上の引抜抵
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図-5.53 拘束圧の異なる模型地盤における引抜抵抗力と発生トルク(Helical-45) 
図-5.52 引抜き過程における部材頭トルクの計測例 
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抗力を発揮することが確認された。 
 次に，回転固定での引抜き過程において発生する軸回転トルクの計測結果について述
べる。図-5.52 は引抜き過程において，デジタルトルクメータで発生トルクを計測した
例である。横軸に荷重と発生トルクをとっている。貫入量 100 mmからの引抜き過程に
おいて，引抜抵抗力の増加に応じてトルクが増加しており，それぞれおおよそ同じ地盤
深さでピークを迎え，その後は減少している。図-5.53 はセル圧を変えた実験で計測し
た発生トルクと引抜き抵抗力の関係を示しており，引抜抵抗力と発生トルクには一定の
関係性があることがわかる。詳細に見ると，図中矢印で示す引抜抵抗力と発生トルクの
それぞれのピーク値は現れる地盤深さが異なり，引抜抵抗力がひずみ軟化をはじめてか
ら，発生トルクは少し遅れてピーク値を示す。このトルクと抵抗力のピーク値発生深さ
のずれについての理由は不明であるが，引抜抵抗力ピーク後の残留状態への移行時に円
筒領域周辺地盤では応力伝達状態が大きく変化していると予想される。図-5.54 には，
セル圧と貫入回転条件を変えた複数の実験から得られた引抜抵抗力と発生トルクの関
係を示している。横軸の荷重は引抜き方向を負とし，縦軸の発生トルクは回転貫入時に
回転を与える方向を正としている。図中には，計測された「最大発生トルク」と「最大
引抜抵抗力時トルク」をプロットしている。この図からも分かるように，引抜抵抗力と
発生トルクはおおよそ線形の関係にある。また，発生トルクのピークが引抜抵抗力のピ
図-5.54 最大引抜抵抗力と発生トルクの関係 
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ークに遅れることから，「最大発生トルク」に対して「最大引抜抵抗力時トルク」は小
さくなる。軸方向抵抗力と発生トルクの関係から「自己強化機能」を検証するためには
最大抵抗力と同時に発揮されたトルクが重要であると考えられるため，これ以降，発生
トルクとは最大引抜抵抗力時のトルクのことを指すこととする。 
 第 2 章の式(2-4)で示した初期発生軸力 P0と水平成分 R の関係から，今回の実験条件
で φsを変えて試算したものを，図-5.54 に追記したものが図-5.55 である。この図では
図-5.55 φsをパラメータとした荷重-発生トルク関係の推定値 
図-5.56 提案式による軸力の推定値と実測値の関係 
（φ = 42.6°φs = 20°で計算した場合） 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
-3 -2 -1 0
発
生
ト
ル
ク
(N
・
m
)
荷重 (kN)
最大引抜抵抗力時トルク
最大発生トルク
0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
0 1 2 3
推
定
引
抜
抵
抗
力
(k
N
)
実測値 (kN)
β = 4
β = 3
β = 2
β = 1
130 
 
引抜抵抗力と発生トルクの関係のみ示している。この図から，φs は実験条件によらず
約 20°と推定された。これは，一面せん断試験結果から求めた豊浦砂-アルミ板の表面摩
擦角の 23.7°と比べて若干小さいものであったが，別の実験で実施した平板の貫入-引抜
き実験で得られたφsも約 20°であったことから，本模型実験での部材-地盤間の表面摩
擦角としてはおおよそ妥当な値と考えられる。ただし，摩擦特性についてより精密に調
査するには，部材材料と地盤材料を変えた比較実験の追加や，リングせん断型試験装置
21)などによる砂-部材間の摩擦試験で表面摩擦角を正確に計測することが求められる。
リングせん断型試験装置を用いた研究 21)では，密な豊浦砂と鋼材の摩擦角は表面が滑
らかな場合はおよそ 25~30°，表面が粗な場合はおよそ 35°とされている。これらの材料
を参考にして比較実験を行うことで，より詳細な検証が可能となると考えられる。 
次に，今回の実験条件を用いて提案式を検証すると，セル圧 200 kPa 及び 100 kPa の
平均的な実験データに対して，地盤条件と表面摩擦角をφ = 42.6°φs = 20°と過程した
場合の推定引抜抵抗力について算定した。実験値と推定引抜抵抗力の関係を図-5.56に
示す。提案式の式(2-5)を式(5-2)のように表すと，既往の提案式は図中の β = 4 にあた
る。 
 
𝜎𝑆𝑃 =
𝛽𝑅cos36°
(𝜋𝐷−2√2𝑡)𝐿
                                                         (5-2) 
 
この試算結果から，提案式から得られる内圧効果は本実験結果に対しては少し大きす
ぎると考えられる。今回，従来型一面せん断試験で得た豊浦砂の内部摩擦角φや表面
摩擦角φs の推定精度が高くないため，追加の検討は必要であるが，砂地盤において，
内部摩擦角が大きく，部材-地盤間の表面摩擦が小さい場合には，提案式(2-5)では内圧
による自己強化を過大に評価する可能性がある。既往研究 14),20)では，水平成分 Rがせ
ん断破壊をする円筒領域の全周にわたって垂直応力成分 σsp を増加させるとしている
が，今回の実験結果からはもう少し小さい値を取ることが示唆された。今回の実験結
果からは β ≒ 2 と推定されたが，砂の内部摩擦角φや表面摩擦角φs の条件を変えた
検討が必要である。以上，実験での確認と提案式の検証により，ヘリカルバーの自己
強化機能の基本メカニズムについて把握をすることが出来た。 
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5.3.4 部材表面摩擦角の影響 
 
提案式中のパラメータφsの影響について，追加検証を行うため，部材にグリスやエ
ポキシを塗布し，表面摩擦角φsの値を変えた貫入-引抜き実験を行い，引抜抵抗力と発
生トルクの関係について調査した。模型部材には Helical-45を用いた。グリスは粘度の
高いモリブデングリスを用い，部材肉厚部を除くヘリカルバーの螺旋面部分に塗布して
摩擦を低下させた。エポキシは部材表面に塗布後，豊浦砂をまぶして硬化させることで
摩擦をあげている。なお，肉厚部分は摩擦上昇を避けるために硬化後に剥離している。  
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図-5.57 ヘリカルバー表面摩擦の影響確認実験(グリス塗布, エポキシ塗布) 
図-5.58 表面摩擦の違いが貫入抵抗-引抜抵抗力に与える影響 
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第 4 章で示したように，一面せん断試験から得られた豊浦砂-アルミプレート間の摩
擦角は「表面無処理」，「グリス塗布」，「エポキシ樹脂塗布」でそれぞれ 23.7°，18.7°，
43.2°であった。 
図-5.57 にグリスの塗布状況と引抜き実験後の状況，並びにエポキシ樹脂で砂を接着
した模型部材を示す。図-5.58 は表面摩擦の異なる部材の貫入-引抜き実験結果である。
この図からは分かりにくいが，グリスを塗布することで貫入抵抗が抑制されており，最
大引抜抵抗力は微増した。一方，エポキシ塗布の場合には貫入抵抗が高く，最大引抜抵
抗力はグリスに対してはやや低い値を取った。図-5.59 に最大引抜抵抗力とその時の発
生トルクを示す。グリス塗布やエポキシ塗布により φsが変化し，それぞれ水平成分 R
の増加と減少による内圧の変化で異なる引抜抵抗力が発揮されたと考えられる。なお，
本稿ではデータ不足によりまとめられなかったが，後述の部材埋込み実験では，本節の
表面摩擦の影響がより強く発現する実験結果がいくつか得られている。上述の摩擦の影
響について調査を続け，データを蓄積したい。 
以上より，ヘリカルバーの実施工を考えた場合，螺旋面の表面摩擦は小さいほうが部
材の利用上，有利であることが予想される。砂地盤への施工の際には，部材の螺旋面部
分に摩擦低減材を塗布してφsを低下させることで，貫入抵抗の抑制と内圧上昇による
「自己強化機能」の向上が期待できる。 
図-5.59 表面摩擦の違いによる引抜抵抗力と発生トルクの関係の変化 
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5.3.5 形状の影響 
 
 ヘリカルバーの形状，つまり軸ねじり量が異なる部材の軸方向抵抗力について調査す
るために，比較実験を行った結果について述べる。5.1 節の実験では，ねじり量の異な
るヘリカルバーの自由回転貫入実験において，その貫入抵抗や自己回転率が異なってい
ることが明らかとなった。ヘリカルバーの軸ねじり量で決まるエッジ角：θE，およびピ
ッチ長：lpitchが軸方向抵抗力に及ぼす影響について調査し，ヘリカルバーを地盤補強部
材として用いる際の最適形状について検討を行った。模型地盤はこれまでと同じ地盤条
図-5.60 形状（θE）をパラメータとした貫入-引抜き実験結果 
図-5.61 ヘリカルバーのエッジ間隔-直径比（lpitch/2D）と最大引抜抵抗力の関係 
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件とし，部材形状をパラメータとして貫入-引抜き実験を行った。実験結果を図-5.60 に
示す。貫入過程ではそれぞれの形状に合った回転貫入（Rr100）を行っている。部材エ
ッジ角が大きい Helical-45（θE=45°）は他の部材と比べて若干貫入抵抗が大きいが，θEが
小さい他の Helical-14, 26, 35 は平板（Plate）とほぼ同等の貫入抵抗であった。また，θE
が小さい模型では，回転貫入時の瞬間的な貫入抵抗の増減も生じにくいことがわかった。 
引抜き過程では，形状によって発揮される引抜抵抗力は大きく異なる。引抜き開始直
後は，平板を含めていずれの形状も同等の抵抗増加率で引抜き抵抗が増加しているが，
平板から順に θE が小さい部材から抵抗増加率が減少し，その引抜抵抗力のピーク値も
θE の大きさと密接な関係があることがわかる。そこで，式(4-1)で示したように θE と関
連する部材ピッチ長：lpitchを用いて最大引抜き抵抗力の関係について整理する。同じら
せん形状を持つヘリカルスクリューパイルに関する既往の研究 22),23)では，その羽根径
と設置間隔の比である「I/D」（I：ヘリカルプレートの設置間隔，D：ヘリカルプレート
の直径 ）によってその軸方向抵抗力や抵抗増加率が異なるとされる。同様の方法でヘ
リカルバーのエッジ間隔( lpitch/2 ) と部材直径( D )の比を「lpitch/2D」とし，最大引抜抵抗
力との関係を整理すると図-5.61 のような結果が得られた。データ数が少ないが，ねじ
り量の小さいヘリカルバーはそのピッチ長の増加によって軸方向抵抗力が減少するこ
とが確認された。ただし，今回の実験では模型土槽のサイズ制限で，ピッチ長に対して
十分な長さを持つ模型部材での実験が不足しているため，その点については別途追試が
必要である。 
続いて，砂地盤内でのヘリカルバー周辺地盤で生じる実挙動を確認するために，密な
砂地盤内での埋込み-引抜き実験を実施し，ヘリカルバー周辺地盤の挙動を CT 画像か
ら計測した結果について述べる。ここで，埋込み-引抜き実験について説明する。図-5.62
には，埋込み実験で用いた冶具と埋込み前の部材設置状況を示している。模型部材を模
型地盤中心の所定深度にあらかじめセットした後，他の実験同様に砂を投入し，模型地
盤を作製している。埋込み-引抜き実験では，地盤への部材貫入による周辺地盤への影
響を排除できるため，ヘリカルバーの形状によって生じる純粋な地盤挙動を観察するの
に適した方法である。CT スキャナによる観察実験前に予備実験として実施した埋込み
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-引抜き実験の結果を図-5.63 に示す。埋込み-引抜き実験では貫入-引抜実験に対して引
抜抵抗力と発生トルクが微増したが，定性的な挙動としては大きな差はなかった。逆に，
平板の埋込み-引抜き実験では引抜抵抗力が微減した。平板は，貫入過程で生じる部材
表面付近の状態変化が引抜抵抗力の発現に優位に作用するが，ヘリカルバーでは，平板
と引抜抵抗発現のメカニズムが異なり，部材表面付近の地盤の状態変化は，引抜抵抗力
の発現には若干悪影響を及ぼすことが示唆された。 
CT スキャナによる観察実験の引抜き量-引抜抵抗力関係を図-5.64に示し，CT 画像を
図-5.65に示す。形状比較として模型部材には Helical-45（θE=45°）と Helical-26（θE=26°）
を用いた。撮影ポイントは図-5.64 に示している。それぞれ，埋込み状態( Initial )を撮影
後，最大引抜抵抗力前( Befor-peak )， 最大引抜抵抗力付近( Peak ), 残留状態 ( After-peak : 
Helical-45のみ実施)として撮影した。 
埋込み実験用冶具と模型地盤作製前の設置状況図-5.62 模型部材の埋込み設置用冶具と 況 
図-5.63 埋込み-引抜き実験例（Helical-45, Plate） 
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図-5.65中に示すように，Helical-45では peakから After-peakにおいて，黒色で示され
るせん断ひずみが水平断面ではほぼ円形に発生しており，鉛直断面でもエッジをつなぐ
ように円筒状に連続していることがわかる（図中矢印 A）。一方，Helical-26では peakに
おいて，黒色のせん断ひずみ領域は水平面では楕円形に発生しており，鉛直断面でも円
筒がくびれていることが見て取れる（図中矢印 B）。Helical-26 は，Helical-45 と比較し
て，発揮される引抜抵抗力や抵抗増加率が小さく，地盤内の観察の結果，部材周面のせ
ん断領域が縮小しているようにみえた。そこで，地盤挙動を詳しく比較するために DIC
を用いて CT 画像の変位場解析を行った。結果を図-5.66 と図-5.67 に示す。Initial と
Before-peak，Before-peak と Peak での X,Y,Z 方向の相対変位と体積ひずみ，せん断ひず
みを示している。X,Y,Z方向の相対変位とは，部材の軸方向変位量に対する各方向の地
盤変位量の比である。変位場解析による結果からも，Helical-26 は Helical-45 と比較し
て，部材付近地盤の相対変位が小さく，部材周辺のせん断抵抗を発揮する領域も楕円型
で小さいことが改めて確認された。また，Helical-45 では，部材の軸方向変位によって
円筒領域外の地盤が水平方向に大きく動かされているのに対して，Helical-26 では，そ
の現象が小さいことも大きな違いである。5.3.2 のヘリカルバーの押込み実験でも観察
されたように，Helical-45 は回転固定での軸方向変位によって，部材周辺地盤を押し広
げる膨張挙動を示しており，これは砂地盤におけるヘリカルバーの自己強化機能の発現
によって生じた現象であると考えられる。 
図-5.64 埋込み-引抜き実験結果（Helical-45, Helical-26: μXCT 撮影） 
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Initial                           Before peak                           Peak After peak
X
Z
X
Y
Initial                         Before peak                           Peak
Helical-45 埋込み-引抜実験 Lock
Helical-26 埋込み-引抜実験 Lock
B
B
A
A
図-5.65 埋込み-引抜き実験における模型部材周辺地盤の連続 CT 画像
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図-5.66 DICによる地盤内挙動の解析結果（Helical-45） 
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図-5.67 DICによる地盤内挙動の解析結果（Helical-26） 
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Helical-45
Before peak – Peak間の変位ベクトル X-Y平面
Helical-26
Before peak – Peak間の変位ベクトル X-Y平面拡大
Helical-45 Helical-26
Before peak – Peak間の変位ベクトル X-Y平面射影
空間相対変位
0 0.5
Helical-45 Helical-26
A A’
図-5.68 形状（θE）の異なるヘリカルバー周辺地盤挙動の比較 (3D ベクトル表示) 
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図-5.68 には変位場を 3次元ベクトル表示した鳥観図と X-Y 断面射影図を示す。引抜
きに対する部材周辺での地盤挙動の違いが一目瞭然である。特に，変位ベクトルの X-Y
断面射影図において，Helical-45 では円筒領域外に向かって大きな地盤変位を生じてい
るのに対し，Helical-26では地盤変位が相対的に小さい（図中矢印 A，A’）。 
図-5.69は 3次元ベクトル表示の X-Z断面図である。Helical-45では部材引抜きによっ
て円筒状の地盤が引き上げられている様子が明確に確認できる。また，Helical-45では，
Helical-26 と比べて，その円筒領域外側でも地盤が押し出されながら引き上げられる様
子が顕著に確認できる。（図中矢印 A，A’）。Helical-45 では，円筒領域外側の地盤も部
材引抜きに伴って，回転やせん断変形を生じていることがわかった。地盤内で計測され
Helical-26
Before peak – Peak間の変位ベクトル X-Z平面
空間相対変位
0 0.5
Helical-45 Helical-26
A A’
図-5.69 ヘリカルバー周辺地盤挙動の比較 (X-Z断面) 
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た 3 次元変位ベクトルを観察すると，Helical-45 は既往研究の「自己強化機能」とよく
整合する地盤挙動が観察されたのに対し，Helical-26 ではそれと大きく異なる地盤挙動
であった。θEが小さく lpitchが長い形状では，部材周辺のせん断領域は部材表面に近づく
ため，らせん形状による軸方向抵抗力増強の効果は減ると考えられる。 
有効な抵抗力発揮のためには一定程度以上の部材のねじり加工が必要である。ねじり
量が小さい部材は大きい部材と比べて，「Free 貫入」での地盤への貫入抵抗が小さいこ
ととその時の自己回転率が高いことが利点として考えられる。しかし，施工時の回転貫
入条件に注意をすれば，ねじり量が小さい部材のこれらの利点はなくなるため，やはり
ねじり量が大きい Helical-45が地盤補強構造部材としての利用価値が高いと考えられる。
ただし，前述したが，部材ピッチ長に対して十分な長さの模型部材を用いた追試は必要
と考えられる。 
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5.4 硬質粘土地盤における軸方向支持・抵抗機構について 
 
本節では，粘着力を持つ地盤でのヘリカルバーの利用を想定し，硬質粘土地盤を模擬
した石膏供試体を用いた比較実験を行い，軸方向抵抗・支持機構について考察を行った
結果について述べる。 
図-5.70 に比較実験で用いた模型部材を示す。前節とほぼ同じ部材であるが，直径，
幅と部材長さが若干異なっている。表-5.6 に部材サイズの詳細を示す。 
 
 
5.4.1 石膏供試体への貫入-引抜き予備観察実験 
  
まず，石膏供試体の模型地盤としての基本性能を確認するために，4.4.4 に示した大
小のプラスチックモールドと平板を用いて予備実験を実施した。図-5.71(a),(b)は，それ
ぞれ石膏水比（G/W）が異なる養生日数 2 日の模型石膏地盤に対し，平板の貫入-引抜き
図-5.70 模型部材 
表-5.6 模型部材の形状 
模型形状 Plate Helica-14 Helical-26 Helical-35 Helical-45
長さ : L(mm) 135, 200 135 135 135 135, 200
直径，幅 : D (mm) 20 20 20 20 19.5
板厚 : t (mm) 3 3 3 3 3
断面積 : A (mm2) 60 60 60 60 58.5
ピッチ : lpitch (mm) - 260 130 90 62
傾斜角 : θE (°) 0 14 26 35 45
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実験を実施した結果である。貫入過程において，G/W の違いによる地盤強度に応じた貫
入抵抗がそれぞれ発揮されていることがわかる。平板の貫入直後から抵抗が生じるが，
すぐに一定値に収束し，深度方向には増加しないことがわかる。平板は先端で模型地盤
を破壊しながら地盤中に貫入され，貫入抵抗はほぼ先端抵抗によって発生するものと考
えられる。モールドサイズも貫入抵抗には影響していない。また，引抜き過程では引抜
き直後にピークを迎えて残留状態になっている。貫入抵抗に対して，引抜抵抗力は非常
に小さいことからも，周面抵抗はほぼ発揮されないことがわかる。続いて，CT 撮影に
よる内部観察で破壊現象の評価が可能であるかを確認するために，予備観察実験を行っ
た。図-5.72 は，小モールドを用いて貫入-引抜き実験を行い，80 mm の貫入後と 16 mm
の引抜き後にそれぞれ CT 撮影して取得した鉛直断面画像である。白色の平板周辺には
明灰色の領域が観察される。これは，石膏供試体が平板貫入により圧縮破壊された塑性
領域と考えられる。市販されている造形用焼石膏は β 型の半水石膏で，この半水石膏
（CaSO4･1/2H2O）は水和反応で二水石膏（CaSO4･2H2O）となり，針状結晶となる。反
応式を式(5-3)に示す。この二水石膏の結晶同士がからみ合うことで凝固しているとされ
る 24),25)。 
 
CaSO4･1/2H2O+3/2H2O → CaSO4･2H2O                                  (5-3) 
図-5.71 サイズ，強度の異なる石膏供試体への平板（Plate）の貫入-引抜き実験 
(a) G/W=1.0 供試体 (b) G/W=1.2 供試体 
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模型部材先端では，石膏供試体の構造を作る針状結晶が圧縮破壊して細孔構造が壊れ，
破壊していない周辺の石膏に対して相対的に X 線吸収量が高くなるため，塑性領域が
明灰色の領域として観察されると考えられる。貫入-引抜き後の部材周辺にも，水と混
合した超軟弱な粘土状の石膏が付着していることが確認されている。 
続いて，16 mm 引抜き後の画像では，引き抜かれた領域が黒色の空隙として観察され
る。砂地盤と異なり，自立する粘土地盤では引抜き後の領域は空洞となることがわかる。 
続いて，ヘリカルバーの貫入-押込み，貫入-引抜き実験のための予備観察実験を行っ
た。図-5.73 は，小モールドを用いて Helical-45 の貫入-押込み，貫入-引抜き実験を行い，
80 mm 貫入後，70 mm 貫入後に 10 mm の押込み，80 mm 貫入後に 16 mm の引抜きをそ
れぞれ行った石膏供試体を CT 撮影して取得した水平，鉛直断面画像である。Rr100 で
80 mm 貫入したケースでは，平板での実験同様，部材周辺を包む明灰色の領域が確認で
きる。続いて，70 mm 貫入後に 10 mm の押込みを行ったケースでは，砂地盤の場合と
同様に，部材周辺には円筒状のせん断破壊領域が観察される。また，固定回転による押
図-5.72 平板貫入-引抜き実験供試体の鉛直断面 CT 画像 
80 mm 貫入 16 mm 引抜き
X
Z
Y
Z
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込みで，部材先端には S 字の明灰色の塑性化領域が観察される（図内矢印 C）。押込み
を受けるヘリカルバー先端付近では，進行方向を向く螺旋面の形状に沿って，部材周辺
地盤が圧縮を受けると考えられる。なお，80 mm 貫入後に 16 mm の引抜きを行ったケ
ースでも破壊領域は円筒状であった。 
 
5.4.2 ヘリカルバーの石膏供試体への貫入-引抜き実験 
 
平板とヘリカルバーでは，その破壊領域が大きく異なることが予備観察実験で確認さ
れた。ヘリカルバ （ーHelical-45）の引抜きによる破壊領域は円筒状で，既往研究 14),20),26)
で示された結果と同様であった。支持力比較のため，小モールドに作製した G/W=1.2 供
試体を用いて，平板とヘリカルバーの貫入-引抜き実験を行い，引抜抵抗力の比較を行
った。図-5.74 に結果を示す。Helical-45 は，貫入過程において「Rr100 貫入」により平
板に近い貫入抵抗を示すが，回転がわずかでも不足すると貫入抵抗が急増した。引抜き
図-5.73 ヘリカルバー貫入供試体の CT 画像例 
（左から：回転貫入後，回転貫入-回転固定押込み後，回転貫入-回転固定引抜き後） 
80 mm 貫入(Rr100)
B B’ B B’
B B’
70 mm 貫入(Rr100)
+10 mm貫入(Lock)
A
A’
A
A’
A
A’
A-A’断面
B-B’断面
80 mm 貫入(Rr100)
-16 mm引抜き(Lock)
C
147 
 
過程では，「Lock 引抜き」によって，平板と比較して非常に高い引抜抵抗力を発揮した。
ヘリカルバーは，「Rr100 貫入」と「Lock 引抜き」を行うことで，粘土地盤においても
非常に有用な地盤補強部材となることが再確認された。 
続いて，貫入-引抜き時において，周辺地盤へあたる影響を詳細観察するために，硫酸
バリウム粉末を混合した供試体を用いて，貫入-引抜き実験の多ステップ撮影を実施し
た。拡大撮影をすることで，ヘリカルバー周辺地盤がどのように破壊するかをより詳細
に観察した。図-5.75 には，拡大撮影画像を示している。貫入は「Rr100」で実施し，100, 
110, 120, 125 mm 貫入時に CT 撮影を行った。引抜きは「Lock 引抜き」で実施し，部材
径の約 10% (0.1D)にあたる約 2 mm の引抜きを 7 ステップ実施した。この画像観察か
ら，「Rr100 貫入」では明灰色の塑性化領域以外の近傍地盤の変形はほぼ見られないこ
と，「Lock 引抜き」では円筒領域内の地盤は破壊されるが，その外側地盤の変形はほぼ
生じていないことがわかった。このことから，内部摩擦角を持たない粘性地盤では円筒
領域のせん断力のみで周面抵抗が発揮されており，地盤のせん断強度で引抜支持力が決
まると考えられる。つまり，砂地盤で発現する「自己強化機能」は粘土質地盤では生じ
ないと考えられる。 
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図-5.74 平板(Plate)とヘリカルバー(Helical-45)の貫入-引抜き実験 
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硫酸バリウム粉末混合石膏供試体
Helical-45 Rr100貫入 - Lock引抜き
貫入過程
貫入100 mm
引抜き過程
貫入110 mm 貫入120 mm 貫入125 mm
引抜きStep1 引抜きStep2 引抜きStep3 引抜きStep4
引抜きStep5 引抜きStep6 引抜きStep7
A
A
A
図-5.75 マーカー配合石膏供試体へのヘリカルバー貫入-引抜き実験における
拡大撮影連続画像
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続いて，ヘリカルバーの貫入長さと引抜抵抗力の関係を調査した。図-5.76(a),(b)にヘ
リカルバーの部材貫入長さを変えて実施した，貫入-引抜き実験の荷重-貫入量関係と引
抜き量-引抜き抵抗力関係をそれぞれ示す。模型地盤には，小モールドと大モールドに
作製した G/W=1.2 供試体を用い，模型ヘリカルバーには Helical-45 を用いた。大モール
ドでの貫入過程（Rr100）において，若干の回転不足が生じたせいか，貫入深さが長く
なると貫入抵抗に増加傾向がみられた。図中の破線で示しているように，各実験ケース
における最大引抜抵抗力は，ほぼ貫入長さに比例した線形関係にある。適切に回転貫入
されたヘリカルバーは，粘土質地盤において，円筒領域の地盤のせん断強度により，貫
入長さに応じた周面抵抗を発揮すると考えられる。また，引抜き量-引抜抵抗力関係か
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図-5.76 ヘリカルバーの貫入長さと引抜抵抗力の関係 
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らも引抜抵抗増加率が 3 ケースとも同等であることがわかる。なお，貫入量 180 mm の
ケースでは，最大引抜抵抗力が他の実験の線形関係に対して若干小さく見えるが，これ
は引抜き荷重が 4 kN を示したところで模型部材の取り付け部分で破断が生じたためで，
実際にはもう少し高い抵抗力が発揮されたと考えられる。 
次に，引抜き過程における部材頭の回転固定条件が，発揮される引抜抵抗力に与える
影響について述べる。ヘリカルバーの貫入-引抜き実験の引抜き過程において軸回転の
固定に失敗したケースの実験結果を示す。また，その時に CT 撮影した地盤内部の状態
図-5.77 引抜き過程での回転固定条件と引抜抵抗力の関係 
図-5.78 引抜き過程での連続鉛直断面 CT 画像 
回転不完全固定引抜き(Unlocked)，回転固定引抜き(Locked)
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を示す。模型地盤は大モールドに作製した G/W=1.2 供試体を用い，模型ヘリカルバー
には Helical-45 を用いている。貫入は Rr100 で貫入量は 140 mm とした。図-5.77 に引抜
き量-引抜抵抗力関係を示し，図-5.78 に引抜き過程での鉛直水平断面 CT 画像を示す。
引抜き開始から引抜抵抗力が発揮されたが，他の事前実験から推定された引抜抵抗力に
は及ばなかった。画像を確認したところ，軸の回転固定が不完全であったため，部材が
回転ながら引抜けていることが判明した。実験途中から軸回転固定を完全にし，引き続
き引抜き実験を行ったところ，急激に高い引抜き抵抗力が発揮された。CT 画像からも
部材周辺で円筒領域の地盤が破壊されていることが観察された（図中黄色矢印）。ヘリ
カルバーが共用時に有効な軸方向抵抗力を発揮するには，部材頭の完全回転固定をする
ことが非常に重要であることが，再確認された。 
 
 
5.4.3 施工方法が支持・抵抗力に与える影響 
  
 ヘリカルバーの貫入時軸回転条件が支持・抵抗力に与える影響を確認するために，貫
入初期からの回転条件の与え方（Rr100 貫入と Free 貫入）を変えて比較した。 
貫入-押込み実験では，Free-Lock と Rr100-Lock の実験を比較した。図-5.79 に荷重-貫
入量関係を示し，図-5.80 に Free 貫入実験時の供試体外観を示す。砂地盤と同様に，石
膏供試体においても「Free 貫入」では回転率 100%での貫入ができず，円形にせん断破
壊されることがわかった。しかし，載荷過程において，ケース Rr100-Lock とケース Free-
Lock で発揮される最大支持力には明確な差はないことがわかった。粘土地盤では，砂
地盤と異なり，自己強化機能が働かないため，押込み時の部材の支持力が主に部材先端
地盤で分担されることがその原因と考えられる。貫入過程における回転率の違いは，載
荷過程での支持力に与える影響は小さいことがわかった。図-5.81には，ケース Free-Lock
の CT 画像を示す。部材先端では，「Free 貫入」による圧縮応力によって供試体が塑性
化したと考えられる明灰色の領域が深さ方向に広く分布していることが観察できる。 
 
次に，貫入-引抜き実験結果について述べる。貫入-引抜き実験では，押込み実験で実
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施したケース Free-Lock とケース Rr100-Lock に加え，貫入途中から回転条件を変更する
実験ケース Rr100&Free-Lock を追加実施した。これは，硬質粘土のような比較的固い地
盤では，地盤の一定深さまで形状に沿って設置されていれば，地盤自身のサポートによ
って「Free 貫入」でも「Rr100 貫入」に近い回転率で貫入されると予想したためである。 
しかし，前述の押込み実験では，供試体表面から「Free 貫入」をしたため，部材が地
盤に十分貫入される前に円筒状にせん断破壊を生じた。そこで，ケース Rr100&Free-Lock
では，貫入初期から一定の貫入量（それぞれ 20 mm, 40 mm, 60 mm）まで回転率 100%
で貫入した後，所定の貫入深さ（80 mm）まで「Free 貫入」を行った。貫入初期からの
回転貫入長さを「初期貫入回転補助長さ」と呼称している。なお，この実験では，「Free
貫入」時の現象確認のため，部材の自己回転量を計測した。図-5.82 に貫入量-貫入抵抗
関係を示す。図中のケース名の表記については，初期回転貫入補助長さが 20 mm，その
図-5.79 貫入時回転条件が異なる貫入-押込み実験 
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図-5.80 自由回転貫入で乱された供試体表面 図-5.81 押込み実験後の供試体 CT 断面画像 
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後 60 mm の「Free 貫入」で，トータル 80 mm の貫入をしたケースを「Rr100-20 & Free-
60」と表記している。実験結果の比較から，初期の回転貫入補助中には貫入抵抗が低く
抑えられているが，回転補助を止めるとすぐに貫入抵抗が増すことがわかる。補助長さ
が 60 mm のケース Rr100-60&Free-20 においても，80 mm 貫入完了時には供試体表面か
ら「Free 貫入」したケース Free-80 と同等の貫入抵抗が生じている。図-5.83 には貫入量
-自己回転角関係を示す。図中の点線は，回転率 100%となる貫入量-自己回転角を示し
ている。回転補助を貫入中に止めたケースでは，その瞬間から自己回転角が Rr<100 と
なっており，「Free 貫入」では回転不足となることがわかる。しかし，細かく見てみる
と，回転補助長さが長いケースほど「Free 貫入」時の回転率の低下が抑えられる傾向が
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図-5.83 初期回転貫入補助長さと自由回転貫入時の自己回転角の関係 
図-5.82 初期回転貫入補助長さを変えた自由回転貫入実験 
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みられた。図-5.84 に引抜き量-引抜抵抗力関係を示す。供試体表面から「Free 貫入」し
たケースでは，引抜抵抗力の減少が顕著であるが，初期回転貫入補助長さが長いケース
では，「Rr100 貫入」で最後まで貫入したケース Rr100-80 に近い引抜抵抗力を発揮して
いる。ここで，回転補助長さと発揮された最大引抜抵抗力の関係について示す。図-5.85
は回転補助長さと引抜抵抗力発現率の関係を示す。引抜抵抗力発現率は「Rr100 貫入」
したケース Rr100-80 の最大抵抗力に対する比率を表している。横軸の回転補助長さは
部材（Helical-45）のピッチ長で除して示している。地盤条件や部材形状を変えた比較実
験を行っていないため，別途検証は必要であるが，今回の実験結果からは，ヘリカルバ
図-5. 85 ピッチ長 (lpitch) に対する初期回転貫入補助長さと引抜抵抗発現率の関係 
図-5.84 初期回転貫入補助長さと発揮される引抜抵抗力の関係 
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ーの初期貫入時に 1 ピッチ以上の地盤深さまで形状に沿って「Rr100 貫入」をしていれ
ば，同等強度の連続した地盤に対しては「Free 貫入」でも「Rr100 貫入」に近い状態の
貫入が可能で，多少乱れは生じるものの引抜抵抗力の低下も限定的であると予想された。
ただし，この実験では部材長が短いため，現象の再現性確認のために部材長を長くとれ
る大モールド供試体を用いた追加実験を行った。図-5.86 に回転補助長さを変えた実験
の荷重-貫入量関係を示す。模型部材には Helical-45 を用い，貫入初期の回転貫入補助時
には当て材として回転補助スリットを用い，模型地盤に「Rr100 貫入」した。この回転
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図-5.87 初期回転貫入補助後に自由回転貫入を行った供試体内の CT 断面画像 
図-5.86 大モールドでの初期回転貫入補助の効果の確認実験 
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補助スリットについては詳しくは後述するが，手動による回転貫入と異なる点として，
スリットと部材間で生じた摩擦抵抗が地盤で生じた貫入抵抗に加わって荷重として計
測される。そのため，荷重が見かけ上は大きくなるが，部材が地盤から受ける実際の貫
入抵抗ではないことに注意が必要である。貫入量 80 mm まで「Rr100 貫入」し，その後
80 mm の「Free 貫入」をしたケース Rr100-80 & Free-80 では回転補助を取り外した後（貫
入量 80 mm 以降）にそれまでと同等の荷重が計測されている。上述のように，80 mm 貫
入までの回転補助時には，スリットとの摩擦抵抗が荷重に含まれているため，実質的に
は回転補助がなくなると貫入抵抗が増加することを意味しており，前述の小モールドを
用いた実験と同じ現象が確認された。しかし，160 mm 貫入後の引抜き過程において，
回転補助スリットで 160 mm まで「Rr100 貫入」を行ったケース Rr100-160 と同等の引
図-5.88 回転補助スリットを用いた貫入-引抜き実験 
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抜抵抗力を発揮した。このことは，前述の小モールドを用いた実験で示された結果を支
持している。ヘリカルバーは，硬質粘土のように地盤強度がある程度一定した地盤にお
いては，1 ピッチ以上の初期回転貫入補助をすることにより，その後の「Free 貫入」で，
貫入抵抗は上昇するが，「Rr100 貫入」と同等の施工が可能であることが示された。部材
周辺の模型地盤の状態確認のために，ケース Rr100-80 & Free-80 の 160 mm 貫入後の供
試体を CT 撮影したものを図-5.87 に示す。画像では，供試体表面付近の部材周辺にわず
かにクラック（図中矢印 A）が確認できるが，その他の部材周辺には「Free 貫入」によ
って乱された様子はみられない。以上の結果から，実施工における初期回転貫入補助の
有効性が示された。 
続いて，図-5.88 に回転補助スリットの設置効果の確認を行った実験について示す。
初期回転貫入補助効果の確認実験にも用いた回転補助スリットと，その設置状況を図-
5.88(a)に示す。貫入装置の模型部材貫入用孔部分には矩形の回転補助スリットプレート
が嵌め込まれており，模型ヘリカルバーをスリット孔に通し，その下に固定された石膏
供試体に鉛直貫入される構造になっている。載荷装置であるリニアアクチュエーターの
シャフトと模型部材は軸回転が可能なスイベルジョイントを介して接続されており，ヘ
リカルバーの押込み方向移動時にはスリットが当て材となり，ヘリカルバーを回転率
100%で回転させながら模型地盤に貫入ができる仕組みとなっている。「Rr100 貫入」過
程と「Lock 引抜き」過程での実験結果を図-5.88(b),(c)に示す。「Rr100 貫入」過程では回
転補助スリットと模型ヘリカルバーとの摩擦により，貫入抵抗は手動回転貫入に対して
かなり大きい結果となっているが，前述のとおり，地盤への貫入抵抗はこれほど大きい
ものではない。「Lock 引抜き」過程では，軸回転を固定して引き抜くことでヘリカルバ
ーが回転補助スリットに引っかかる状態となる。回転補助スリットプレートは引抜き方
向には容易に外れる構造になっているため，回転補助スリットによる引抜き抵抗は発生
しない。引抜き実験結果を見ると，回転補助スリットを用いた実験ケースでは，手動回
転による実験ケース Rr100-Lock と同等の引抜抵抗力が発揮されており，その回転補助
効果が確認できた。 
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5.4.4 ヘリカルバーの貫入が周辺地盤に与える影響 
 
本項では，ヘリカルバーの貫入によって，周辺地盤に与える影響を確認するために，
埋設固化供試体を作製し，比較した。埋設固化供試体は，所定の埋設深さになるように
図-5.90 埋設-引抜き実験と貫入-引抜き実験結果 
図-5.89 埋設供試体の作製状況 
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小モールド中央に模型部材を吊るして設置し，石膏を流し込んで固化させている。作製
状況を図-5.89 に示す。埋設-引抜き実験を行った結果を図-5.90(a)に示し，貫入-引抜き実
験（Rr100-Lock）を行った結果を図-5.90(b)に示す。模型部材には Plate，Helical-14,26,35
及び 45 を用いた。埋設-引抜き実験は，貫入-引抜き実験と比較して，貫入による模型地
盤への影響が無いためか，引抜抵抗力が高いことがわかる。図-5.91(a),(b)は，埋設-引抜
き実験と貫入-引抜き実験における最大引抜抵抗力と引抜き剛性をまとめたものである。
模型部材の形状に関わらず，貫入杭の最大抵抗力が低下していることがわかる。一方，
引抜剛性は埋設，貫入のいずれも変わらない結果となった。貫入による地盤の乱れによ
る引抜抵抗力の低下は，円筒のせん断破壊領域が貫入によってどの程度乱されているか
図-5.91 埋設-引抜き実験と貫入-引抜き実験結果の比較 
(a) 最大引抜抵抗力の比較 
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によって決まると考えられる。図-5.92 に埋設-引抜き実験における 16 mm 引抜き後の
CT 画像を示す。Helical-26,35 および 45 では引抜き方向を向く部材表面において白色の
塑性領域が観察できる（図中矢印 A,B）。一方，Plate，Helical-14 ではその塑性領域が生
じていないことがわかる（図中矢印 C）。実施工においては，粘土地盤に「Rr100 貫入」
されたヘリカルバーの極表面は，ある程度は乱されることが予想されるが，部材径が大
きい場合には相対的にその乱れの領域の割合は減ることと，時間経過による地盤強度の
回復が考えられるため，貫入による影響は限定的と考えられる。また，θE が小さい形状
（Helical-14）では，θE が大きい形状（Helical-45 など）と比較して，引抜き剛性が小さ
く，周辺地盤の塑性化領域や破壊領域が観察されない。このことから，部材自身が軸回
転変形しながら引抜けていると予想される。 
埋設石膏供試体
埋設-引抜き実験
BB’断面
B B’
Helical-14Plate Helical-26 Helical-35 Helical-45
Y-Z断面
X-Z断面
A
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B
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BC
図-5.92 埋設-引抜き実験供試体の CT 画像 ( 16 mm 引抜き後 ) 
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6章 結論 
 
 
本章では各章の結論をまとめた後，ヘリカルバーの工法適用についての考察を行い，
今後の課題を述べ，本論文の結論とする。 
 
 
6.1 各章のまとめ 
 
第 2章では，ヘリカルバーのサイズや形状の特性を勘案して，適用の可能性がある小
規模構造物基礎や地盤補強における既存工法を概観した。また，ヘリカルバーの実際の
利用状況や既往研究を概観し，検討が不十分と考えられる点を本研究の課題とし，以下
のように整理した。 
i) ヘリカルバーの施工時，貫入によって生じる周辺地盤への影響について不明な点
が残されている。部材周辺地盤，特にエッジをつなぐ円筒領域近傍の地盤状態が
軸方向支持・抵抗力の発現に大きく影響を及ぼすと予想される。部材貫入時の軸
回転量をパラメータとして発揮される軸方向抵抗力との関連を調査し，貫入条件
の違いが部材周辺地盤に与える影響についての検討を行う。 
ii) 既往の研究では，螺旋面を持つヘリカルバーに軸力が与えられたとき，その一部
が軸直角方向の分力として地盤に働き，せん断面と考えられる円筒領域に垂直に
作用する半径方向応力となり，軸方向抵抗力が増加するとされている。軸力の一
部が軸方向抵抗力を増加させる機能は「自己強化」と呼ばれており，ヘリカルバ
ーの軸方向支持・抵抗力の発現機構に大きくかかわるため，その実現象について
の検証を行う。 
iii) 上述の調査・検証は，比較実験が容易な小型室内模型実験にて実施する。 
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第 3 章では，地盤工学分野における X 線 CT スキャナを利用した既往研究を概観し
た。本研究で計画をする模型実験において，模型地盤内の観察・計測装置として X 線
CT スキャナを利用するために，過去実施された模型実験の具体的手法や知見について
整理し，使用に際しての注意点としてまとめた。 
i) CT スキャナの選定について 
本学が有する 2台の X線 CTスキャナ（IXCT，μXCT）は，その装置性能と取得デ
ータの性質が異なるため，観察の目的に応じて適したものを選定する必要がある。
大土槽の撮影が可能な高出力 X 線源を持つ IXCTは密度分解能に優れており，地盤
内の密度変化を調査するのに適している。一方，μXCT は空間分解能に優れ，拡大
撮影も可能であるため，局所的な地盤挙動の詳細観察を目的とした実験に適してい
る。また，一度に広範囲の撮影が可能であるため，多ステップ撮影にも向いている。 
ii) 実験装置の選定について 
局所的な地盤挙動の観察を目的とする実験において多ステップ撮影を行う際には，
地盤に与える外乱の低減と変位解析に適した CT画像取得のためにスキャンテーブ
ル上で実験が可能な装置の使用が推奨される。CT スキャナの X 線透過能力とスキ
ャンルームの空間制限，スキャンテーブルの重量制限を確認し，使用する載荷装置，
土槽の材質やサイズと重量をよく検討しておく必要がある。 
iii) 撮影条件の検討 
本実験の前に，本実験に準じた予備土槽と実験材料，模型部材を準備し，スキャン
条件と画質の確認，観察領域の予備検討を行い，目的の観察実験が可能であるか確
認する。変位場解析を予定する場合には，予備撮影画像を用いて解析の可否を確認
しておく。解析が困難な場合には X 線吸収量の異なる材料の混合も検討する。ま
た，貫入実験における撮影間隔（撮影ステップ間の変位量）についても解析の可否
や解析時間に大きく影響するため事前検討が必要となる。 
 
第 4章では，本研究に用いた実験材料，模型部材，X 線 CT 装置，実験装置，CT 画像
の変位場解析手法について述べた。 
・実験材料について 
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模型砂地盤には乾燥豊浦砂を用い，一面せん断試験でその強度定数を求めた。また，
模型部材と砂との表面摩擦角を調べるために，一面せん断試験機を用いて豊浦砂-アル
ミプレート間の摩擦試験を行った。併せて，アルミプレートの表面加工により摩擦抵抗
を変えた場合の摩擦試験も実施した。 
粘着力を持つ硬質地盤を模擬した模型地盤を作製するために焼石膏を用いた。石膏供
試体は養生日数 1日で安定した材料強度が発現する。焼石膏と水の配合比（G/W）によ
って材料強度は変わり，G/W=1.0 の一軸圧縮強度 quは 2~3MPa（軟岩程度）であった。
通常の CT 撮影では均質な石膏供試体の局所的な挙動観察は困難であるが，ターゲット
粉末（硫酸バリウム）を混入すると挙動観察に十分な画像濃淡を持つ供試体が作製でき
る。 
・予備検討における CT画像の比較 
IXCT と μXCT を用いて模型砂地盤の予備撮影を行い，画質や撮影時間等について比較
をした。この結果を各模型実験で撮影計画を立てる際の基礎資料とした。 
・実験装置の開発 
本研究で実験目的と研究の進捗に合わせて順に開発をした装置について列挙する。 
i) 施工時の貫入条件が周辺地盤に与える影響を確認するための基礎実験として，
模型部材貫入前後の周辺地盤の状態観察のために IXCT を用いた。模型部材の
軸回転が制御できる貫入冶具を作製し，剛壁土槽にて貫入-載荷および貫入-引抜
き実験を行った。 
ii) 軸方向抵抗機構の検証の準備として，部材周辺地盤の微小挙動の観察手法を構
築することを目的とし，μXCT を用いた観察・計測の予備実験を行った。模型部
材の貫入実験，多ステップ CT 撮影，CT 画像を用いた相関法による変位場計測
までの一連の実験手順を検討・構築するために，CT 室スキャンテーブル上での
実験が可能な鉛直貫入載荷装置を製作した。 
iii) 既存の剛壁土槽を用いた模型実験で懸念されてきた土槽境界の拘束の影響を低
減させるため，空圧セル式の等方圧ゴムスリーブ実験土槽（以下セル圧土槽）を
新規に製作した。砂供試体の圧密による体積変化量の確認や中実杭や平板を用
いた基本的な貫入-引抜き実験において先端抵抗力，周面抵抗力の推定を行った。
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模型地盤境界が変形することで模型部材貫入時に土槽境界の拘束の影響がなく
なり，発揮抵抗力の解釈が容易になった。また，CT 室スキャンテーブル上での
実験が可能な軽量の貫入装置を作製しセル圧土槽に組み込んで動作確認と予備
撮影を行った。土槽の小型化によって CT 画像の品質と空間解像度が向上するこ
とが確認された。 
iv) CT 室スキャンテーブル上での実験が可能な硬質粘土を模擬した石膏供試体モ
ールドへの貫入実験装置を作製した。 
・画像相関法による変位場解析の処理高速化 
3 次元の CT 画像に対して相関法による変位場解析を行う場合，相関をとる元データ
と検索範囲の複数の候補データ間でそれぞれの相関係数を取得する必要があるため，処
理演算量は膨大となる。並列計算処理を行うことで計算時間の大幅な短縮が可能となっ
た。 
 
第 5章では，本研究の着目点に従って各種模型実験による検討を行った。 
土槽サイズを含む地盤条件，模型形状，軸回転条件などをパラメータとしたヘリカル
バーの押込み，引抜き実験に加え，X線 CT スキャナ（IXCT）を用いて載荷過程のヘリ
カルバー周辺地盤の密度変化を観察した。押込み実験の結果，ヘリカルバーは貫入過程
（施工時）の軸回転率の違いによって載荷過程（供用時）の支持力，引抜き抵抗力の発
現には大きな差があることがわかった。ここでいう回転率 (Rotation ratio : Rr)とは，ヘ
リカルバーの形状で決まる 1ピッチ長（lpitch）の貫入中に生じる軸回転量を指しており，
1 ピッチ長の貫入中に 1 回転 (2π)する状態を回転率 (Rotation ratio : Rr)100%と呼ぶ。
Rr=100 の場合，ヘリカルバーはその形に添って地盤中に貫入されるため，地盤内の任
意の水平断面で観察した場合，部材は地中の同じ場所を通って貫入されることになる。
1 ピッチ長貫入時の軸回転角を α (rad)とすると，Rr（%）は次のように表される。 
 
Rr=α/2π (ただし α: ヘリカルバー貫入量 lpitch毎の軸回転角 (rad) )  
 
ヘリカルバーは，その形状に合った「最適回転率 Rr=100」貫入で施工を行うと貫入
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抵抗の低減，ならびに載荷時の高い支持・引抜抵抗力の発現が生じるが，軸回転率が低
い「回転不足 Rr＜100」や軸回転率が高い「過回転 Rr＞100」貫入では，Rr=100 に対し
て載荷時の支持・引抜き抵抗力が減少することが，ヘリカルバー貫入時の軸回転率コン
トロールによる比較実験から確認された。これは，「回転不足 Rr＜100」や「過回転 Rr
＞100」貫入条件では載荷時に抵抗を発揮する円筒領域の地盤を施工中に乱すためと予
想される。その他，貫入時回転率が貫入抵抗と引抜抵抗力に与える影響は，地盤密度に
関わらず同じ関係性にあること，また，密な地盤でその差が大きいことがわかった。 
IXCT を用いて小型円筒土槽の模型地盤内を観察して得られた知見を列挙する。 
i) Helical-45の部材周辺地盤の密度変化は，Rr=100貫入が最も少ないことを確認した。
Rr=100 の周辺地盤は，部材の形状に沿った形で隣接部にのみ密度低下が生じてい
るのに対し，Rr≠100 貫入の場合，周辺の地盤には部材幅を直径とする円筒領域に沿
った密度低下領域が観察された。 
ii) Rr≠100貫入の場合，貫入後の部材実部の直下地盤の密度上昇は発生しなかった。円
筒領域内の部材周辺地盤がヘリカルバーに掘削されるように地表面方向に運搬さ
れ，部材先端地盤の拘束圧が上昇しないことが原因と考えられる。  
iii) Rr≠100貫入の場合，回転不足（Rr<100）による地盤の排土や，過回転（Rr>100）に
よる地盤の持ち上げにより，円筒領域周面のせん断抵抗を発揮する領域が貫入時に
乱される。そのため，疎な地盤状態になり，軸方向支持・抵抗力が発揮されにくい
と考えられる。 
以上，模型実験において回転条件の違いが貫入抵抗や支持力へ及ぼす影響について，
CT 画像の比較からその基本的な現象把握が出来た。 
大型実験土槽を含む室内模型実験でも，ヘリカルバーの回転貫入による効果は施工後
の杭頭除荷の有無，地盤密度や拘束条件にかかわらず定性的には同じ傾向を示した。ま
た，貫入時，載荷時に部材軸に発生するトルクは，貫入方法や発現支持力と密接な関係
を持つことが明らかとなり，トルクの計測により，地盤との相互作用についての考察が
可能であることが示された。 
土槽境界の影響低減と土槽小径化が可能なセル圧式ゴムスリーブ小型土槽（以下：セ
ル圧土槽）を新規に作製し，本実験に用いた。CT 撮影時には専用の載荷フレームを用
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い，スキャンテーブル上ですべての載荷実験を行うことで，高品質な連続 CT画像を得
ることが出来た。セル圧土槽を用いた実験で，自由回転（Free）貫入ではヘリカルバー
貫入後の地盤が樽型に膨張変形した。これは地盤貫入中にヘリカルバーが周辺地盤を排
土したためと考えられる。一方，回転率 100%（Rr100）貫入ではほぼ土槽境界の変形が
みられず，地盤の排土量は部材実部体積に近いことがわかった。μXCT を用いてセル圧
土槽の模型地盤内を観察して得られた知見を列挙する。 
i) 「Rr100貫入」では，「Free 貫入」と異なり，Z方向変位が部材実部直下のみに発生
しており，周辺地盤への影響は極めて小さく，部材周辺地盤はほぼ乱されない。
「Lock載荷」時には，Z方向変位が部材周辺ならびに部材実部直下で急増し，X,Y
方向変位も部材周辺の広い範囲に及ぶ。円筒領域内部の部材周辺地盤が貫入方向に
大きく連れ込まれると同時に，その外側地盤も押し広げられる膨張挙動を示すこと
が確認された。 
ii) 最大貫入抵抗は回転不足（Rr < 100）貫入の場合には大きいが，回転率が増えると
Rr = 100を境に急減する。また，最大引抜抵抗力は回転率 100%（Rr = 100）で最も
大きく，過回転側でも回転不足側でも減少する。 
iii) ヘリカルバーの自己強化機能による軸力増加の検証のため，複数の実験ケースにお
いて，部材幅を直径とする円筒領域周面で発生するせん断力を実験条件から試算し
たところ，「自己強化機能」を考慮しない推定値に対して実測値はいずれも高いこ
とがわかった。一方，同じ断面積を持つ平板の実験では，実測値と推定値がほぼ一
致した。これらの結果から，模型実験においても「自己強化機能」が発揮されてお
り，推定値に対する実測値の上昇は自己強化機能が発現したものと考えられる。 
iv) 引抜き実験における引抜抵抗力と発生トルクには一定の関係性があることがわか
った。詳細に見ると，引抜抵抗力と発生トルクのそれぞれのピーク値発生地盤深さ
が異なり，引抜抵抗力がひずみ軟化をはじめた後，遅れて発生トルクのピークがあ
らわれる。第 2 章の式(2-4)で示した初期発生軸力 P0と水平成分 R の関係を，計測
されたトルクと今回の実験条件に当てはめて φs を推定したところ，約 20°となっ
た。これは，一面せん断試験結果から求めた豊浦砂-アルミ板の表面摩擦角の 23.7°
と比べて若干小さいものであったが，別の実験で実施したアルミ平板の貫入-引抜
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き実験で得られたφsが約 20°であったことから，本模型実験での部材-地盤間の表
面摩擦角としてはおよそ妥当な値と考えられる。実験精度については追加の検証が
必要であるが，今回のセル圧土槽とトルク計測による実験手法は，他の地盤材料-部
材材料間の摩擦試験と組み合わせることによって，ヘリカルバーの鉛直支持メカニ
ズムについてより詳細な検証が可能であることを示した。 
v) ヘリカルバーの表面摩擦角を変化させた引抜き実験において，地盤条件が同じでも，
φs が異なると，発現する引抜抵抗力と発生トルクが異なることが確認された。φs
の変化により，水平成分 Rは増減し，内圧の変化によって発生トルクに違いが生じ
たと考えられる。実験結果からは，ヘリカルバーの実施工を考えた場合には螺旋面
の表面摩擦φsが小さいほうが部材の利用に有利であると予想された。具体的には，
砂地盤への施工の際に，部材の螺旋面部分に摩擦低減材を塗布して φsを低下させ
ることで，貫入抵抗の抑制と内圧上昇による「自己強化機能」の向上が期待される。 
vi) ヘリカルバーの軸方向に隣り合うエッジの間隔( lpitch/2 ) と部材直径( D )の比を
「lpitch/2D」とし，最大引抜抵抗力との関係を整理すると，ねじり量の小さいヘリカ
ルバーはそのピッチ長の増加によって発揮する軸方向抵抗力が減少することが確
認された。CT画像の変位場解析の結果から，ねじり量が小さいHelical-26は，Helical-
45 と比べ，軸変位が生じたときの部材付近地盤の変位量が小さく，部材周辺のせん
断抵抗を発揮する領域も楕円型に縮小していることが確認された。また，Helical-45
では，部材の軸方向変位によって円筒領域外の地盤が水平方向に大きく変位してい
るのに対し，Helical-26 ではその挙動が小さいことも確認された。回転固定条件で
の軸方向変位を与えた場合，Helical-45 では，部材周辺地盤を押し広げる膨張挙動
により自己強化機能を発揮したと予想されるが，傾斜角の小さい Helical-26 ではそ
の効果が小さいことが変位場解析の結果から判明した。 
 
硬質粘土地盤を模擬した石膏供試体を用いた実験では，主に平板と Helical-45の軸方
向支持力について比較検討をした。貫入過程において，Helical-45は，「Rr100 貫入」に
より平板に近い貫入抵抗を示すが，貫入時の回転率が不足すると貫入抵抗が急増する現
象が確認された。引抜き過程において，Helical-45は，「Lock引抜き」により平板と比較
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して非常に高い引抜抵抗力を発揮した。ヘリカルバーは，「Rr100 貫入」と「Lock 引抜
き」によって，粘土地盤においても非常に有用な地盤補強部材となることが再確認され
た。引抜き実験を行った石膏供試体内部の連続 CT 画像から，「Lock 引抜き」によって
円筒領域内の地盤は破壊されるが，その外側地盤の変形がほぼ見られないことがわかっ
た。このことから，内部摩擦角を持たない粘性地盤では，円筒領域のせん断力のみで周
面抵抗が発揮されており，地盤のせん断強度で引抜支持力が決まると考えられる。つま
り，砂地盤で発現するような「自己強化機能」は粘土質地盤では生じないと考えられる。 
硬質粘土のような比較的固い地盤では，地盤の一定の深さまで「Rr100 貫入」で設置
すれば，それ以深では地盤自身がヘリカルバーの回転をサポートし，自由回転圧入（Free
貫入）でも「Rr100貫入」と似た状態で貫入される。石膏供試体を用いた実験では，ヘ
リカルバーの初期貫入時に 1ピッチ以上の「Rr100 貫入」をすれば，地盤強度が一定の
地盤に対しては「Free 貫入」でも「Rr100 貫入」に近い貫入が可能で，多少の乱れは生
じるものの，引抜抵抗力の低下も限定的であることが確認された。 
ヘリカルバーを地表面から「Free貫入」しても，ヘリカルバーの形状，地盤条件によ
っては貫入初期に回転率不足に陥り，地盤を乱すと考えられる。実地盤でのヘリカルバ
ー施工時に，トルクを付与する「Rr100貫入」での施工が出来ない場合には，地盤表面
にスリット式の当て物を設置することで「Rr100貫入」に近い施工ができると考えられ
る。ただし，当て物との摩擦抵抗が生じて貫入抵抗が増加するため，表面摩擦の低減な
どの工夫は必要となる。 
 
 
6.2 らせん帯状部材（ヘリカルバー）の工法適用に関する考察 
 
既往の研究と本研究で確認されたヘリカルバーの地盤補強材としての特徴をまとめ
ると以下のようになる。 
【軸方向支持・抵抗特性】 
・部材幅を直径とする円筒領域の地盤においてせん断抵抗力が発揮される。ただし，ヘ
リカルバーのねじり量が少なく，部材幅に対するピッチ長が大きい部材形状の場合，せ
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ん断領域が縮小し，軸変位量に対する抵抗増加率も減少する。 
・押込み，引抜きいずれにおいても軸力が働くと部材表面の傾斜形状により周辺地盤を
軸直交方向に押し広げる作用がある。内部摩擦角を有する砂地盤では，円筒せん断面に
対する垂直応力の増大によって軸方向抵抗力が増加する。地盤-部材間の表面摩擦角が
小さいほどその効果が顕著となる。 
・ヘリカルバー使用の際，地盤の性質に関わらず軸方向抵抗力は円筒領域のせん断抵抗
力を用いて設計すれば安全側であると考えられる。 
【施工時，供用時の注意点】 
・N値の小さい軟弱な地盤であれば直打ちが可能となるが，地盤強度に則した軸方向抵
抗力を得るには周辺地盤を乱さずに貫入することが重要である。ヘリカルバーの形状に
合った貫入-回転量関係（回転率 100%）での施工が施工時貫入抵抗の低減と載荷時の高
い抵抗力発現に有効である。回転量不足の施工では，施工時貫入抵抗の増加と載荷時抵
抗力の低下が生じる。過回転の施工では，施工時貫入抵抗はより低減されるが載荷時抵
抗力も極めて小さくなる。ただし，施工時の乱れに対する時間の影響については未検討
のため，施工後の時間経過による地盤乱れの緩和，セットアップについては別途検討を
要する。 
・回転率 100%で施工を行うには，スリット付き鉄板などの貫入補助冶具を地表に設置
することが有効と考えられる。また，有効な載荷時抵抗力を発揮させるためには部材頭
の回転止めが必要である。 
 
上記特徴をもとに，適用が可能な工法について，以下考察をする。 
 
【地山補強土工法】 
現在製作が可能なヘリカルバーのサイズで，適用が可能な既存工法の一つに地山補強
土工法 1),2),3)が挙げられる。それまで「開削 NATM 工法」や「鉄筋補強土工法」と呼ば
れていたものが 1996 年には地盤工学会研究委員会で「地山補強土工法」という名称に
改められ，「地山にプレストレスを与えない補強材を配置し，地盤の変形に伴って受動
的に補強材に抵抗力を発揮させて地盤の変形を拘束することにより，土圧の支持，斜面
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の安定化，支持力の増加など地山の安定性を向上させる工法」と定義し，対象を「自然
地盤，切土法面といった天然の状態にある地盤，および既設盛土といった既に存在する
人工の地盤」とした。グラウンドアンカーなどのアンカー工 4),5),6),7)との大きな違いはプ
レストレスを与えず，地山の変形によって受動的に補強効果を発揮する点である。切土
法面や掘削面の安定化に用いることで掘削土量削減や支保工の省略などが可能となる。
また，軽量構造物の基礎や既設構造物のアンダーピニングなどの荷重支持，近接施工の
際の防護として地山緩み対策などにも用いられる。工法としては補強材の種類によって
ネイリング工法，マイクロパイリング工法，ダウアリング工法の 3つに分類されている。
補強材の種類と適用イメージ 3)を図-6.1 に示す。 
・ネイリング工法は 1972年に西ドイツの Karlsruhe 大学の G. Gässler，G. Gudehus と建
設会社とで共同開発され 8)，細長比が大きく曲げ剛性の小さい補強材を地山に配置して
主に補強材の引張り抵抗によって地山を安定させる工法である。 
・ダウアリング工法 9),10)は細長比が小さく曲げ剛性が大きい補強材や改良体を配置する
ことで引張りに加えて曲げと圧縮抵抗によって地山を安定させる工法で，周面摩擦が得
られにくい盛土や崩壊性地山で使用される。 
・マイクロパイリング工法は上記 2 つの工法の中間的な細長比を持つ補強材を用いる
工法で，現在は口径 300 mm以下の小口径場所打ち杭を一般にマイクロパイルと称して
いる 12)。Fernando Lizzi が 1952年にイタリアでマイクロパイルの原型となる技術を開発
して特許を取得した後，1970 年代に鋼棒を芯材としてグラウト材を圧入して造成する
ルートパイル工法が開発された 13),14),15)。斜面崩壊防止，道路擁壁補強に用いられる他 16)，
複合フーチング基礎や，基礎既設橋梁基礎の耐震補強への利用について研究 17),18)され
図-6.1 地山補強土工法の「補強材の種類と適用イメージ 3)」 
175 
 
るなど，適用範囲は幅広い。 
近年ではそれぞれの工法において新しい施工技術や部材を用いたハイスペック化が
進んでいる 19),20),21)。また，管状地中埋設物の液状化による浮き上がり対策への利用など，
新しい利用方法についての研究・開発 22),23)も行われている。 
ヘリカルバーの部材特徴から，上述の工法の中ではネイリング工法，マイクロパイル
工法における補強部材としての応用が考えられる。小浪ら 24)は地盤補強材としての引
抜き試験結果を報告しており，従来の鉄筋挿入工に対してもスパイラルバーが同等以上
の耐引抜き性能を発揮することを報告している。地山の地盤強度によって適用範囲は限
定されるが，施工速度が速い，グラウト材が不要，回転引抜きで撤去が容易などの利点
を生かして僻地や山間部での仮設や自然災害時の緊急補強などへの利用が考えられる。 
補強材としての利用を考えた場合，ヘリカルバーの曲げ剛性が小さいことが補強効果
に不利に働く場合があると考えられる 25)。鉄筋挿入工に関する研究では自然斜面のよ
うな緩い地盤では部材の曲げによる抑止力に期待した安定メカニズムになることが指
摘 26)されている。対策としては曲げやせん断が卓越する部分に曲げ剛性の高いパイプ
を付けるなど，複合部材 27)とすることが考えられる。複合部材の例として，既設盛土補
強に小径羽根付き鋼管を用いた研究 28),29)が挙げられる。概要図を図-6.2 に示す。これは，
既設盛土への補強効果と排水効果を期待して，排水用ストレーナを有する鋼管の先端に
回転杭に用いられるような羽根が付いた部材を盛土斜面に水平に配置するもので，地表
には表層崩壊を防ぐための受圧板も配している。ヘリカルバーは板材のため排水機能は
持たないが，ヘリカルバーを鋼管と接合して複合部材とすることで引抜き抵抗を発揮さ
図-6.2 「水抜き機能を有する小径羽根付き鋼管 29)」 
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せるなど，複合部材として機能を分担する利用方法も有効であると考えられる。 
近年，既設盛土の耐震化が重要視されるようになっている。それは，地震や降雨によ
る斜面崩壊が交通網に与える影響を考えた場合，切土法面からの落石・崩壊は崩積土を
除去すれば通行が可能となるのに対し，規模の大きい盛土の崩壊は復旧に大幅に時間が
かかり影響が長引くため，緊急輸送道路として重要路線のネットワークを維持するため
の対策が求められている 28),30)からである。補強が必要となる既設盛土は数が膨大であ
るためコストの低い対策工法が求められるが，ヘリカルバー複合部材の利用は部材コス
ト，施工コスト両面で有効と考えられる。また，ヘリカルバーを長期間機能させるため
には部材の防食処理が必要と考えられる 31)。直打ちでの施工を行う場合，グラウト材な
どの表面保護層が存在しないためヘリカルバーの部材表面の防食処理が重要となる。高
耐食性メッキ 30)やエポキシ樹脂 32)などの防食技術を用いると効果的であると考えられ
る。 
 
【地盤補強型深礎基礎】 
地山補強土工法における補強方法を山岳地における橋梁基礎や送電用鉄塔基礎に用
いられる深礎基礎に応用する方法も考えられる。深礎基礎の圧縮，引揚，水平耐力を向
上させるために補強材を基礎体周辺地盤に配置する地盤補強型深礎基礎工法 33),34),35)
（GRF, Ground Reinforcing type Foundation）である。図-6.3に地盤補強型深礎基礎の概要
図-6.3 「地盤補強型深礎基礎の概要 34)」 
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を示す。現在実際に利用されているものはロックボルト状の補強材を用いているが，山
岳地では建設作業スペースが少なく資機材の運搬に制約があるため，ヘリカルバーを補
強材として利用することで資機材運搬コストの削減が可能であると考えられる。地盤条
件の制約はあるが比較的緩い地盤で直打ちが出来れば施工性は高く，密に打設すること
で周辺地盤の一体化を期待することが出来ると考えられる。 
 
【その他の基礎】 
直接基礎に杭を併用したパイルド・ラフト工法や既設基礎のフーチングをマイクロパ
イルで補強する対策工 17)などの複合基礎は多数実用化されている。既存の複合基礎工
法に対して上部構造物の重量や地盤条件に制限はあるものの，それらに準じた利用方法
36)が考えられる。図-6.4 a),b)にヘリカルバーの利用が考えられる複合基礎の例を示す。
極小規模構造物の基礎として開発されたピンファウンデーション工法 37)はダイアモン
ドピアーと呼ばれるコンクリート製定着ブロックに開けた孔に沿って小径のピン部材
を傾斜打設して使用するもので，超軟弱地盤や液状化地盤での有効性が報告されている。
この工法を参考に，ヘリカルバーを施工時回転貫入補助冶具と載荷時の回転止めの両方
の機能を持つ小規模フーチング等と組み合わせた工法などが有効であると考えられる。 
 また，軟弱地盤対策として群杭効果による滑り破壊，塑性流動を防ぐことを期待した
群杭式の改良工法が多数あり，サンドコンパクションパイル工法や噴射攪拌による深層
地盤改良工法などが一般的である。サンドコンパクション工法は砂の押し広げ効果に期
図-6.4 複合基礎へのヘリカルバーの利用 
a)「マイクロパイルの利用例 19)」 b)「ピンファウンデーション概要図
37)」 
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待した液状化対策 38)として用いられることもある。また，既設杭（木杭等）を多数打込
んだ後，杭頭部を鉄筋等で連結し，表層を砂とシートで保護して盛土等を行うパイルネ
ット工法 39)などもある。これらの工法を参考にヘリカルバーを盛土基礎などの群杭式
地盤改良に用いることも考えられる。ただし，一般的な地盤改良工法と比較して部材コ
ストが高く，金属製であるため，災害時のう回路など緊急の仮設工事などへの利用が考
えられる。 
 
 ヘリカルバーの利用拡大に向けた今後の課題について列挙する。 
【群杭効果の検討】 
ヘリカルバーは軸力が働くと部材表面の傾斜形状により周辺地盤を軸直交方向に押
し広げる作用があるため，群杭として近接施工した場合には一般的な棒状部材を用いた
場合とは異なる群杭効果が現れると考えられる。周面摩擦力に対する群杭効率等の検討
が必要と考えられる。 
【地盤の乱れとセットアップの効果】 
ヘリカルバーの施工後，時間経過によって部材周辺の地盤の乱れが緩和することが予
想される。部材貫入による地盤乱れの程度とセットアップによる強度回復の関係につい
ての検討が必要と考えられる。セットアップが顕著であれば，施工時の回転量に対する
制約は減る可能性がある。 
【複合荷重に対する支持力】 
ヘリカルバーの実用で重要となる複合荷重に関する研究 40),41),42)が始められている。
外力として水平力と鉛直力が同時に働く場合の合理的な設計法を確立するため，鋼管等
と組合せた複合材料も含めて，より多くの地盤条件でのデータの蓄積が必要と考えられ
る。 
 
 また，今回開発した模型実験における CTスキャナを用いた計測技術の今後の課題を
列挙する。 
【セル式土槽の改良】 
現在，等方圧によってゴムスリーブ供試体を拘束しているため，土圧係数 K0 が実際
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の地盤と比べて過大であると考えられる。既往の研究で開発されている加圧砂地盤タン
ク 43),44),45),46)を参考に，実地盤により近い拘束条件で実験ができるように装置の改良が
必要となる。また，作製した μXCT専用の自動制御鉛直回転貫入装置とカップリングす
るために，土槽側の更なる軽量化が必要である。 
 
【CT計測システムの応用】 
セル式土槽と CT スキャナを用いた計測システムの高度化により，深い基礎先端の実
挙動の観察，計測について，これまでより精度の高い検証が可能となった。今後は，他
の様々な形状の部材の支持機構や各種支持力理論の検証実験にも応用したい。 
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